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６．研究成果要約 
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発グループ 

 高度経済成長期をピークに整備された全国の港湾，海岸保全施設等は，近い将来一斉に更新時期

を迎えるため，管理している港湾，海岸保全施設等の効率的な維持管理，延命化を図り，将来の更

新投資の平準化を目指し，アセットマネジメント的手法を取り入れた予防保全計画を策定する試み

が盛んに取り組まれている． 

 しかし，港湾施設の維持管理を適切に行う上で，劣化予測は重要な要素であるが，構造物の種類，

構造，劣化損傷原因，損傷の進行具合，点検データの量と質の問題など劣化予測の精度に影響を与

える要因は様々であり，適切な劣化予測が行われているとは言い難いのが現状である．したがって，

状態推移過程モデルや寿命データ分析など，構造物に最も適した劣化予測手法を検討し，劣化予測

の精度を向上させることが求められている． 

 本研究の目的は，既存の点検データの質と量に最も適合した劣化予測手法を検討することにある．

LCCを算出するためには将来の劣化予測が必要となるが，この精度が良くなければ予算獲得あるい

は中長期予算計画の信頼性が低くなってしまう．本研究では，過去の点検結果をどのように処理す

れば精度の高い劣化予測が可能になるのかを検討することを目指す． 

 本研究では，主に，「劣化予測手法」，「ＬＣＣ算出による補修・改良時期の提案」を検討した．以

下に，本研究より得られた主要な成果を総括する． 

 

 「劣化予測手法の検討」では，沿岸構造物の点検データを用いて，いくつかの数理確率モデルを

用いた劣化予測手法を示す．実際の点検データをどのように加工して，どのような方法で劣化予測

を行うのかは技術者にとって重要な課題であり，本研究では，マルコフ連鎖モデル，ハザードモデ

ル，ポアソン回帰モデルの考え方を紹介し，これらのモデル用いて，劣化予測への具体的な適用例

を示した．以下，得られた成果をまとめる． 

(1) コンクリート部材では，マルコフ連鎖モデル，ハザードモデルの適用例を示した．それぞれの

手法の特徴を明確にし，適用条件，推計可能なデータ量，推計精度などを考察した．２つの手法と

もに過去の点検データを用いて容易に将来予測推計ができることが確認できた．ハザードモデルで

は，ライフサイクル後半のハザードが把握でき，上に凸，下に凸といった劣化曲線が点検データに

よってどちらでも作成可能であるが，マルコフモデルの場合は，手法の性格上，どうしても上に凸

の曲線になる． 

(2) 鋼部材では，マルコフ連鎖モデル，ハザードモデル，ポアソン回帰モデルの適用例を示した．

同じ点検データからマルコフ連鎖モデルとハザードモデルの比較を行い，連続量データの適用性，

ライフサイクル後半に劣化速度が加速する場合の適用性などを検討した．一方，希少性の損傷であ

る鋼矢板の孔食を対象にして，ポアソン回帰モデルが適用できることを示した． 

 過去の点検データから推計して将来の劣化予測を行う場合，点検データの量や構造物の種類や構

造，劣化損傷要因など推計精度に与える影響は様々である．得られた点検データからどのような手

法を用いて推計することが適切かの判断は，技術者の経験と勘によるところが大きいといえる．2



 

つの手法を比較した結果，差は，同じ推計精度を得るためのデータセット数の違い，ライフサイク

ル後半の危険性を評価することができるかどうか，劣化予測の結果をその後のマネジメント意思決

定に活用する方法の違いなどであるといえる． 

 「補修・改良時期の提案」では，モデル施設を対象に，複数の維持管理シナリオを設定する．そ

して，補修・改良工法，補修工費，耐用年数などから，維持管理シナリオごとに今後５０年間のラ

イフサイクルコストを算出し，ＬＣＣ最小化モデルによる維持管理シナリオを選定する方法を示す．

 数理確率モデルでは，多くのデータを必要とするが，過去の点検データがそれほど沢山あるわけ

ではなく，しかも，損傷を時系列で追跡できるような点検データ保存の仕組みにはなっていない．

点検マニュアルの整備，点検データの保存方法，劣化予測用データへの反映方法など点検の仕組み

を変えていくことが求められる．劣化予測の精度はデータの質と量に大きく影響をうける．過去の

点検データを有効に，しかも大量に利用できるようになって初めて劣化予測はその精度が向上する

と思われるし，適用可能な数理確率モデルもその適用範囲が拡大すると思われる．今後は，点検デ

ータの蓄積，特に時系列データの推移が把握できるような点検マニュアルの仕組みと，数理確率モ

デルの適用事例を増やすことが劣化予測の精度向上に寄与するものと考える． 

 

■コンクリート部材の推計例 

  

マルコフ状態推移（クラック幅）   寿命データ分析による劣化曲線（クラック幅） 

■鋼部材の推計例（板厚 10mm，供用年数 10～20年） 
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１．はじめに 
 

 日本はその国土の全てを海に囲まれており，港湾は社会経済活動の要となる社会インフラである．

その港湾施設量（ストック）は，1998 年度に約 27.5 兆円（1995 年価格換算）に達している．中で

も，1960 年代の高度経済成長期に建設された施設が多く，さらに，それらの施設は建造後 40 年以

上が経過している 1)．今後，これらの施設に対する維持管理費用が増大していくことは確実である．

このため，できる限り，少ない負担で計画的かつ戦略的な維持管理を実施していく必要がある．こ

の計画的かつ戦略的な維持管理を実施するための方策として，アセットマネジメントが注目されて

いる．アセットマネジメントとは，国土交通省による「道路を資産としてとらえ，道路構造物の状

態を客観的に把握，評価し，中長期的な資産の状態を予測するとともに，予算制約の中でいつどの

ような対策をどこに行うのが最適であるかを考慮して，道路構造物を計画的かつ効率的に管理する

こと．」2)，あるいは，土木学会による「国民の共有財産である社会資本を，国民の利益向上のため

に，長期的視点に立って，効率的，効果的に管理・運営する体系化された実践活動．工学，経済学，

経営学などの分野における知見を総合的に用いながら，継続して（ねばりづよく）行うものである．」

3)などとして定義されている． 

 今後，維持管理機関のアセットマネジメントに対する取り組みが盛んになるにつれ，マネジメン

トシステムの一要素である劣化予測はより重要となってくる．なぜなら，劣化予測式は LCC算出の

元になるものであり，LCC累計や維持管理シナリオ算出のベースになるからである．この劣化予測

の精度が低いと，いくら中長期維持管理計画を策定しても信頼性が低いし，将来的な予算確保には

至らない．しかしながら，構造物の劣化予測はまだ研究段階であり，管理機関の点検も十分ではな

く，精度の高い劣化予測が行われた上で LCCが算出されているとは言いがたいのが現状である．青

森県のように，劣化予測の精度などは後回しにして，まずはプロトタイプとしてのマネジメントシ

ステムとして稼動する仕組みを構築することに重点を置く自治体もある．施設の点検マニュアル作

成，維持管理計画作成，中長期予算計画などが一段落した段階で，次に，例えば劣化予測などの個

別のサブシステムの精度向上に向かうことは避けられない． 

 では，どうやれば少ない点検結果から精度の高い劣化予測が可能になるのであろうか．点検結果

をどのように加工して，どのような処理をすれば劣化予測ができるのであろうか．必要なデータの

量はどのくらいあればよいのか，など劣化予測に携わる技術者が常々疑問に思っており，求めるニ

ーズは数多くある．これまで，塩化物イオンの浸透速度式，中性化深さの推定式など，個別の劣化

原因に対する将来予測式はあるものの，補修を行うかどうかの意思決定に用いられるのは，近接目

視による健全度判定結果が主である．このように，劣化予測と実際の補修とは切り離して考えなけ

ればならない．また，使用条件や環境が異なれば前述の推定式が必ずしも汎用性があるかというと

そうでもない．点検結果が十分にあれば，その点検結果を用いて状態の推移を精度よく推計するこ

とは可能である．しかし，現実には点検結果は十分にあることはほとんどないし，あってもうまく

保存されていないことが多く，劣化予測に使えることは少ない．今後，劣化予測用に点検結果をう

まく保存・蓄積されていくような仕組み（点検マニュアルなど）に移行していくものと期待する． 

 本研究では，港湾施設を対象に，劣化予測の方法を具体的に示すことを目指す．したがって，個

別の港湾施設の損傷推移や損傷の状況などはあえて詳しく紹介せず，点検データからどうやって分

析用データを作成するか，データ処理の方法，複数の劣化予測方法の比較など，具体的事例をとお

して解説することで，今後，技術者が劣化予測を実際に行う際に参考となることを目指す． 
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２．研究の背景と目的 
 

2.1 本研究の背景 

 高度経済成長期をピークに整備された全国の港湾，海岸保全施設等は，近い将来一斉に更新時期

を迎える．この逼迫する更新需要に対し，更新投資の過度の集中を避け，管理主体の逼迫する財政

再建計画等を踏まえながら計画的に適時・適切な施設の更新等を行う必要がある．そのため，管理

している港湾，海岸保全施設等の効率的な維持管理，延命化を図り，将来の更新投資の平準化を目

指し，アセットマネジメント的手法を取り入れた予防保全計画を策定する試みが盛んに取り組まれ

ている． 

 しかし，港湾施設の維持管理を適切に行う上で，劣化予測は重要な要素であるが，構造物の種類，

構造，劣化損傷原因，損傷の進行具合，点検データの量と質の問題など劣化予測の精度に影響を与

える要因は様々であり，適切な劣化予測が行われているとは言い難いのが現状である． 

 したがって，状態推移過程モデルや寿命データ分析など，構造物に最も適した劣化予測手法を検

討し，劣化予測の精度を向上させることが求められている． 

 

2.2 本研究の目的 

 本研究の目的は，既存の点検データの質と量に最も適合した劣化予測手法を検討することにある．

LCCを算出するためには将来の劣化予測が必要となるが，この精度が良くなければ予算獲得あるい

は中長期予算計画の信頼性が低くなってしまう．これまで，劣化予測は過去の点検結果をもとに作

成されてきたが，現実，地方自治体では過去に点検を実施していないか，実施していても 1回程度

しかないかという現状である．あるいは他の機関が設定している類似の条件での劣化予測をそのま

ま引用するなど，現実にあっているとは言いがたい．こういった現状も考慮して，過去の点検結果

をどのように処理すれば精度の高い劣化予測が可能になるのかを検討することを目指す． 

 本研究では，劣化予測の方法として，大きく２つの方法を検討する．一つは，マルコフ連鎖モデ

ルや状態推移過程による予測手法であり，将来の状態推移を予測するために，最近の状態推移に関

するデータを用いて，今後もその状態が継続すると仮定してシミュレーションし，将来の状態を概

略的に見通す方法である．もう一つは，ハザード・モデルあるいは寿命データ分析による予測と呼

ばれるもので，供用年数とその時点の状態に関するライフタイムデータを用いて，性能限界に到達

するタイミングを予測し，非線形回帰により今後の劣化曲線を見通し，余寿命を推定する方法であ

る． 

 本研究では，ある橋梁の点検データを用いて，これらの２つの劣化予測手法から，異なる緒元や

環境条件のグループ別の劣化曲線を作成し，劣化速度を比較するとともに，予測手法の比較を行う．

また，経年変化にともない劣化事象のハザードがどの程度加速するかを進行形状パラメータ推定値

により比較し，ライフサイクル後半の危険性を評価する指標を示す．一方，突発性の事象を対象に

したポアソン回帰モデルの検討も合わせて行う． 

 さらに，補修・改良方法・実施時期の検討およびシナリオ別のＬＣＣ算出までを行う． 

 本研究により得られるマルコフ連鎖モデルやハザードモデル，ポアソンモデルによる劣化進行予

測，寿命関数はより精度の高い劣化進行予測およびＬＣＣ算出，維持管理計画へと反映させること

が可能になる．これらの劣化進行モデルや寿命関数は，適用できる構造物，部材，劣化損傷要因，

環境条件，使用条件など様々な適用可能な条件が付加されるが，点検データ数が多い場合にはより
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多くのグルーピングができ，細かな適用条件のもとでの劣化予測が可能になると考えられる． 

 さらに，ふ頭以外の海岸保全施設である水門や排水機場，岸壁，トンネルなどの劣化進行予測に

も適用が可能となることが期待できる． 

 

2.3 本研究の構成と概要 

  

 本研究は，これらの一連の研究について取りまとめたものであり，はじめにおよび結論を含めて

7章から構成されている． 

 第 1章 はじめに 

 第 2章 研究の背景と目的 

 第 3章 劣化予測手法に関する既往の研究 

 第 4章 対象施設の概要と健全度評価手法 

 第 5章 劣化予測手法の検討 

 第 6章 補修・改良時期の提案 

 第 7章 結論 

 

 続いて，本研究を構成する各章の内容要旨を以下に要約する． 

【第 1章 はじめに】 

 本章では，まず始めに，本研究の背景となった港湾施設のストック量の推移と今後の維持管理費

の増大に対処するために戦略的維持管理手法であるアセットマネジメント手法の一要素である劣化

予測の現状と精度向上の必要性について述べる． 

 

【第 2章 研究の背景と目的】 

 本章では，本研究の位置づけを明確にするために，アセットマネジメント推進のためには劣化予

測精度の向上が求められるという背景，少ない過去の点検データをどのように用いて精度の高い劣

化予測が可能になるのかという目的を明確にするとともに，マルコフ連鎖モデル，ハザードモデル，

ポアソンモデルなどの具体的劣化予測手法の紹介をする．そして，本論文の構成とその概要につい

て簡単に紹介する． 

 

【第 3章 劣化予測手法に関する既往の研究】 

 本章では，これまでの劣化予測に関する研究を概観し，劣化予測モデルの整理，近年多く用いら

れている数理確率モデルの適用範囲を示した．さらに，港湾構造物，橋梁，舗装など，具体的構造

物における劣化予測に関する研究を紹介する． 

 

【第 4章 対象施設の概要と健全度評価手法】 

 本章では，本研究で対象とした沿岸構造物の概要，劣化予測に用いた損傷種類と数量，分析の可

能性について述べる．さらに，点検方法の概要，健全度の定義と対策，管理目標との関係を示す． 

 

【第 5章 劣化予測手法の検討】 

 本章では，沿岸構造物の点検データを用いて，いくつかの数理確率モデルを用いた劣化予測手法
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を示す．実際の点検データをどのように加工して，どのような方法で劣化予測を行うのかは技術者

にとって重要な課題であり，本研究では，マルコフ連鎖モデル，ハザードモデル，ポアソン回帰モ

デルの考え方を紹介し，これらのモデル用いて，劣化予測への具体的な適用例を示す． 

 

【第 6章 補修・改良時期の提案】 

 本章では，モデル施設を対象に，複数の維持管理シナリオを設定する．そして，補修・改良工法，

補修工費，耐用年数などから，維持管理シナリオごとに今後５０年間のライフサイクルコストを算

出し，ＬＣＣ最小化モデルによる維持管理シナリオを選定する方法を示す． 

 

【第 7章 結論】 

 本章では，第２章から第６章において得られた成果を総括するとともに，今後に残された研究課

題と将来の展望についてもふれている． 

 

参考文献 

1) 保田敬一，安野貴人：橋梁における劣化予測手法の違いが評価に及ぼす影響，第 6回構造物の安

全性・信頼性に関する国内シンポジウム（JCOSSAR 2007）論文集，pp.57-64，2007.6. 
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３．劣化予測手法に関する既往の研究 
 

3.1 劣化予測 

 劣化予測はアセットマネジメントにおいて極めて重要な役割をしめる．この劣化予測の精度が全

体マネジメントにおける事前評価や事業計画を策定する上で大きく影響を与えるためである．これ

まで，高度成長期に大量に整備された社会基盤施設の長期的な性能確保と品質保証についてはほと

んど主眼が置かれることなく半世紀近くが経過したといえる．そのため，施設の維持修繕に活用で

きるデータの蓄積と保存には注力されてこなかったことから，精度の高い将来予測が困難になった

原因と考えられる．しかし，近年，社会基盤整備は新設から更新あるいはメンテナンスへと移行し

てきており，メンテナンスを支える要素技術である劣化予測の研究も盛んになりつつある 1)． 

 劣化予測を扱った文献では，縦軸を性能（健全度），横軸を時間とした劣化曲線が示されているこ

とが多い．健全性は時間とともに低下していき，補修により健全度は回復することは事実であり，

この曲線はイメージがし易いといえる．劣化予測に影響を与える要因としては，構造・幾何条件，

材料種別，環境条件，荷重変動などが考えられる．これらの要因が複雑に関連し合って，劣化予測

を難しくしているのが現実であろう．このため，劣化要因ごとに供用期間中の劣化進行を予測し，

性能の低下を推定する手法がよく用いられる．表 3.1 に主な手法の比較を示す 2)．例えば，ある環

境化におかれた RC 部材の中性化や塩化物イオンの浸透の進行などは定量的な予測式が提案されて

いる 3),4)．(A)の詳細は文献 5)などに詳しい．一方，(B)の代表的な劣化予測モデルがマルコフ連鎖モ

デルである．しかし，(A)，(B)の併用の場合もあるし，このような予測手法では把握できない劣化

進行事象も存在する．図 3.1にマルコフ状態推移モデルの概念図を示す． 

 

表 3.1 劣化予測モデル 
 (A) 劣化メカニズムを特定し，力学的特性の
低下を予測する方法 

(B) 点検における判定区分の低下を統計的に予測する
方法 

健
全
度 

押し抜きせん断力，鋼材の疲労強度などの力
学的特性  

点検要領に示されるⅠ,Ⅱ,Ⅲ,Ⅳ,ＯＫの判定区分を数値
化したもの 

長
所 
・健全度と要求性能が明確に定義できる（疲
労による耐荷力の低下と許容応力度との関
係）． 

・点検結果から直接現時点の健全度が評価可能． 
・実際は複雑な劣化過程を単純なモデルで表現できる．
・常に点検結果による補正が必要 
・多くの橋梁群を包括して評価することが可能 

短
所 
・点検結果と保有性能（耐荷力）との関係づ
けが非常に困難である． 
・伸縮装置や支承など，損傷と要因との関係
が複雑で劣化メカニズムを特定することが
困難である． 

・鋼材の疲労などは前兆が点検結果に現れにくく，点
検結果からの予測は非常に困難である． 
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図 3.1 マルコフ状態推移モデルの概念図 
 

 

 本研究では，前述の(B)点検における判定区分の低下を統計的に予測する方法として，確率数理モ

デルを用いた劣化予測手法を対象にする．アセットマネジメントを難しくしているのは将来の不確

実性をどの程度正確に把握して意志決定を行うことができるかという点であろう．このため，確率・

統計論をベースにした数理的確率モデルが必要不可欠となる．事実，構造物の劣化推計に関しては，

マルコフ過程がよく利用されている．アセットマネジメントを効果的にかつ適切に運営していくた

めには，将来の不確実性をできるだけ定量的に記述する必要があるといえ，そのための基本となる

数理が確率過程であろう．確率過程を記述する様々なモデルがある中で，各モデルの適用範囲や利

用限界，利便性などを十分に把握した上で，適切な劣化進行モデルを選定することが重要である． 

 表 3.2に数理確率モデルとその適用範囲，用いる確率過程や確率分布の例を示す 6)． 

 

適用範囲 内容

マルコフ過程 劣化予測
マルコフ性，推移確率，マル
コフ連鎖，状態推移行列

ポアソン過程
地震の発生，機器の故
障，寿命予測

指数分布，ポアソン分布，故
障確率関数，指数ハザードモ
デル，寿命予測モデル

ランダム
ウォーク

資産価値評価，収益・
便益の径時的な変動性
評価

２項過程，出生死滅過程，ラ
ンダムウォーク，マルチン
ゲール

ブラウン運動
設備の故障確率，不具
合の発生，事業倒産，
長周期地震の発生

幾何ブラウン運動，ブラウン
運動と初到達確率，BPT分布

数理確率
モデル

表3.2　数理確率モデルの適用範囲6)

 

 

 例えば，確率数理モデルを用いた構造物の劣化予測でよく用いられるのが，マルコフ連鎖モデル

である 7)～14)．一方，寿命データ分析による劣化予測は，飯塚が鋼橋のライフタイムデータを用いて

寿命分析を行っている 15)． 
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 確率数理モデルを用いた構造物の劣化予測にどの手法が適しているかは一概には難しい．構造物

の種類，構造，劣化損傷要因，点検データの質や量などがその要因である．では，点検データをど

のように加工して，適切な確率数理モデルを選択することにより劣化予測を行うことができるので

あろうか．点検データがあれば直ぐに劣化予測モデルを構築することはできるかというとそうでは

ない．点検データの質や量，適用できる確率数理モデルの限界などから判断して，適切な数理モデ

ルを選定しなければならない． 

 マルコフ連鎖モデルの場合，将来の状態は現在の状態にのみ依存し，過去の状態には依存しない，

すなわち，X(t+1)の確率分布は，時点 tでの確率分布 X(t)の値にのみ依存するというマルコフ性を用

いる．具体的には推移確率行列を算出することで時系列の劣化状態が表現できる． 

 寿命データ分析を用いる場合，ある損傷レベル（物理的寿命の閾値）になるまでの供用期間をラ

イフタイムデータとして捉えた寿命分析を行うことで，寿命が短くなっていく様子，劣化が進行す

る速度，また，一定の損傷レベルに達するまでの余寿命を精査できると考える．いずれの劣化予測

モデルも過去の点検結果を使用することについては同じである． 

 

3.2 港湾構造物 

 港湾構造物では，小牟禮健一らが RC 桟橋の上部工を対象にして，塩害による劣化進行モデルの

開発を行っている 9)．この研究では，H9年度から H13年度にかけて実施した全国 25の桟橋上部工

の劣化実態調査より，その調査結果をもとに，マルコフ連鎖の考え方を用いた確率論的劣化進行モ

デルを構築していることが特徴である．桟橋上部工の使用年数と施設ごとに固有の遷移率を与えた

場合，劣化進行モデルは実際の調査結果から得られた劣化度の分布をよく近似しており，更新や補

修．補強対策に適用が可能であるとしている． 

 

3.3 橋梁 

 橋梁の場合，マルコフ連鎖モデルを用いた劣化予測の研究が多い 10)～14)．点検データの蓄積もあ

り，推移データをうまく整理すればデータ数の問題はほぼ解決される．国土交通省の橋梁点検要領

で用いられている健全度判定ランク a,b,c,d,e を離散的な状態推移とし，点検の間隔を用いて，デー

タセットを作成し，状態推移確率を求めている．特に，状態推移速度が速い RC 床版を対象にした

研究が多いといえる． 

 

3.4 舗装 

 舗装は，国土交通省が公表している MCI による劣化予測式（ひび割れ，わだち掘れ，平坦性），

あるいは公団・公社，東京都などが独自に定めている指標から，将来予測を行うことができる．し

かし，この方法は，ひび割れ，わだち掘れ，平坦性といった項目を計測して初めて算出が可能にな

る．近年，道路舗装の劣化状態を離散的な複数のレーティングで記述するマルコフ連鎖モデルなど

の確率論的劣化進行モデルの研究もおこなわれている 16)，17)． 

 

参考文献 

1) 社団法人土木学会編：アセットマネジメント導入への挑戦，技報堂出版，pp.94-96，2005.11.1. 

2) 古賀聡明，中村幸一郎：橋梁定期点検データによる劣化予測に基づく計画的維持管理について，

2002. 
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４．対象施設の概要と健全度評価手法 
 

4.1 対象施設 

4.1.1 対象施設の点検データ 

・火力発電所における港湾構造物を対象に，平成１４年度から平成１８年度までに，毎年合計５回

実施された点検データを使用する。 

・次の図に示すように，点検対象とする港湾構造物において発生する損傷全体の 45％は，護岸とな

っている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4.1.1 火力発電所の港湾構造物において発生する損傷の内訳 

 

・本研究では，護岸のコンクリート構造物および鋼構造物において，経年変化に伴い進行する損傷

を対象とする。 

・損傷の種類から６つの分析の方向性が考えられた。使用可能データ数から分析可能性を検討した

ものを次の表に示す（マルコフモデルおよびハザードモデル）。なお，ポアソン回帰モデルのデー

タとしては，鋼材護岸の孔食を対象にした． 

表 4.1.1 護岸における損傷とデータ数等の内訳 

 
構造物 損傷 最大データ数

分析
可能性

備考
使用可能
データ数

分析１ クラック 長さ 幅 本数 138 ○
長さ・幅は進行性あり、可能。
（※本数は進行性なし、不可）

長さ117,　幅96

分析２ ずれ 長さ － － 99 × 数量データ不足、不可。 －

分析３ 段差 幅 － － 99 ○ 進行性あり、可能。 52

分析４ 開き 幅 － － 99 ○ 進行性あり、可能。 76

分析５ 剥離・剥落 剥離範囲
寸法

（剥落体
積）

－ 97 × 数量データ不足、不可。 －

分析６ 欠損
寸法

（欠損体
積）

－ － 46 × 進行性なし、不可。 －

数量データ

護岸
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・ここで，最大データ数は，劣化ランクを判定した点検データ数である。ただし，この劣化ランク

データは５年間で劣化進行の状態推移に関してほとんど変化が見られなかった。 

・そこで，クラックの幅や段差の幅などの数量データが記録されているものを抽出した結果が使用

可能データ数である。 

・「ずれ，剥離・剥落，欠損」については，数量データ不足，劣化の進行性なし等の理由から，今回

は対象外とせざるを得なかった。劣化予測実施のためには，今後も継続的な点検データ蓄積が課

題である。 

・クラックの長さ・幅，段差の幅，開きの幅については，数量データが蓄積されていた。これらの

使用可能な数量データ数は，52～117 となっている。 

・以上のようなデータ数量と分析可能性をふまえ，以下では，４つの損傷を対象に劣化予測手法を

適用することとする。 

 

ア．「クラックの長さ」 

イ．「クラックの幅」 

ウ．「段差の幅」 

エ．「開きの幅」 

 



 12

4.1.2 線形回帰による経年変化に伴う劣化進行の傾向 

・まず，点検年次における経過年数と劣化の程度に関する散布図を作成した。 

・ここで，線形回帰分析を行い，劣化の進行性の概略を確認した。 

 

ア．クラック長さの推移プロット 

 
図 4.1.2 クラック長さの推移と線形回帰式 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

イ．クラック幅の推移プロット 

 
図 4.1.3 クラック幅の推移と線形回帰式 
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ウ．段差の幅の推移プロット 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4.1.4 段差の幅の推移と線形回帰式 

 
エ．開きの幅の推移プロット 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 4.1.5 開きの幅の推移と線形回帰式 
・４ケースいずれの場合も，決定係数はゼロに近い値であり，１次関数による劣化曲線を表現する

ことに無理があることが理解できる。 

・ 縦軸の劣化の程度にバラツキがあり，各年度における分散が不均一であるため，線形回帰分析

により，直接の予測実施は不可能である。これと異なる劣化予測手法の適用が必要となる。 
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4.2 点検方法および点検項目 

施設の現況の健全度を把握するために定期的な点検を実施し，その点検結果は健全度の将来予

測の基礎データとして活用するために時系列的に整理・蓄積することが重要である。 

点検は，別途制定している「点検マニュアル」に基づき定期的に実施している． 

点検は大きく目視点検と計測点検に分けられる．計測点検は，主に鋼材を対象にしており，鋼

材の腐食調査や電気防食調査，塗膜調査，被服調査などで，５年に１回の頻度で実施している． 

 

 

4.3 健全度評価手法 

 

4.3.1 健全度の定義 

現状における施設の健全度の評価を行うにあたって，港湾・沿岸施設の劣化の原因を把握しな

ければならない。劣化とは，施設が構成される部材の強度や断面性能の低下に伴う施設の安全性

能（強度）及び使用性能（変形）が低下することである。 

港湾・沿岸施設が構成される部材として，①ＲＣ部材，②鋼部材に大きく分類することができ

る。これら部材の劣化の原因は，地震や台風等の偶発的な外力によるものと，経年変化によるも

のが考えられる。予防保全計画の策定にあたって，前者の偶発的な外力による劣化を予測するこ

とは困難であるため，ここでは，経年変化による劣化に着目して施設の健全度を評価する。 

港湾・沿岸施設は沿岸域に建設されているため，その環境条件から構成部材毎に以下の対象劣

化現象を想定した。 

① ＲＣ部材：塩害（ひび割れ，剥離・剥落，鉄筋の腐食状況等） 

② 鋼部材 ：腐食（腐食量及び腐食状況等） 

健全度の評価の基本的な考え方は，これら顕在化した劣化現象の程度で判定する。 

また，主要部材毎の構造物における重要度については，主桁・横桁・床版・支承等の多数の構

成部材からなる橋梁等とは異なり，桟橋上部工や下部工および鋼(鋼管)矢板はそれぞれが連続体

(一体構造)であるため，全て同じ重要度として評価した。 

ここに，港湾，海岸保全施設の状態を表現する言葉として，以下のように定義した。 

 

表 4.3.1 健全度の定義 

健全度ランク 対処 

A 早急に処置対策が必要 

B １年未満に処置対策が必要 

C ３年以内に処置対策が必要 

D 引き続き監視が必要 

E 異常はみられない 
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4.3.2 健全度の評価単位 

桟橋などの上部工は，梁や床版などの単一部材から構成されており，劣化環境の違いから海

側・陸側・中央といった部材グループ単位に分類することができる。また，これらが目地間隔

毎のブロックを構成し，ブロックの集合体が１バースとなる。（図 4.3.1 参照） 

 

図 4.3.1 桟橋上部工の評価単位 

 

 

   施設の健全度の評価を行うにあたっては，目的に応じてこれらの評価単位を選択する必要が

ある。 

・ 物理的耐用年数 → １ブロック 

            耐力の低下した構造部材が仮に一つであっても，構造が連続している１

ブロックでの荷役作業は危険。 

・ ＬＣＣ算定   → 単一部材又は部材グループ 

            同じ劣化環境で劣化曲線が１本描け，維持管理シナリオが同じとなる評

価単位。 

・ 維持管理目標  → 部材グループ～1 バース 

            最終的に策定された予防保全計画に準じて選択。 

 

部材グループ
（海側・陸側等）

　　　　　　　　　海側

劣化環境別

１ブロック

Ａブロック　Ｂブロック　Ｃブロック

１バース

①バース　②バース　③バース

局所的

梁

単一部材（梁・スラブ等）

〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇

〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇

〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇
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4.4 施設の管理目標 

4.4.1 健全度と管理目標の関係 

管理目標はその施設の重要度（利用頻度，施設規模，防災機能等）を考慮し，今後，どの健全度

ランクで維持管理を行っていくかの指標となる。 

 健全度ランクと要求性能の関係を一覧にしたものが，表 4.4.1 である。 

 

常時 地震時 性能 常時 地震時 性能

Ａ
降伏応力度
を超える

降伏応力度を
超える

保持してい
ない

使用限界を
超える

使用限界
を超える

保持して
いない

Ｂ
降伏応力度
以下

降伏応力度を
超える

著しく低下
使用限界以
内

使用限界
を超える

著しく低
下

Ｃ
許容応力度
以下

降伏応力度を
超える

性能低下
使用限界以
内

使用限界
を超える

著しく低
下

Ｄ
許容応力度
以下

降伏応力度以
下

保持
使用限界以
内

使用限界
以内

保持

Ｅ
許容応力度
以下

許容応力度以
下

保持
使用限界以
内

使用限界
以内

保持

表4.4.1　健全度と要求性能の関係
健全度ラ
ンク

安全性 使用性

 

 上表をもとに各施設の管理目標を設定した。 

また，施設の特性を考慮した維持すべき要求性能，サービスレベルについて，管理目標との関係

を表 4.4.2 に示す。 

 

表 4.4.2 要求性能と管理目標の関係 

対象施設 
要求性能 

（サービスレベル） 
維持管理目標

ランク１ 

利用頻度が非常に

高い又は防災上重要

な施設 

 

・ 構造部材に腐食ひび割れを発生させ

ない 

・ 地震時の偶発荷重に対しても十分な

安全性を保持する 

（サービスレベル：高） 

健全度５ 

（５→４） 

ランク２ 

 ランクＡ，Ｃ以外

の一般的な岸壁 

・ 軽微な損傷劣化を許容する 

・ 地震時の偶発荷重に対しても安全

性を保持する 

（サービスレベル：中） 

健全度４ 

（４→３） 

ランク３ 

 防災上重要度が高

くない施設 

・ 常時状態での安全性は確保 

・ 地震時に使用できなくなる可能性

があるが，簡易な修復で機能を回復

できる 

（サービスレベル：低） 

健全度３ 

（３→２） 

 

 
4.4.2 他の自治体の検討事例 

施設の管理目標の検討にあたって，他の自治体などの検討事例等を調査したが，大半の自治
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体はこれからアセットマネジメントに取り組む状況であり，具体的な管理目標は設定されてい

ないのが現実であった。 

先行的に取り組んでいる自治体の状況は以下のとおりである。 

 

①青森県 

 道路・橋梁関連のアセットマネジメントは他の自治体に比べ，かなり先行して進めている

ようであるが，現時点ではＬＣＣ（ライフサイクルコスト）の検討が終わった段階であり，具

体的な管理目標の設定までは決まっていない。 

②静岡県 

 「土木施設長寿命化行動方針(案)」というガイドラインが作成されており，管理目標にに

ついても基本的な方針は記述されているが，個別の施設の具体的なものはない。 

③東京都（建設局） 

 昨年度からデータベース化，劣化予測，ＬＣＣの検討を進めているが，具体的な管理目標

の設定までは決まっていない。 

④島根県 

 舗装の維持管理に取り組んでおり，管理目標はＭＣＩ（管理指数）で規定。 

⑤大阪府 

 「維持管理行動計画」というアクションプログラムは作成されているが，具体的な記述は

ない。 

 

4.5 補修の要否判定および補修の実施 

 補修の要否は，点検により損傷が顕在化した場合に，表 4.3.1 に示すように健全度ランクに応じ

て補修を実施するか否かを判断している．もちろん，施設の重要度や周辺への影響なども補修実施

の判断には影響する．進行性のある損傷が発見された場合は，監督官による確認および管理者によ

る確認を行い，チェックを行っている． 

 補修を実施するとなると，事前に詳細な補修前調査を行い，補修設計を経て，補修工事の施工に

至る． 
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５．劣化予測手法の検討 
 

5.1 概要 

 沿岸構造物の維持管理を適切に行う上で，劣化予測は重要な要素である．しかし，構造物の種類，

構造，劣化損傷原因，損傷の進行具合，点検データの量と質の問題など，劣化予測の精度に影響を

与える要因は様々であり，適切な劣化予測が行われているとは言い難いのが現状である． 

 では何故，劣化予測が必要になるのであろうか．実際のマネジメントの現場では，損傷が顕在化

して初めて損傷原因の究明，詳細調査，補修計画の立案を行い，次に予算確保，そして工事の実施

という流れが一般的である．この場合，損傷が顕在化しているかどうかを判断するのは，点検であ

り，劣化予測は必要ないともいえる． 

 しかし，管理施設全体のマネジメントにおける事前評価や事業計画を実施する上で劣化予測は重

要な要素である．この理由は以下のとおりである． 

 ①維持管理シナリオの選択：予防保全か事後保全かのシナリオ選択をする際，劣化予測をしない

と LCCが算出できないことによる．維持管理シナリオの選択にはサービス水準（管理水準）も関係

してくる．これまでは，事後保全が主であったが，予防保全に切り替えることで，長期の LCCが安

くなる可能性も出てくる． 

 ②前述の①とも関係するが，中長期の事業計画を立案する際，予算の話を避けてはとおれない．

いくらでも補修・改築の予算があるわけではないので，他部署や他事業との調整が必要になってく

る．この維持管理予算を算出する際，将来の状態を予測するわけであるから，当然，劣化予測が必

要になってくる． 

 一方，維持管理の現場では，実際の点検データをどのように加工して，どのような方法で劣化予

測を行うのかということは，技術者にとっても重要なことである． 

 本章では，劣化予測の方法として，数理確率モデルの中でよく用いられている２つの方法を検討

する．なぜ数理確率モデルかというと，アセットマネジメントにおける意思決定は，不確実な事象

を対象にしており，確率・統計論を基本にした確率的数理確率モデルが不可欠となるためである． 

 一つは，マルコフ連鎖モデルや状態推移過程による予測手法である．将来の状態推移を予測する

ために，最近の状態推移に関するデータを用いて，今後もその状態が継続すると仮定してシミュレ

ーションし，将来の状態を概略的に見通す方法である．マルコフ連鎖モデルは橋梁や港湾構造物な

どの劣化予測モデルとしてよく用いられている．もう一つは，ハザード・モデルあるいは寿命デー

タ分析による予測と呼ばれるもので，供用年数とその時点の状態に関するライフタイムデータを用

いて，性能限界に到達するタイミングを予測し，非線形回帰により今後の劣化曲線を見通し，余寿

命を推定する方法である． 

 本章では，ある沿岸構造物の点検データを用いて，これらの２つの劣化予測手法から，予測推計

を行う方法を示す．適切な分布予測モデルの選定方法，推計の精度を確保するためのデータセット

の数等から，予測手法の比較を行い，技術者に点検データからの劣化予測方法の具体例を示すこと

を目的とする． 

 

5.2 マルコフ状態推移モデル 

5.2.1 マルコフ過程とは 

 ここでは，マルコフ決定モデルを用いて構造物の劣化状態を推定する方法を説明する．マルコフ
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決定モデルでは，構造物の劣化過程をマルコフ過程として表現する．例として，沿岸構造物の劣化

過程を考えてみる．沿岸構造物の劣化過程と一口にいっても，沿岸構造物は取水口，取水路，放水

路，護岸，岸壁，防波堤，橋脚，桟橋など様々な対象があり，対象ごとにも様々な部材構成要素が

ある．これらの部材は材料特性や使用環境が異なることに加え，日々変動する波力などの荷重，地

震，気象や地盤などの自然条件にも影響をうけるため，それぞれの部材の劣化過程を表現すること

は難しい．個々の部材の劣化は力学的なメカニズムで生じているが，部材毎の関連や複合劣化など，

その劣化のメカニズムは非常に複雑であり，モデル化することは難しい．しかし，沿岸構造物は全

国でも多数あるポピュラーな土木構造物の一つであり，数多くの沿岸構造物の劣化過程を観察すれ

ば，そこに統計的な性質を見いだすことは容易であると考えられる．また，構造物管理者が修繕戦

略を決定する場合，個々の構造物の劣化状態を詳しく捉え，劣化過程を正確に予測するよりも，管

理する膨大な数の構造物をマクロで考え，構造物全体あるいは地域ごと，使用条件ごとなどの劣化

特性に関する統計的な性質を理解することの方が有用である場合が多い．マルコフ過程を用いれば，

構造物の劣化が時間を通じて統計的にどのように進展するのかを記述することが可能となる． 

 今，構造物の定期点検より，仮に桟橋床版の劣化状態を観測するとしよう．点検業務は，例えば

５年ごとのように，ある一定の期間ごとに行われることが多い．ここでは，時間軸上で定期点検が

実施される時点の列（回数）を n＝0,1,2,･･･と表現しよう．n=0は最初に点検を行った時点を表して

いる．また，n=Nは N+1回目の点検を実施した時点を表している．このように，劣化状態の時間的

な経過が，時間軸上の時点の系列として記述できるモデルを「離散時間モデル」と呼ぶ．次に時間

軸上の各時点における桟橋床版の劣化状態を指標 X nを用いて表現してみよう．桟橋床版の劣化状

態は様々な表現方法がある．点検は個々の部材で実施されており，例えば 5段階の判定結果で与え

られる．桟橋床版全体の健全度は例えば，ＢＨＩ（Bridge Health Index）などの指標で表現される．

この BHIは個々の部材（要素）の点検結果による健全度とその補修コストの積を総部材で総和して

求められる．部材単位の点検結果は例えば，床版が理想的な状態ならば 5段階の判定ランクの 5と

なり，状態が悪くなり，劣化が進めば判定ランクは 3あるいは 2というように小さくなる．例えば，

舗装の場合は劣化状態を MCI 指標で表すことが多いが，この MCI 指標は連続変数である．前述の

5 段階判定ランクのような離散変数は，マルコフ過程では表現が容易である．よって，以下，桟橋

床版の点検結果を表 5.2.1 に示すような離散的カテゴリで表現することを試みる．各カテゴリは時

点 nで観察された桟橋床版の劣化状態を表している．このように，対象とする施設の時点 nにおけ

る劣化状態を表す変数 Xnを状態変数と呼ぶ．図 5.2.1 に劣化進行の不確定性に関する概念図を，図

5.2.2にマルコフ連鎖の概念図を示す． 

 
表 5.2.1　観測された床版の状態

観測数
状態良い 5 5

4 10
3 5
2 4

状態悪い 1 1

状態（判定ランク）
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経過年数
1 2 ・・ｔ-1 ｔ ・・・

高いＯＫ n5 n5
Ⅳ n4 n4 現状維持(p=p41)
Ⅲ n3 n3 1rank劣化(p=p42)
Ⅱ n2 n2 2rank劣化(p=p43)

低いⅠ n1 n1

健全度レ
ベル

図 5.2.1　劣化進行の不確定性に関する概念図
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図 5.2.2 マルコフ劣化モデル（例） 
 

 

 

5.2.2 単純マルコフ連鎖 

 時点を通じて RC 床版の劣化状態がどのように変化するのかを記述することで，桟橋床版の劣化

過程を表現することができる．このような劣化過程は時点 n=0,1,2,･･･における状態変数の系列

X0,X1,･･･として表そう．この時，過去に観測された劣化状態の値（判定結果）は確定的に把握でき

るが，将来の劣化状態を確定的に記述することは困難ことが多い．実際，現在の劣化状態が正確に

観測されたとしても，次回の点検時点までに床版上を通過する交通量の変化，気象・天候条件，あ

るいは予期せぬ損傷の発生などの不確実性により，次回の点検時点における劣化状態の観測地は，

確率的に変動する可能性が高い．このような問題に対処するためには，「確率」という考え方を導入

するのが最も簡便かつ合理的な発想である．そこで，現時点から次回の点検時点までにおける劣化

状態の推移を，簡単な単純マルコフ連鎖を用いて表現することを試みる．単純マルコフ連鎖は，「あ

る時点における劣化状態への推移が 1時点前の劣化状態にのみ依存する」，と考え，2つの時点間で

の劣化状態の推移を以下で説明するような推移確率行列を用いて表現するモデルである．単純マル

コフ連鎖は，非常に単純なシステムではあるが，これまでに開発されたアセットマネジメントシス

テムにおいて幅広く用いられている． 

 

5.2.3 推移確率行列 

 今，時点 n-1 で観測された劣化状態を Xn-1=i と表そう．さらに，劣化状態が進展するにつれて，

状態変数 Xの値も大きくなるとしよう．ここで，時点 n-1で劣化状態が Xn-1=iであったものが，時

点 nにおいて劣化状態 Xn=jに推移する確率を pijにより表現する．すなわち，推移確率 pijは，時点

n-1の状態 Xn-1=iを与件として，定義される条件付き確率であり， 
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  pij=P(Xn=j | Xn-1=i),i,j∈s     (5.2.1) 

と定義される．このような状態 i から状態 j へ推移する確率 pijを推移確率と呼ぶ．劣化の状態を表

す状態の数が全部で K個存在するとすれば，時点 n-1から時点 nまでの間で生起する劣化状態の推

移のパターンは総計 K×K 個存在する．そこで，これらをまとめて次のように行列表記することに

する． 

 

  

p11 p 12 ･･･ p 1K
p 21 p 22 ･･･ p 2K
･

･

･

･

･

･

･

･

･

･

･

･

p K1 p K2 ･･･ p KK

P= (5.2.2)

 
となる．このような確率行列を推移確率行列と呼ぶ． 

 

5.2.4 推移確率行列の作成 

 マルコフ連鎖を考える上で，推移確率行列を作成することは最も重要な作業の一つである．ここ

では，具体的な例題を用いて推移確率行列を作成してみる． 

 再度，桟橋床版の劣化過程を取り上げる．桟橋床版の劣化水準を表 5.2.1に示したように，「ラン

ク５（最良）」から「ランク１（最悪）」という５つの状態変数で表現しよう．いま，1 期前の点検

における劣化状態の判定ランクが，表 5.2.2 に示すように得られたとする．次に，新しく点検を行

い表 5.2.3 に示すような判定結果が得られたとする．ただし，前回の点検から今回の点検の間に，

桟橋床版の補修・修繕は全く行われていないものとする．しかし，劣化過程をマルコフ連鎖を用い

て表現するためには，「どのようにして 1期前の状態から現在の状態に変化したのか」を知る必要が

ある．これをまとめたものが表 5.2.4である．また，それらを時系列で表したものが図 5.2.3である，

この表の右端にある「行の合計」の欄は，「1 期前の状態が i であったものの合計」を表しており，

表 5.2.2に示す数字に一致している．いま，表 5.2.4の各数字を行の合計値で割ってみよう．その結

果，表 5.2.5を得ることができる．表 5.2.5に示す行列の各要素は 1時点前に劣化状態が iであった

ものが，今回の点検において状態 j へ変化した相対頻度を表している．このように算定した相対頻

度を用いて推移確率を表現してみよう．さらに，表 5.2.5 に示す推移確率に従って，今期の劣化の

状態が次の期の状態に変化すると考える．推移確率行列を用いることで，今期の構造物の劣化状態

が把握できれば，推移確率行列（表 5.2.5）を用いて，次期の劣化状態の確率分布を容易に予測する

ことができる． 

 
表 5.2.2　観測された床版の状態（１期前）

判定ランク 観測数
5 15
4 10
3 5
2 4
1 1

    

表 5.2.3　観測された床版の状態（今期）
判定ランク 観測数

5 6
4 12
3 7
2 6
1 4
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表 5.2.4　観測された床版の状態（１期前から今期への推移）
判定ランク 5 4 3 2 1 計

5 6 5 2 1 1 15
4 0 7 1 1 1 10
3 0 0 4 1 0 5
2 0 0 0 3 1 4
1 0 0 0 0 1 1
計 6 12 7 6 4 35

 
 

表 5.2.5　推移確率行列
状態 5 4 3 2 1
5 6/15 5/15 2/15 1/15 1/15
4 0 7/10 1/10 1/10 1/10
3 0 0 4/5 1/5 0
2 0 0 0 3/4 1/4
1 0 0 0 0 1

 
 

 このようにマルコフ連鎖モデルは，構造物の劣化過程をモデル化しているが，構造物に対して維

持補修や修繕を施工すれば，構造物の劣化状態をよりよい状態に改善することができる．このよう

なマルコフ連鎖モデルの拡張については次節で説明する． 

 ただし，本節で説明した推移確率を求める方法は，非常に簡便な方法であり，直感的に理解しや

すいが，いくつかの問題を抱えている．現実の点検業務においては，同じ構造物であっても違った

人間が点検することの方が多い．また，異なった劣化箇所に注視して，劣化状態を判定している可

能性もある．このため点検データとして得られた情報には多くの観測誤差が含まれている．２つの

点検時点の間で，維持補修や修繕を実施しない限り，構造物の劣化は必ず進展する．しかし，現実

に得られた点検データの中には，「修繕を実施しないにも関わらず，前回の点検結果より劣化状態が

よくなっている」というような矛盾した観測結果が得られていることが少なくない．このような場

合，点検データが間違っていると考え，せっかく得られたデータを無効として取り扱ってしまうこ

ともあろう．しかし，観測誤差が原因となって論理的におかしい点検データが得られたのであれば，

一見論理的に誤っていないデータの中にも多くの観測誤差が含まれていると考えるのが妥当であろ

う．このように，点検データに基づいて推移確率行列を求めるためには，観測誤差の存在を明示的

に考えたような推計方法の開発が不可欠と考える． 

 

5.2.5 状態確率分布 

 再度，単純マルコフ連鎖について考えてみよう．いま，n時点の状態が Xn=iであるとする．例え

ば，初期時点 n=0において，時点 n=n'における構造物の劣化状態を確定的に予測できず，ある確率

分布に従って分布していると考えることができよう．そこで，時点 n'における劣化状態が Xn'=i と

なる確率を pin'=P[Xn'=i]と表現することにしよう．観測されうる劣化の状態 iは K個だけ存在するの

で，時点 n'における劣化状態の確率分布を K 次元の行ベクトル p(n)=（p1n,p2n,･･･,pKn）を用いて表

現することができる．このような行ベクトルを時点 nにおける状態確率分布と呼ぶこととする． 

 さて，「時点 n+1 で劣化状態が Xn+1=i」となる確率を求める方法を考えよう．まず，２つの時点

間の状態の推移に着目しよう．時点 nで状態 Xnが iであり，かつ，時点 n+1で状態 Xn+1が jとなる

確率は， 

  pij=P(Xn+1=j | Xn=i),i,j∈s     (5.2.3) 
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という条件付き確率で表現することができる．時点 n+1 において，状態 Xn+1が=j となる確率は，

時点 nにおいて状態 Xnが=iとなる確率 pinと時点 nで状態 Xnが=iであり，かつ時点 n+1で状態 Xn+1

が=jとなる確率 pijの合成として求めることができる．すなわち， 

  pin jn+1=P(Xn=i)P(Xn+1=j | Xn=i)=pin pij   (5.2.4) 

が成立する．また，互いの事象が発生するのは排反であるから， 

  p jn+1=P(Xn+1=j)=Σpin pij     (5.2.5) 

となる．以上の関係をまとめると次式が成立する． 

  （p1n+1,p2n+1,･･･,pKn+1）= 

 

  

p 11 p 12 ･･･ p 1K
p 21 p 22 ･･･ p 2K
･

･

･

･

･

･

･

･

･

･

･

･

p K1 p K2 ･･･ p KK

（p 1n ,p 2n ,･･･,p Kn）

  (5.2.6) 

である．あるいは，行列・ベクトルを用いて 

  P(n+1)=p(n)P      (5.2.7) 

と表すことができる．以上の関係が任意の時点 nに対して成立していることに着目しよう．上式を

逐次展開することにより， 

  P(n+1)=p(n)P=[p(n-1)P}P 

  =･･･=p(0)[P}n+1      (5.2.8) 

と表すことができる．すなわち，ゼロ地点（評価開始時点）での状態確率分布 p(0)が規定されれば，

その分布パターンと推移確率行列 Pのべき乗を用いて任意の時点における劣化状態の確率分布を求

めることができる． 

 同じように，推移確率行列 Pを用いることにより，任意の時点間における劣化状態の推移パター

ンを求めることもできる．時点 n における状態が Xn=i であり，この状態から m 期間を経過した後

に状態が jに推移する確率を pij
(m)と表そう．確率 pij

(m)を状態 iから jへの m次推移確率と呼ぶ．推

移確率 pij
(m)を行列を用いて 

 

p 11 p 12 ･･･ p 1K
p 21 p 22 ･･･ p 2K
･

･

･

･

･

･

･

･

･

･

･

･

p K1 p K2 ･･･ p KK

P (m) =

(m) (m) (m)

(m) (m) (m)

(m) (m) (m)
   (5.2.9) 

と表そう．行列 P(m)を m次推移確率行列と呼ぶ．さらに，m次推移確率行列 P(m)には， 

 Pm= P(m-1) P= P(m-2) P(2)=･･･= P･P(m-1)     (5.2.10) 

という関係が成立する．これは，一般に Chapman-Kolmogorov の式として知られている関係式であ

る． 

【Chapman-Kolmogorovの式】 

 
pij    ＝ Σp il   p lj
(m1+m2) (m1) (m2)

l=1

K

   (5.2.11) 

以上のように，推移確率行列がわかっていれば，どのような時点間の推移確率でも容易に求めるこ

とができる． 
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5.3 ハザードモデル 

  

5.3.1 ハザードモデルによる港湾構造物の劣化予測 

一般に，コンクリート構造物の劣化予測では，潜在期，進展期，加速期，劣化期の順に劣化進行

し，性能低下のハザードが逓増していくと考えられる。一方，機械や設備の故障においては，開始

時期，平常時期，老朽時期の３つの時期で故障のハザード形状が変化し，バスタブ形状が典型的で

あると考えられる。 

港湾構造物が供用開始後に，比較的安定した状態が当分の間，継続することが仮定する場合，定

常状態を前提とした状態推移モデルを活用し，今後の状態推移を見通すことができる。しかし，供

用年数の経緯に応じて，構造物の性能低下や機械設備の故障発生に関する危険性と不確実性が高ま

っている状況では，経過年数を明示的に考慮した構造物の寿命を予測する手法が求められる。 

たとえば，予期せぬ施工不良を潜在し劣化速度が相対的に早いケース，特定の過渡期から劣化進

行が加速するケース，老朽化にともない構造物の性能限界に近づくケース，めったに起こらない故

障が突発的に顕在化するケースなどが考えられる。港湾構造物の管理者が維持管理する対象構造物

において，どのようなハザードの形状になっているかをできるだけ正確に認識する必要がある。 

このような性能低下や故障のハザードを港湾構造物の管理者が常に容易に認識できるとは限らな

い。とくに１０年から５０年の長期間において，港湾構造物の管理者が劣化進行を見通して余寿命

を予測し，故障発生の異常を検知するためには，対象構造物の点検結果やモニタリングの情報を反

映した予測手法が必要となる。 

横軸に供用年数をとり，縦軸に点検結果の健全度ランクなどの離散データや詳細点検により計測

した連続値データをとってプロットして，通常最小自乗法による回帰分析を用いて，劣化速度を直

接捉えようとしてもうまくいかない。供用年数と劣化の程度の関係において，その誤差項の確率分

布が通常最小自乗法の前提である正規分布の仮定にフィットしないからである。 

この問題を解消する手法として，点検した時点で，性能低下や故障が発生した状態か，そうでな

い状態かのいずれかの状態が発生することを確率的に表現した尤度関数を設定し，対象構造物にフ

ィットする確率分布を推定する最尤法がある。とりわけ，２つのパラメータによるワイブル分布は，

関数形が簡素で尤度関数の最大化に関する数値計算が比較的容易であり，劣化進行の程度（定数）

とハザード形状に関して，対象構造物に照合して適するパラメータを選択することが可能である。

ワイブル分布に特定化したハザードモデルはワイブル・ハザードモデルと呼ばれることがある。 

２つのパラメータによる標準的なワイブル分布を特定すると，性能低下のハザード形状として，

３通りを表現することが可能である。すなわち，経年変化に関係なくハザード一定の形状（指数分

布に一致），供用年数の経過にともないハザードが減少する劣化減速の形状，供用年数の蓄積にとも

なってハザードが増加する劣化加速の形状である。港湾構造物のハザード形状がどの形状にフィッ

トするかどうかは，恣意的に仮定することなく，進行形状パラメータの推定を通じて最適な形状を

選択することが可能である。 

この標準的なワイブル分布のハザードモデルは，簡素な関数形であるため，単調なハザード形状

を表現できる範囲に限定して汎用的である。港湾構造物において，建設初期の施工不良が潜在して

いるかどうかの検査，比較的安定した供用段階に維持補修のタイミングを図るためのモニタリング，

性能向上や老朽化による大規模修繕の時期を判断する重点監視など，あるライフサイクルの時期に
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限定して劣化予測する場合に有用であると考えられる。現在，港湾構造物において点検やモニタリ

ングの情報の蓄積が進みつつある所であり，この状況で用途に耐えると考えられる。 

一般に，機械や設備において，供用の開始期に故障のハザードが高く，それが徐々に減少し，あ

る時期にハザードが一定の水準に安定し，さらに老朽化してある時期から故障のハザードが増加す

ると言われる。このようなバスタブ型のハザード形状を包括的に分析するには，非単調なハザード

形状を表現できるモデルに拡張する必要がある。港湾構造物において１０～１５年程度の耐用年数

が想定された設備を対象に，供用開始の時期から老朽化した取り替えの時期まで，点検やモニタリ

ングの情報が蓄積された状況では，ライフサイクル全体に渡った包括的な劣化予測が課題となる。 

このようなライフサイクル全体の包括的な劣化予測の手法としては，標準的なワイブル分布を拡

張し，修正パラメータを付加した修正ワイブル分布を特定することにより，バスタブ型のハザード

形状を表現することが可能となる。対照的に，ある時期にハザードのピークが生じるアップサイド

ダウン型のハザード形状を表現する際には，累乗パラメータを付加した累乗ワイブル分布を特定す

ることによって表現可能である。ただし，標準的なワイブル分布よりもパラメータが１つ増えるた

め，関数形もより複雑となり，数式展開の精査や効率的な数値計算において工夫が課題となる。 

ハザードモデルは，港湾構造物の管理者にとって，認識が容易でない性能低下のハザードや故障

発生の危険について，対象構造物の劣化における構造特性や進行形状のパラメータを計量化すると

ともに，寿命縮小を表す寿命関数や余寿命の目安となる寿命分位置のサマリー統計を表現して余寿

命を視覚化しようとする際に有用である。 

本研究では，国内の港湾構造物を対象に，劣化予測を行うためにハザードモデルを応用する。対

象とする港湾構造物の種類は，護岸，岸壁，取水設備，放水路とする。構造物部材は，コンクリー

ト部材と鋼材とする。各部材の損傷の種類は，ひび割れや腐食などの劣化進行する損傷，亀裂や段

差などの突発的に生じる損傷とする。ただし，突発的な損傷は，めったに起こらないデータ数の少

なさから，分析結果が安定せず，データ蓄積に時間を要する場合がある。データの種類は，劣化の

程度を健全度ランクとして評価した離散型のデータ値，劣化の範囲を対象に面積や段差の高さ等を

数量測定した連続型のデータ値について双方を活用する。点検期間は，平成１４年から平成１８年

までの５年間である。それ以前に損傷を発見した履歴の蓄積がある。以上のような対象とするデー

タをできるだけ活用し，港湾構造物の劣化予測を行う手法の開発を進めることとする。 

 

5.3.2 ハザードモデルによる劣化予測の手法 

１９７０年代より医療統計において寿命予測モデルの開発が進展し，３０年以上にわたり実証

の蓄積がみられた。土木分野においても，舗装をはじめ，トンネル照明設備や橋梁の主部材など

道路施設を中心に実証結果の蓄積がみられ始めている。特に，ワイブル分布を仮定した寿命関数

は，シンプルで数値計算が比較的容易であり，構造特性に加えて性能低下のハザード形状を同時

に推定することが可能である点で実用的である。さらに，リスク一定，リスク逓増，リスク逓減

という３つの形状を恣意的に仮定することなく，ハザード形状パラメータの推定結果を通じて選

択的に性能低下リスクを特定できる点で応用が利くことが知られている。後に，性能低下リスク

と性能維持確率の関数形について，様々なタイプを比較し，ワイブル分布が汎用的であることを

紹介する。 
寿命データ分析には，①パラメトリックな寿命予測，②ノンパラメトリックな寿命予測，③ベ

イズ更新の寿命予測に大きく分けられる。このなかで，パラメトリックモデルは，平均余寿命の
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予測指標を理論的に導出できる点で優れている。また，パラメトリックな寿命関数の推定値を通

じて，確率分布のパーセンタイル分位置を読みとり，劣化速度に応じた余寿命の予測値が得られ

る点で実用的である。以下では，パラメトリックな寿命予測モデリングを紹介することとする。  
構造物の性能低下の捉え方として，対象とする構造物総体の寿命をとらえるか，その一部を構

成する部材の寿命をとられるかという２つの視点がある。 各部材は，鋼材，コンクリート部材，
双方の合成部材など様々である。 
要求性能をみたしながら，構造物総体のサービス提供能力を発揮するには，構成する部材にお

いてひとつの部材でも（特に主要な部材において）耐用年数に到達すると，構造物全体の健全度

に影響を及ぼす場合がある。この際に，サービス中断や第３者の被害や管理瑕疵の問題が生じう

る。このため，主要な部材単位で寿命を予測する問題を対象とする。 
 

表 5.3.1 劣化予測用のデータセット（イメージ例示） 

構造物

番号 

性能の状態D  
１：性能低下 

０：性能維持 

ライフタイム 

供用年数T （年） 
=建設年次－現在 

構造諸元 X  
Ｃ ：材料１

ＲＣ：材料２

対策履歴 Z  
１：対策あり 

０：対策なし 

1 0 12 C 0 

2 0 25 RC 0 

3 1 36 C 1 

4 0 5.5. RC 1 

5 1 48 C 0 

6 0 17 C 0 

7 0 30 C 1 

8 1 5.5. C 0 

9 0 46 RC 1 

10 1 53 C 1 

  
 
いま，N 個のコンクリート構造物群( 1i N= , ,L )があるとしよう。i番目の構造物における特定

のコンクリート部材の寿命を考えてみよう。 対象部材の性能低下に影響を与えうる諸元データが
J 個の要素で表されるとしよう。この諸元の説明変数を 1( )i i iJX XX ′= , ,L と表そう。ここに，

ijX ： j番目の構造物の特性を表す諸元データを示す。  

時間軸は，異なる構造物を相対比較するために，構造物の供用開始年次を 0T = と基準化する。 
i番目の構造物における対象部材の性能低下を判定するために，K個の損傷項目を用いて，S年

に点検したとしよう。点検結果は，点検年次に応じて変化するため，点検データを時間に依存す

る変数と扱う必要がある。この対象部材の健全度を反映した点検データの説明変数を

1( ) ( ( ) ( ))i i iKS Y S Y SY ′= , ,L と表そう。ここに， ( )ikY S ： k番目の損傷項目による点検データを表
す。 
コンクリート部材において，中性化深さと塩化物イオン含有量など複数の尺度により，多面的

に判定する場合がある。 補修・補強の履歴は，先行的な予防措置の方が事後的な緊急対処よりも
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劣化の抑制に働く可能性がある。補修・補強のタイミングが異なると，延命の効果が異なる場合

があることが自然である。 
対象部材についてM 種の対策工法の内，どれかの補修・補強を実施した履歴がある。対策履歴

データの説明変数を 1( )i i iMZ ZZ ′= , ,L と表す。ここに， imZ ：m番目の工法による対策の履歴を
表す。  
これらの構造諸元データ 1( )i i iJX XX ′= , ,L ，対策履歴データ 1( )i i iMZ ZZ ′= , ,L をコンクリー

ト構造物の構造特性として組む込むために，推定の便宜上，対数線形和により表現する。

( 1, , )i i N= K 番目のコンクリート構造物の構造特性 iρ は次のように表される。 

                     ( )exp , 1, ,i i iX Z i Nρ α β′ ′= + = K                       (5.3.1) 

 ここで， 1( )Jα αα ′= , ,L は J 次元ベクトルの構造諸元パラメータを表し， 1( )Mβ β β ′= , ,L はM
次元ベクトルの対策履歴パラメータを表す。これらは，N 個の構造物の傾向を反映する推定値と
なる。なお，点検データは性能低下の状態指数に用いる。 
いま， i番目のコンクリート構造物が供用開始してから，T 年が経過したとしよう。構造物が

健全にサービス提供能力を発揮するために必要となる性能水準（構造物の要求性能）が与えられ

ているとする。この要求性能を上回っていれば，構造物が健全なサービス提供能力を有している。 
一方，点検した結果より要求性能を下回っていれば，構造物はサービス提供能力を失っており，

不健全な状態と判定しよう。構造物の健全度を測る尺度は，連続データでも離散データでも構わ

ない。いずれの場合も，これ以上下回るとサービスを中断せざるをえない最低限の閾値を設定し，

構造物のサービス提供能力が健全であるか，不健全であるかを判断すると仮定する。 
この時，T 年が経過した時点で，いまだ健全であるものの，近い将来に要求性能を下回るであ

ろう不確実性が残る場合がある。定期点検方式の点検によると，構造物を連続的に監視し続ける

ことは不可能である。T年に点検してもそこで一端打ち切って，次回の点検まで性能低下の情報
は得られない。点検した時点がちょうど，要求性能を下回る時点と一致する保証はない。このよ

うな供用年数T 年に点検を一端打ち切るため生じる不確実性を右側の打切り(Right Censoring)
と呼ばれる。  

 

 

図 5.3.1 年次と性能の状態（×：性能低下） 

 

点検 

× 

× 

× 

1970 1980 1990 2000 

打切り 

打切り 

点検 点検 
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図 5.3.2 新設ゼロ年に基準化したライフタイムと構造物状態 

（○：性能維持，×：性能低下） 

 
5.3.3 ハザードモデルの定式化 

いま，N 個の構造物が健全にサービス提供能力を発揮したライフタイムを確率変数と考えよう。
これらを 1( )NT T T ′= , ,% %L と表し，互いに同一で独立の確率分布にしたがうと仮定する。いま，i番
目の構造物について一端 ic 年に観測を打ち切って，寿命を推定する場面を考えよう。打ち切り時
点を 1( )Nc c c ′= , ,L と表す。 この時点で， i番目の構造物のライフタイムは iT 年であるという観
測値を確認できる。管理者が多くの構造物を抱える場合，段階的に観測して異なる年度に打ち切

る場合が想定される。実際に，３０年目の構造物だからといって，同じ年度にそのすべてを点検

できるとは限らない。このとき，構造物の観測期間において，打ち切り時点 ic とライフタイム iT%
との関係は， 1i N= , ,L について，次のように表される。  

 
,
,

i i

i i

if cT
if cT

⎧
⎪⎪
⎨
⎪
⎪⎩

>

≤

%

%

打切り後も性能維持　

打切る前に性能低下　
 (5.3.2) 

前者は，期首 0T = から打ち切り時点までの観測期間内において，健全なサービス提供能力を

発揮しており，それ以降も ic 年以上のライフタイムとなる不確実性が残っていることを意味して
いる。実際の点検や監視を打ち切った後も，さらに長持ちしうる。後者は，期首 0T = から打ち

切り時点に到達するまでのうちに ( )i icT ≤% 年次に事前にサービス提供能力が不健全な状態となっ

たことを表す。 
したがって，観測される構造物のライフタイムは， つぎのように表される。 

 min{ }ii iT cT= ,%  (5.3.3) 

このように観測期間内に構造物 iがサービス提供能力を失い，性能低下するという指標 iD を次式
で表す。  

 1{ }ii iD T T= = %  (5.3.4) 

このような i番目の構造物の性能低下の状態指数は，次のことを表している。  

 
1 , ( )
0 , ( )

ii
i

i i

if T lifetimeTD
if T c Censoring

=⎧
= ⎨ =⎩

%
 (5.3.5) 

いま， i番目の構造物が t年に性能低下が起こる確率 ( )tλ を次のように表わされる。  

× 

× 

× 

0 10 20 30 

○ 

○ 

構造物 2 

構造物 1 

構造物 3 

構造物 4 

構造物 5 
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0

Pr( )( ) lim i i

t

t T t t t Tt
t

λ
∆ →

≤ < + ∆ | ≤
=

∆
 (5.3.6) 

これは， log ( )d S t dt− / に等しい。さらに， i番目の構造物のライフタイム iT が t年をこえてサー
ビス提供能力を発揮する寿命関数 ( )S t は次のように表される。  

 ( ) Pr( )iS t t T= <  (5.3.7) 

この寿命関数を１から除いたものが通常の累積確率分布 ( ) 1 ( )F t S t= − となる。寿命関数は，通

常の累積確率分布の反対側の面積を表す。この密度関数 ( )f t は微分して，寿命関数を用いて
( ) ( )f t dS t dt= − / と表される。 このとき，性能低下のハザードは，  

 
log ( ) ( ) ( )( )

( ) ( )
d S t dS t dt f tt

dt S t S t
λ /

= − = − =  (5.3.8) 

よって， ( ) ( ) ( )f t t S tλ= と表される。ここで，累積の性能低下確率 ( )tΛ を次式で表される。  

 
0

( ) ( )
t

t u duλΛ = ∫  (5.3.9) 

また，寿命関数と累積性能低下確率の関係は次のように表される。  
 ( ) exp( ( ))S t t= −Λ  (5.3.10) 

左側の情報が ( )v t< 以前の過去の情報が切断(Truncation)されて紛失している場合がある。この
とき，寿命関数，密度関数をそれぞれ v以降の寿命 ( )S v の条件付き確率により， ( ) ( )S t S v/ ,  

( ) ( )f t S v/ と補正をかける。このとき，性能低下のハザードは次式となり，左側の切断があって

も本質的に変わりはない。   

 
( ) ( ) ( )( )
( ) ( ) ( )

f t S v f tt
S t S v S t

λ /
= =

/
 (5.3.11) 

以下では，右側の打ち切りがある場合の劣化曲線の推定方法を定式化する。 最尤法を用いて推
定するために，尤度関数を定式化しよう 先に述べたように，i番目の構造物のライフタイムが iT%

となる確率密度関数は，次のように表される。  
 ( ) ( ) exp{ ( )}i i if T T Tλ= −Λ% % %  (5.3.12) 

いま，劣化曲線を描くために，一端， ic 年に観測を打ち切ったとしよう。もし，性能低下指標が
1iD = のとき，期間内に性能低下が顕在化し， iiT T= % となる。この場合，性能低下する供用年数

（ライフタイム）が iT となる確率密度関数は，次式で表される。  
 ( ) ( ) exp{ ( )}i i if T T Tλ= −Λ  (5.3.13) 

一方，性能低下指標が 0iD = のとき，性能低下が起こっておらず将来の寿命が残っており， i iT c=
となる。この場合， ic 以降も寿命が残る確率は， 次式で表される。 

 ( ) exp{ ( )}i iS T T= −Λ  (5.3.14) 

観測したデータにおいては，この２つのうち，いずれかが起こりうる。性能低下のハザードは，

1iD = の場合は必要となり， 0iD = の場合は不要である。指数の項は共通に必要となる。したが

って，これらを性能低下指標を用いて，１本化して表現すると， i番目の構造物の尤度は，
1i N= , ,L について，次式で表される。  

 ( ) exp{ ( )}iD
i i iT Tλ= −Λl  (5.3.15) 

このように寿命データ分析においては， i番目の構造物の尤度を性能低下のハザードとその累積
確率により表現することが可能である。  
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したがって， N 個のコンクリート構造物に関する尤度関数は，次のように表される。  

 
1

( ) exp{ ( )}i

N
D

i i
i

L T Tλ
=

= −Λ∏  (5.3.16) 

5.3.4 ハザードモデルにおける平均余寿命 

最尤法により性能低下確率 ( )tλ を推定することができ，それを用いて寿命関数 ( )S t も推定でき
る。寿命データ分析では，この寿命関数を用いて，u年以降に予測されるライフタイムの平均値τ
として，平均余寿命モデル ( )MRL u （Mean Residual Life）を定義することが可能である。  

 ( ) ( )MRL u E u uτ τ= − | <  (5.3.17) 

ただし，τ は連続値の確率変数とする。これは， u年以降においてτ 年まで生き延びてライフタ
イムに到達した年数 uτ − の期待値を意味している。すなわち，u年以降に要求性能を下回らずに
サービス提供能力を発揮し続ける残存するライフタイムの平均値を表す。これは条件付き確率と

期待値の定義より，寿命関数と密度関数を用いて， 次式で表される。 

 
( ) ( )

( )
( )

u
t u f t dt

E u u
S u

τ τ

∞
−

− | < = ∫  (5.3.18) 

ここで， ( ) ( )f t dS t dt= − / を用いて，分子は次のように展開することができる。  

 [ ]( ) ( ) ( ) ( )
u u

t u f t dt t u dS t dt dt
∞ ∞

− = − − /∫ ∫  (5.3.19) 

 [ ] ( ( ))( ) ( )
u u

S t dtt u S t
∞∞= − −− ∫ ( ) ( ) ( ) ( ) ( )

t t u u
t u S t t u S t S t dt

∞

→∞ =
= − − − + ∫  (5.3.20) 

 ( )
u

S t dt
∞

= ∫  (5.3.21) 

ただし， t →∞の時に寿命関数 ( )S t がゼロに近づくことを用いた。したがって，コンクリート構
造物の供用年数がu年における平均余寿命は，次のように導出される。  

 
( )

( )
( )

u
S t dt

MRL u
S u

∞

= ∫  (5.3.22) 

5.3.5 ハザードモデルにおける確率分布とハザード形状 

港湾構造物を対象に，ハザード形状を特定するには，供用年数 tの経過にともない，性能低下
のハザードがどのように変動するかの仮説を設定する必要がある。具体的に，経過年数 tにおけ
る性能低下のハザードを表現する関数 ( )tλ と，t年以降も継続して要求性能が維持される確率（生
存率関数） ( )S t を作業仮説として設定し，その構造物のデータセットを用いて，ハザードの形状
を推定することが課題となる。つぎの表に紹介するように，パラメトリックな関数形は様々なタ

イプが使用されている。 
 (1)時間に無関係に性能低下のリスクが一定であるハザード形状 

性能低下のハザードを指数型に特定化したモデルは，最も容易に尤度関数の導出とパラメータ

推定の数値計算が可能である。しかし，性能低下のハザードが時間に関して一定である仮説は，

強い仮定を前提にしており，この特殊な条件設定は対象のコンクリート構造物に適用できるとは

限らない。 
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表 5.3.2 性能低下のハザードと性能維持確率の関数形（リスク一定型） 

確率分布の関数形 経過年数 tにおける性能低下の 
ハザード ( )tλ  

t年以降も継続して要求性能が
維持される確率 ( )S t  

指数分布 

Exponential 0, 0tρ > ≥  

ρ  
( )exp tρ−  

 

 (2)経過年数に関して性能低下のリスクが逓減するハザード形状 

性能低下のハザードは，ライフサイクルの初期段階に高く，時間の経過とともに，そのリスク

が逓減していく状況において，パレート分布を適用することが可能である。 
 

表 5.3.3 性能低下のハザードと性能維持確率の関数形（リスク逓減型） 

確率分布の関数形 経過年数 tにおける性能低下の 
ハザード ( )tλ  

t年以降も継続して要求性能が 
維持される確率 ( )S t  

パレート分布  Pareto 

, 0, tθ ρ ρ> ≥  t
θ

 
t

θ

θ

ρ
 

 

 

図 5.3.3 供用年数と性能低下のハザード（パレート分布） 

 
 (3)経過年数に関して性能低下のリスクが逓増するハザード形状 

性能低下のハザードがライフサイクルの前半にほとんど見られないが，その後半に時間の経過

とともに，性能低下のハザードが加速して逓増する状況で，ゴンペルツ分布の適用が可能である。 
 

表 5.3.4 性能低下のハザードと性能維持確率の関数形（リスク逓増型） 

確率分布の関数形 経過年数 tにおける性能低下の 
ハザード ( )tλ  

t年以降も継続して要求性能が維持 
される確率 ( )S t  

ゴンペルツ分布 

Gompertz , 0, 0tκ ρ > ≥  

exp( )tρ κ  
( ){ }exp 1 exp tρ κ

κ
⎡ ⎤−⎢ ⎥⎣ ⎦
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図 5.3.4 供用年数と性能低下のハザード（ゴンペルツ分布） 

 
 (4)性能低下のリスクが逓増してピークを迎えて逓減するハザード形状 

性能低下のハザードが初期に低いが，供用途中段階においてある特定の時期に性能低下のハザ

ードがピークとして現れて，その後に時間の経過とともに性能低下リスクが逓減していく状況に

おいて，対数ロジスティック分布の適用が可能である。 
 

表 5.3.5 性能低下のハザードと性能維持確率の関数形（ピーク・リスク型） 

確率分布の関数形 経過年数 tにおける性能低下の
ハザード ( )tλ  

t年以降も継続して要求性能 
が維持される確率 ( )S t  

対数ロジスティック 

Log logistic 

, 0, 0tκ ρ > ≥  

1

1
t

t

κ

κ

κρ
ρ

−

+
 

1
1 tκρ+

 

 

 

図 5.3.5 供用年数と性能低下のハザード（対数ロジスティック分布） 

 
 (5)性能低下のリスクが一定・逓増・逓減のいずれかに近いかを柔軟に表現するハザード形状 

性能低下のハザードが一定であるケースに加えて，時間の経過とともにリスクが逓増するケー

スと，一方で時間経過にあわせてリスクが逓減するケースの３ケースのいずれかを選択的に適用

したい場合は，３ケースのハザード形状を統合的に表現することができる点で優れた累積指数分

布とワイブル分布を使用することが可能である。ワイブル分布の方がシンプルな関数形であり，

ハザード形状の表現力も相対的に豊かである点で優れている。 
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表 5.3.6 性能低下のハザードと性能維持確率の関数形（ハザード形状統合型） 

確率分布の関数形 経過年数 tにおける性能低下の 
ハザード ( )tλ  

t年以降も継続して要求性能が 
維持される確率 ( )S t  

ワイブル分布 

Weibull , 0, 0tκ ρ > ≥  

1tκκρ −  ( )exp tκρ−  

 

図 5.3.6 供用年数と性能低下のハザード（ワイブル分布） 

 

図 5.3.7 供用年数と性能低下のハザード（ワイブル分布：続き） 

 

 以上のように，ワイブル分布は，ハザード形状の表現力が豊かであり，それを適用すると，指数

型を包含し，なおかつ性能低下リスクが時間の経過とともに逓増するケース，さらに逓減するケー

スのいずれかをひとつの関数形により統合的に表現することが可能である。そして，ハザード形状

パラメータの推定結果を通じて，実状にあったハザード形状を選択的に使用することが可能である。

さらに，性能低下のハザードと性能維持確率の関数形がシンプルであり，比較的容易に尤度関数の

導出とパラメータ推定の数値計算が可能である。以下では，性能低下リスクと性能維持確率の関数

形としてワイブル分布に特定化することとする。  
 

5.3.6 ワイブル分布のハザードモデルの特定化 

いま，ライフタイムTがワイブル分布 ( )Weibull ρ κ, に従う確率変数であると仮定しよう。この

定数パラメータを 0ρ > とし，形状パラメータを 0κ > と仮定する。このとき， t年における性能
低下確率は次式で表される。  

 1( )t tκλ ρκ −=  (5.3.23) 

ここで，形状パラメータにより，到達確率は時間の変化に応じて異なる形状を表現できる。 1κ >  

のとき，性能低下確率は時間の経過に応じて逓増型の形状となり， 1κ = のとき時間と独立で一定

となり（指数型）， 1κ < のとき，時間の経過に応じて低減型の形状となる。ワイブル分布の場合
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に，累積到達確率は次式で表される。  
 ( )t tκρΛ =  (5.3.24) 

これを用いて，ワイブル型の寿命関数は次式で表される。  
 ( ) exp{ ( )} exp{ }S t t tκρ= −Λ = −  (5.3.25) 

ワイブル型に従うライフタイム確率変数の性質として，累乗したものT κ
は指数型なることがわか

っている。たとえば， q次モーメントは， [ ] (1 )q qE T qκρ κ− /= Γ + / となる。平均は次式のように

表される。  
 1[ ] (1 1 )E T κρ κ− /= Γ + /  (5.3.26) 

さらに，ワイブル型のライフタイム変数の分散は，次式で表される。  

 2 2[ ] (1 2 ) (1 1 )Var T κρ κ κ− / ⎡ ⎤
⎢ ⎥⎣ ⎦

= Γ + / −Γ + /  (5.3.27) 

このほか，ワイブル分布のライフタイム変数は，定数倍しても累乗をとってもワイブル性が保

持されるという優れた性質を有する。すなわち， 0c > を定数とするとき，T が ( )Weibull ρ κ, に

従うならば，その定数倍の cT も ( )Weibull c κρ κ− , に従う。また，その累乗の
cT も ( )Weibull cρ κ, /

に従う。さらに，M 個の互いに同一で独立の ( )Weibull ρ κ, に従うライフタイム確率変数の最小

値 1min{ }MT T, ,L の分布は， ( )Weibull M ρ κ, に従い，確率変数の最小値が安定的 (minimum 

stable)となる点で優れた性質を有する。  
さて，ライフタイム変数がワイブル分布に従う場合の尤度関数は，その到達確率と累積確率の

特定化した式を用いて次式で表される。  

 1

1

exp{ }i
N D

i i
i

L T Tκ κρκ ρ−⎛ ⎞
⎜ ⎟
⎝ ⎠

=

= −∏  (5.3.28) 

両辺において対数をとると，対数尤度関数は次のように導出できる。  

 
1

log log( ) ( 1) log
N

i i i i
i

L D D T T κρκ κ ρ⎡ ⎤
⎢ ⎥⎣ ⎦

=

= + − −∑  (5.3.29) 

 

図 5.3.8 最尤パラメータの探索（例示） 

 
この対数尤度を最大化するようなハザード形状パラメータκ と構造特性パラメータ ρ を求める
には，ニュートン・ラフソン法を用いて最尤パラメータを探索することが可能である。対数尤度

関数は凹関数となり，唯一の最大値が存在する。ブロイデン法，ブレント法等の準ニュートン法

は，１階条件やヘシアン行列を導出しなくても最大化の数値解を計算できる点で実用的である。

また，生存時間分析の市販ソフトがあり，ワイブル分布，指数分布，対数正規分布，対数ロジス

ティック分布等が標準装備されている。 
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図 5.3.9 性能維持する寿命関数と性能低下の予測年次（例示） 

 
上の図のように，性能維持する寿命関数と性能低下の発生確率の曲線は，余寿命の中央値（メ

ディアン）の時点で交わる。このメディアンは平均余寿命を理論的に導出した予測値と近似する。

また，性能低下の発生確率０．２５となる予測年次(25%-quantile)は，劣化の早い構造物がいち
早く性能低下する年次を表す。一方，性能低下の発生確率０．７５となる予測年次(75%-quantile)
は，劣化の遅い構造物がライフサイクル後半まで粘って性能低下する年次を表す。 
さらに，ワイブル型のライフタイム変数の平均余寿命は，その寿命関数が ( ) exp{ }S u uκρ= − で

あることを用いて次のように表される。  

 
exp{ }

( )
exp{ }

u
t dt

MRL u
u

κ

κ

ρ

ρ

∞
−

=
−

∫
 (5.3.30) 

以下，表記の便宜上，分子の積分関数を ( , , ) exp{ }MRL u
I u t dtκρ κ ρ

∞
= −∫ とおく。 0κ > であるが，

ワイブル型の平均余寿命を算定するためには，一般に分子の数値積分が課題となる。ここで，変

換 y tκρ= を行うと
1 ( )dt t dyκ ρκ−= / であり， 0ρ > ,  0κ > より t →∞のとき， ( )y tκρ= →∞と

なる。  

 
1

( , , ) exp{ }MRL u

tI u y dy
κ

κ

ρ
ρ κ

ρκ

−∞
= −∫  (5.3.31) 

ここで，
1 1 1 1 1t yκ κ κρ− − / / −= ⋅ であるので次のように変形できる。  

 
1 1

1 1( , , ) exp{ }MRL u
I u y y dy

κ

κ
κ

ρ

ρρ κ
ρκ

− / ∞ / −= −∫  (5.3.32) 

ここで，不完全ガンマ関数 ( )zνΓ , は次のように定義される。  

 1( ) exp{ } ( 0 0)
z

z w w dw zνν ν
∞ −Γ , = − , > , >∫  (5.3.33) 

これを用いて，前述した分子は次のように表される。  

 
1 1( , , )MRLI u u
κ

κρρ κ ρ
κ κ

− / ⎛ ⎞
⎜ ⎟
⎜ ⎟
⎜ ⎟
⎝ ⎠

= Γ ,  (5.3.34) 

したがって，ワイブル型の平均余寿命は，不完全ガンマ関数を用いて次のように導出できる。  
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1 1

( )
exp( )

u
MRL u

u

κ
κ

κ

ρ ρ
κ κ

ρ

− / ⎛ ⎞
⎜ ⎟
⎜ ⎟
⎜ ⎟
⎝ ⎠

Γ ,
=

−
 (5.3.35) 

不完全ガンマ関数は，数値積分が可能であり，寿命関数の推定パラメータを用いて，ワイブル型

の平均余寿命を予測指標として算定することが可能である。 特に，経過年数がゼロ（ 0u = ）の

場合は，ワイブル型の平均余寿命は次式で表される。 

 

1

1
1 0

1(0) 0
exp(0)

MRL

κ

κ
ρ

ρκ κ
κ κ

− / ⎛ ⎞
⎜ ⎟
⎜ ⎟ − / ⎛ ⎞⎜ ⎟ ⎜ ⎟⎝ ⎠

⎜ ⎟
⎜ ⎟
⎝ ⎠

Γ ,
= = Γ ,  (5.3.36) 

(0)MRL は，対象とするコンクリート構造物群が，新設時に期待される平均余寿命を表し，実耐

用年数の予測値を意味する。供用開始後において経過年数u年の時点で期待される平均余寿命を
予測値として算定し，次のようにプロットすることが可能である。 

 

図 5.3.10 経過年数において期待される平均余寿命（例示） 
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5.4 ポアソン回帰モデル 

 

5.4.1 ポアソン回帰モデルによる港湾構造物の劣化予測 

港湾構造物において発生する損傷のうち，供用開始後に経年変化にともなって損傷が発生し，な

おかつ，劣化の程度も大きくなっていく場合は，劣化進行する傾向を劣化曲線として表現が可能と

なる。一方，建設時に潜在的に抱える軽微な施工不良や港湾構造物が置かれた局所的な環境条件に

よって，進行性は不明な突発的に発生する損傷も見られる。このような突発性の損傷に関しては，

経年変化に関係なく，その突発的な損傷の発生確率を把握することが重要な課題となる。 

本研究では，国内の港湾構造物を対象に，突発的な損傷を対象に劣化予測を行うためにポアソン

回帰モデルを応用する。突発的な損傷は劣化の程度を連続変数で数量化できる場合は少ない。この

場合，突発的な損傷の発生箇所数などを離散的なカウントデータとして把握することが有用である。

たとえば，港湾構造物に影響を与えうる損傷が突発的に顕在化した箇所数を対象とし，１箇所発生

する確率，２箇所発生する確率などを予測可能である。海水と空気の双方にふれる飛沫帯の影響な

どの劣化要因に関して，それが突発性の損傷発生確率にどの程度影響するか感度分析も可能である。

複数の劣化要因がある場合は，損傷発生確率の感度を比較することによって，劣化要因のなかで突

発性の損傷を後押しするものを抽出可能である。 

本研究で対象とする港湾構造物の種類は，護岸の鋼矢板とする。また，損傷の種類は，腐食調査

で得られた孔食深さ，その断面積を対象とする。この腐食調査は，供用開始後に３５年から４０年

経過した鋼矢板を対象に，深度別に実施された。なお，コンクリート部材の亀裂などはデータ不足

であったが，今後，十分にデータ蓄積した段階で応用が可能である。 

以上のような対象とするデータをできるだけ活用し，港湾構造物の突発性の損傷の劣化予測を行

う手法の開発を進めることとする。 

 

5.4.2 定式化，推定方法，感度分析 

 

(1)ポアソン回帰モデルの定式化 

 いま，港湾構造物において突発的な損傷発生数などのカウントデータを iY と表す。 n単位の港湾
構造物を対象とする。ここで，突発的な損傷発生数はゼロの場合も含み，２以上の複数発生する場

合も含む。損傷発生数 iY は，平均と分散が iµ を有するポアソン分布に従うと仮定する。ここで，平
均・分散パラメータは港湾構造物の損傷によって異なるため，対象とする構造物ごとに推定する必

要がある。損傷発生数は正の値をとるので 0iµ > である。損傷発生の要因となる港湾構造物の劣化

要因属性を ix と表す。劣化要因が複数 k個ある場合は， 1( ,..., )i i ikx x x ′= とベクトル表示する。この

とき，劣化要因属性 ix のもとで損傷発生数が iY となる確率は次のように表現される。 

               
exp( )Pr( | )

!

iy
i i

i i i
i

Y y
y
µ µµ −

= =  0, 0,1,2,...i iyµ > =                (5.4.1) 

ここで， i番目の港湾構造物における平均・分散 iµ は，正の値をとるので指数関数で特定化する。
また，港湾構造物における k個の劣化要因属性を考慮して次のように表現する。 

( )expi ixµ β′=                               (5.4.2) 

ここで， β は対象とする港湾構造物の平均・分散パラメータを表し， k次ベクトルである。ポアソ



 38

ン分布においては，その平均と分散が一致するので，突発的な損傷発生数の平均と分散は，次のよ

うに表現される。 

[ ]|i i iE y x µ= , [ ]|i i iVar y x µ=                       (5.4.3) 

このような平均と分散が一致する条件は，ポアソン分布を仮定したことによるものである。負の２

項分布を仮定すると，分散が平均より大きい条件を表現するモデルに拡張することが可能である。

限られたデータのもとでは，ポアソン分布を仮定する範囲の分析が適切である。 

以上のようなポアソン回帰モデルを定式化し，その平均・分散パラメータを推定し，突発的な損

傷発生数を分析することとする。 

 

(2)推定方法，尤度関数の最大化 

 対象とする n単位の港湾構造物において，突発的な損傷は相互に独立に発生すると仮定する。厳
密には，隣接する構造物の間で影響し合う複合劣化の場合があり得るが，現場の複数の港湾構造物

を対象とする場合に実際的であり，推定の便宜上，扱いやすい利点もある。このとき，対象とする

港湾構造物において，突発的な損傷が発生する事象を尤度関数により表現する。 

1

exp( )
!

iyn
i i

i i

L
y
µ µ

=

−
=∏                              (5.4.4) 

これは，n単位の港湾構造物を対象とする場合は，平均・分散 iµ のポアソン分布のもとで発生数 iy
となる確率項の n個の積となっている。対数尤度関数は，次式で表される。 

1

exp( )log log
!

iyn
i i

i i

L
y
µ µ

=

⎛ ⎞−
= ⎜ ⎟

⎝ ⎠
∑  

[ ] [ ]
1 1

log( ) log( !) exp( ) log( !)
n n

i i i i i i i i
i i

y y x y x yµ µ β β
= =

′ ′= − + − = − + −∑ ∑               (5.4.5) 

ここで，対数尤度関数を最大化するような平均・分散パラメータ β を探索する。この式は１階条件
を解析的に解くことができないため，ブロイデン法やブレント法等の準ニュートン法による数値計

算を行えば，平均・分散パラメータを求めることが可能である。 

 

(3)損傷の発生確率の期待値，劣化要因に関する損傷発生の感度分析 

 以上のようにして求めた平均・分散パラメータ β̂ を用いて，各港湾構造物の劣化要因属性を考慮

した突発的な損傷発生数の期待値は，次式によって算定することが可能である。 

[ ] ˆ| exp( ), 1,...,i i iE y x x i nβ′= =                          (5.4.6) 

また，突発的損傷発生数の期待値が劣化要因属性の変化によって，どの程度増減するかの感度分析

を行うことが可能である。 

[ ]| ˆ ˆexp( ), 1,..., ; 1,...,i i
j i

ij

E y x
x i n j k

x
β β

∂
′= = =

∂
                   (5.4.7) 
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この式は，式(5.4.6)の両辺を j番目の劣化要因属性 ijx により微分することで得られた。以上のよう

に，ポアソン回帰モデルから求めた平均・分散パラメータを活用して，突発的な損傷発生数の期待

値算定や劣化要因属性の感度分析を行うことが可能である。 
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5.5 適用例 

5.5.1 コンクリート部材 

(1) マルコフモデルの適用結果 

①対象 

 点検データからの劣化予測を行うにあたって，対象としてある管理事務所が管理する護岸のコン

クリート構造物を用いた．なお，点検結果によっては，１期前の健全度より今期の健全度の方が高

くなっている場合があるが，これは，途中で補修を行っている可能性が高いため，データからは除

外している． 
 線形回帰分析の結果，護岸のコンクリート構造物における次の４つの損傷において劣化の進行性

が認められた。 
 
ア．「クラックの長さ」 
イ．「クラックの幅」 
ウ．「段差の幅」 
エ．「開きの幅」 

 
 ここで，使用可能な数量データ数は，52～117となっている。 
 「ずれ，剥離・剥落，欠損」については，数量データ不足，劣化の進行性なし等の理由から，今

回は対象外とした。 
 また，段差の幅は，後述のハザードモデルでも述べるが，使用可能データ数が 52 と少なく，ハ
ザードモデルを適用した結果，数値計算が収束せず安定したパラメータが得られなかったので，適

用例の対象外とせざるを得なかった。よって，マルコフモデルでも対象外とした． 
 

表 5.5.1 損傷一覧 

構造物 損傷 最大データ数
分析
可能性

備考
使用可能
データ数

分析１ クラック 長さ 幅 本数 138 ○
長さ・幅は進行性あり、可能。
（※本数は進行性なし、不可）

長さ117,　幅96

分析２ ずれ 長さ － － 99 × 数量データ不足、不可。 －

分析３ 段差 幅 － － 99 ○ 進行性あり、可能。 52

分析４ 開き 幅 － － 99 ○ 進行性あり、可能。 76

分析５ 剥離・剥落 剥離範囲
寸法

（剥落体
積）

－ 97 × 数量データ不足、不可。 －

分析６ 欠損
寸法

（欠損体
積）

－ － 46 × 進行性なし、不可。 －

数量データ

護岸

 
 

 
②判定ランクと計測結果との関連 

 点検では，１つの損傷に対して，クラックの長さや幅，ずれなどを計測し，判定ランク（Ａ，Ｂ，

Ｃ，Ｄ）をつけている．判定ランクの意味は以下のとおりである． 
 Ａ：喫緊に処置対策が必要 
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 Ｂ：１年未満に処置対策が必要 
 Ｃ：３年以内に処置対策が必要 
 Ｄ：引き続き監視が必要 
 クラック長さや幅を整理するとともに，各損傷の判定ランク（Ａ，Ｂ，Ｃ，Ｄ）の推移あわせて

も整理した．しかし，全ての沿岸構造物を対象に，数年ごとの点検結果から，判定ランクが推移し

ている損傷は見受けられなかった．よって，橋梁などでよく用いられる５段階の健全度判定ランク

からマルコフ劣化予測を行うことは無理であると判断した． 
 健全度の判定は，クラックの幅や長さ（ここでは総延長）などを総合的に判断し，密度（クラッ

ク幅が大きいと判定ランクは悪くなる．あるいはクラック延長が長くなると健全度ランクは悪くな

る）が高い方が健全度ランクが悪くなるようにしている．したがって，クラック幅と長さとから判

定ランクをある程度推定できるという仮定をしている． 
 
③マルコフ状態推移モデルによる劣化予測 

 マルコフ推移確率の算出には，「新都市社会技術融合創造研究会：インフラ資産評価・管理の最適

化に関する研究プロジェクト」で開発された推移確率推計ソフトを用いた 1)．入力データは，1 期

前点検の健全度，今期点検の健全度，2時点の点検間隔である．例えば，3回の点検実施年月（1993, 

1998, 2003）とそれぞれの判定ランク（5, 4, 4）から，5, 4, 5と 4, 4, 5の 2つのデータセットが得ら

れる．このソフトでは 10ランクの健全度推移を計算できるが，1が健全度ランクの最も良い状態と

設定されており（橋梁点検要領の OKに相当），実際の点検結果である 5, 4, 3, 2, 1を逆に変換して入

力データとしている． 

 推移確率の推計方法に関する詳細は参考文献 2)に記述されているので，ここでは簡単に紹介する．

以下，参考文献 3)より引用する． 

 クラックなどの劣化過程が離散的な健全度 i(i=1,･･･,K)で構成される状態空間 S={1,･･･,K}上で定

義される斉次マルコフ連鎖を用いて記述できると仮定する．時刻 tでの健全度がω(t)=iで表される

時，時刻 t+1で観測された RC床版の健全度がω(t+1)=jに推移する確率を， 

 ij])()1([Pr π｜ωω ===+ itjtob   (5.5.1) 

と表すことにする．さらに，健全度の推移確率行列を， 
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111

MOM     (5.5.2) 

と定義する．推移確率の定義より， 1
1

=∑ =

K

j ijπ が成立する． 

 マルコフ推移確率は RC 床版の劣化過程を表す多段階劣化ハザードモデルを用いて定義する．健

全度 i の寿命を確率変数 iς で表し，確率密度関数 )( iif ς ，分布関数 )( iiF ς に従うと仮定する．この

とき，対象とする RC 床版の健全度 i の状態が，初期時刻から期間 iy が経過した時刻で健全度 i+1
に推移する密度関数をハザード関数 )( ii yλ を用いて表現する．このハザード関数は，使用時間 iy ま

で健全度が iのまま継続する生存確率 )(~
ii yF を用いれば， 
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)(~

)()(
ii

iii
iii yF

yyfyy ∆
=∆λ     (5.5.3) 

と定義できる．ハザード関数 )( ii yλ は，初期時刻から使用時間 iy まで健全度 i の状態が継続したと

いう条件の下で，期間 [ ]iii yyy ∆+, 中に水準 i+1に進展する条件付き確率である．RC床版の劣化過

程がマルコフ性を満足し，ハザード関数がサンプル時間軸上の時刻 iy に依存せず，常に一定値
),,1(0 Kii ･･･=>θ をとると仮定すると， 

 iii y θλ =)(      (5.5.4) 

が成立する．指数ハザード関数を用いることにより，RC 床版の劣化過程が過去の履歴に依存しな

いというマルコフ性を表現することができる．さらに，このハザード関数を用いれば，健全度 i の

寿命が iy 以上となる確率 )(~
ii yF は， 

 )exp()(~
iiii yyF θ−=     (5.5.5) 

と表される． 
 今，ある時刻 Aτ における目視点検の結果，健全度が iであるという観測結果が得られたとしよう．
この時，サンプル時間軸上の時刻 Ay で健全度が i であったという条件の下で，さらに，時刻 Ay か

ら追加的に )0(≥iz 以上にわたって健全度 iが継続する確率 )(~
AiiAi yzyF ≥+ ζ は， 

 )(~
AiiAi yzyF ≥+ ζ  

 = }{Pr AiiAi yzyob ≥+≥ ζζ    (5.5.6) 

と定義できる．この時，確率 )(~
ii yF の定義より， 
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が成立する．すなわち，検査時刻 Ay において，健全度が iと判定され，次の検査時刻 Zyy AB += に

おいても健全度が iに判定される確率は， 

 [ ] )exp()()(Pr Ziyiyob iAB θωω −===   (5.5.8) 

と表される．ただし，Z は２つの検査時刻の間隔を表します．確率 ])()([Pr iyiyob AB == ωω はマ

ルコフ推移確率 iiπ に他ならない．指数ハザード関数を用いた場合，推移確率 iiπ はハザード率 iθ と
検査間隔 Zのみに依存し，時刻 Ay , By に関する確定的な情報を用いなくても推移確率を推計するこ
とが可能となる．津田ら 2)は，以上の議論を拡張し，指数ハザード関数を用いて，検査時刻 Ay と By
の間で，健全度が iから jに推移するマルコフ推移確率 iiπ が， 
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と導出できることを示している．また， iKπ に関しては，マルコフ推移確率の条件より， 

 ∑
−

=

−=
1

1
K

ij
ijiK ππ      (5.5.10) 

が成立する． 

 
④適用結果 

a)クラックの長さ 

 クラック長さは，５ｍをランク幅とし，以下の長さ推移図をもとにして７ランクに分けた（表

5.5.2）． 

表5.5.2　クラック長さのランク分け
ランク

0 ～ 4.99999 1
5 ～ 9.99999 2
10 ～ 14.99999 3
15 ～ 19.99999 4
20 ～ 24.99999 5
25 ～ 29.99999 6
30 ～ 7

クラック長さ(m)

 

 

図 5.5.1 クラック長さの推移  
 

 入力データの一部を表 5.5.3 に載せる．なお，このデータセットは後述のハザードモデルによる
分析と同じデータを使っている． 
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表5.5.3　入力データセットの一部（クラック長さ）
before after interval

1 3 38.58
1 3 38.58
1 3 40.58
1 3 4.25
1 3 4.25
1 2 4.25
1 3 4.25
1 2 4.25
1 2 4.25
1 2 4.25
1 2 4.25

 
 推計した結果が表 5.5.4になる．推移確率推計ソフトでは，帰無仮説 H0：βn =0（パラメータβ

n がモデルに影響しない），対立仮説 H1：βn≠0（モデルに影響する）としたときに，算出した t-

値は自由度＝サンプル数－説明変数の数－1 の t 分布に従うことから，t-検定を行っている．t 分布

表より，有意水準αの場合，t-値>t 自由度，0.025の場合に，帰無仮説が棄却され，対立仮説が有意であ

るとすることができる．よって，パラメータβn は，橋梁部材 Aの劣化速度に有意な違いをもたら

すといえる．この場合，標本数がある程度以上（n≧30）ある時は，有意水準（両側検定）5%にお

いて t分布の値が 1.96に収束するので，2.0を基準に考えることとしている 4)． 

 

健全度 劣化因子 採用・不採用 ベータ t値
1 定数項 採用 0.840465708 6.563477476
2 定数項 採用 0.035279114 5.550144142
3 定数項 採用 0.054290838 2.664071612
4 定数項 採用 0.130255986 2.061925684
5 定数項 採用 0.153469166 2.016687517
6 定数項 採用 0.163683606 1.993956761
7 定数項 採用 0.047333409 0.974882112

表5.5.4　推計結果（クラック長さ）

 

 以下，クラック長さにおけるマルコフ連鎖モデルによる状態推移確率を表 5.5.5に，今後 50年の

各ランクの状態推移を図 5.5.2に示す． 

 

健全度 1 2 3 4 5 6 7 8
1 0.4315 0.5572 0.0111 0.0002 0 0 0 0
2 0 0.9653 0.0337 0.0009 0 0 0 0
3 0 0 0.9472 0.0495 0.0032 0.0002 0 0
4 0 0 0 0.8779 0.113 0.0086 0.0005 0
5 0 0 0 0 0.8577 0.131 0.0111 0.0002
6 0 0 0 0 0 0.849 0.1474 0.0036
7 0 0 0 0 0 0 0.9538 0.0462
8 0 0 0 0 0 0 0 1

表5.5.5　状態推移確率（クラック長さ）
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図 5.5.2 状態推移（クラック長さ） 

 
 ここで，点検データからの健全度は 1から 7までの 7種類であるが，状態推移確率を算出すると
8 ランクになる（表 5.5.5 参照）．この理由は，健全度 1～7 までのハザードモデルを推計するよう
な設定となっているためで，つまり，ランク 3から 4に落ちることを前提に推計を行っているため
である．ハザードモデルの詳細は文献 2)を参照されたい．ランク７からランク８に移行する確率が
4.62%であり，点検結果が 1 から 7 の 7 種類しかなくてもランク８が発生するため，図 5.5.2 では
ランク 1～8の 8種類になる． 
 
b)クラックの幅 

 クラック幅は，２ｍｍをランク幅とし，以下のクラック幅推移図をもとにして８ランクに分けた

（表 5.5.6）． 
表5.5.6　クラック幅のランク分け

ランク
0 ～ 1.99999 1
2 ～ 3.99999 2
4 ～ 5.99999 3
6 ～ 7.99999 4
8 ～ 9.99999 5
10 ～ 11.99999 6
12 ～ 13.99999 7
14 ～ 8

クラック幅(mm)
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図 5.5.3 クラック幅の推移  

 
 入力データの一部を表 5.5.7 に載せる．なお，このデータセットは後述のハザードモデルによる
分析と同じデータを使っている． 
 

表5.5.7　入力データセットの一部（クラック幅）
before after interval

1 3 38.58
1 3 38.58
1 3 40.58
1 2 4.25
1 2 4.25
1 2 4.25
1 2 4.25
1 2 4.25
1 7 4.25
1 2 4.25
1 3 4.25
1 2 4.25

 

 推計した結果が表 5.5.8になる．t-検定はクラック長さと同じである． 

 

健全度 劣化因子 採用・不採用 ベータ t値
1 定数項 採用 0.677297112 5.804223663
2 定数項 採用 0.050441296 5.175455404
3 定数項 採用 0.040875946 3.302291441
4 定数項 採用 1.49264993 1.528388423
5 定数項 採用 0.321978438 1.551576572
6 定数項 採用 5.398480399 0.920275962
7 定数項 採用 0.596628935 2.040241423
8 定数項 採用 2.976894569 0.85761608

表5.5.8　推計結果（クラック幅）

 
 以下，クラック幅におけるマルコフ連鎖モデルによる状態推移確率を表 5.5.9に，今後 50年の各

ランクの状態推移を図 5.5.4に示す． 
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健全度 1 2 3 4 5 6 7 8 9
1 0.508 0.4785 0.0134 0.0001 0.0001 0 0 0 0
2 0 0.9508 0.0482 0.0006 0.0003 0 0 0 0
3 0 0 0.9599 0.0207 0.0172 0.0008 0.0012 0.0001 0.0001
4 0 0 0 0.2248 0.6374 0.0351 0.0852 0.0096 0.0079
5 0 0 0 0 0.7247 0.0457 0.178 0.0245 0.0271
6 0 0 0 0 0 0.0045 0.614 0.128 0.2535
7 0 0 0 0 0 0 0.5507 0.1253 0.3241
8 0 0 0 0 0 0 0 0.051 0.949
9 0 0 0 0 0 0 0 0 1

表5.5.9　状態推移確率（クラック幅）

 

図 5.5.4 状態推移（クラック幅） 

 
 
c) 開きの幅 

 開きの幅は，２０ｍｍをランク幅とし，以下のクラック幅推移図をもとにして８ランクに分けた

（表 5.5.10）．なお，この開きの原因は主に沈下である． 
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表5.5.10　開きの幅のランク分け
ランク

0 ～ 19.99999 1
20 ～ 39.99999 2
40 ～ 59.99999 3
60 ～ 79.99999 4
80 ～ 99.99999 5
100 ～ 119.9999 6
120 ～ 139.9999 7
140 ～ 8

開きの幅(mm)

 

 
図 5.5.5 開きの推移 

 
 
 入力データの一部を表 5.5.11に載せる．なお，このデータセットは後述のハザードモデルによる
分析と同じデータを使っている． 
 

表5.5.11　入力データセットの一部（開きの幅）
before after interval

1 5 22.41667
1 5 23.58333
1 5 24.66667
1 5 25.58333
1 5 26.41667
1 5 27.16667
1 5 20.25
1 3 4.25
1 3 4.166667
1 3 4.166667
1 2 5.239583

 
 推計した結果が表 5.5.12になる．t-検定はクラック長さと同じである． 
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健全度 劣化因子 採用・不採用 ベータ t値
1 定数項 採用 0.401940686 5.900564259
2 定数項 採用 0.292162361 4.435541376
3 定数項 採用 0.088483959 3.065902595
4 定数項 採用 0.358950635 1.687612428
5 定数項 採用 0.047823327 1.821954908
6 定数項 採用 0.234485102 1.32740838
7 定数項 採用 0.173236382 1.175927131
8 定数項 採用 0.108934936 0.897286753

表5.5.12　推計結果（開きの幅）

 
 以下，開きの幅におけるマルコフ連鎖モデルによる状態推移確率を表 5.5.13 に，今後 50 年の各

ランクの状態推移を図 5.5.6に示す． 

 

健全度 1 2 3 4 5 6 7 8 9
1 0.669 0.2842 0.0453 0.0013 0.0001 0 0 0 0
2 0 0.7466 0.2419 0.0101 0.0013 0 0 0 0
3 0 0 0.9153 0.071 0.0135 0.0002 0 0 0
4 0 0 0 0.6984 0.2941 0.0069 0.0005 0 0
5 0 0 0 0 0.9533 0.0416 0.0048 0.0003 0
6 0 0 0 0 0 0.791 0.1913 0.0171 0.0006
7 0 0 0 0 0 0 0.8409 0.1505 0.0086
8 0 0 0 0 0 0 0 0.8968 0.1032
9 0 0 0 0 0 0 0 0 1

表5.5.13　状態推移確率（開きの幅）

 

図 5.5.6 状態推移（開きの幅） 
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(2) ハザードモデルの適用結果 

 ・4.1 節の検討によるデータ数量と分析可能性をふまえ，本研究では，「クラックの長さ」，「クラ

ックの幅」，「段差の幅」，「開きの幅」の損傷を対象に劣化予測手法を適用することとした。 

・このなかで，段差の幅は，使用可能データ数が 52 と少なく，ハザードモデルを適用した結果，数

値計算が収束せず安定したパラメータが得られなかったので，適用例の対象外とせざるを得なか

った。 

・以下では，護岸構造物における「クラックの長さ」，「クラックの幅」，「開きの幅」の３つの損傷

を対象にハザードモデルを適用することとする。 

 

①経過年数と損傷の基礎統計 

 

ア．「クラックの長さ」 

 

表 5.5.14 クラック長さと点検時の経過年数の基礎統計 

 平均 標準偏差 最小値 最大値 中央値 

経過年数 6.5 7.5 2.1 24.7 4.1 

劣化数値 5.3 7.0 0.5 33.3 2.8 

 

 

-5 0 5 10 15 20 25 30 35

0.025

0.050

0.075

0.100

0.125

0.150

0.175

CLEN

 

図 5.5.7 クラック長さのヒストグラム 

 



 51

イ．「クラックの幅」 

 

表 5.5.15 クラックの幅と点検時の経過年数の基礎統計 

 平均 標準偏差 最小値 最大値 中央値 

経過年数 7.8 7.9 2.2 24.7 4.1 

劣化数値 2.7 3.8 0.5 15.0 1.0 
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図 5.5.8 クラックの幅のヒストグラム 

 

 

ウ．「開きの幅」 

表 5.5.16 開きの幅と点検時の経過年数の基礎統計 

 平均 標準偏差 最小値 最大値 中央値 

経過年数 7.7 7.3 2.1 24.7 6.5 

劣化数値 38.4 37.8 9.0 15.0 24.5 
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図 5.5.9 開きの幅のヒストグラム 

 

②段階的な劣化進行の閾値設定 

 

 劣化の数値データの基礎統計とヒストグラムをふまえ，ある劣化数値に到達する寿命関数を段階

的に検討するための閾値を次の表のように設定した。 

 

表 5.5.17 クラック長さの寿命関数を段階的に推定する閾値設定 

損傷 単位 劣化水準の閾値設定 備考 

クラック長さ m 1, 2, 3, 4, 5, 6 7 以上は発生数が少ない． 

 

表 5.5.18 クラック幅の寿命関数を段階的に推定する閾値設定 

損傷 単位 劣化水準の閾値設定 備考 

クラック幅 mm 0.5, 1.0, 1.5, 2.0, 2.5 3.0 以上は発生数が少ない． 

 

表 5.5.19 開き幅の寿命関数を段階的に推定する閾値設定 

損傷 単位 劣化水準の閾値設定 備考 

開き幅 mm 15, 20, 25, 30, 70, 75 10,35～65,80 以上は発生数が少ない．

 

 上記のような各劣化水準を寿命到達とする寿命関数を推定し，それを用いて寿命分位値プロット

を作成し，各劣化水準に到達する年数を見通すために使用する。 
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③対象損傷に適合するハザードモデルの分布比較 

 

表 5.5.20 クラック長さのハザードモデル誤差項分布の適用比較 

ワイブル分布 

（ハザード逓増型） 

対数ロジスティック分布 

（ハザード飽和型） 

情報量基準 

（ＢＩＣ） 

収束に要した反復回数 情報量基準 

（ＢＩＣ） 

収束に要した反復回数

96.3 30 89.0 

（◎相対的に良好） 

76 

定数パラメータのｐ値 形状パラメータのｐ値 定数パラメータのｐ値 形状パラメータのｐ値

.000*** .000*** .000*** .000*** 

補足）情報量基準は小さい値ほど，対象分布からの外れ誤差が少なく精度良好である．ｐ値はゼロ

に近いほど，パラメータの有意性が認められる．「p<.01：１％有意」，「p<.05：５％有意」，

「p<.10：１０％有意」である（以下，同様）． 

 

表 5.5.21 クラック幅のハザードモデル誤差項分布の適用比較 

ワイブル分布 

（ハザード逓増型） 

対数ロジスティック分布 

（ハザード飽和型） 

情報量基準 

（ＢＩＣ） 

収束に要した反復回数 情報量基準 

（ＢＩＣ） 

収束に要した反復回数

64.1 

（◎相対的に良好） 

103 67.6 38 

定数パラメータのｐ値 形状パラメータのｐ値 定数パラメータのｐ値 形状パラメータのｐ値

.000*** .028** .000*** .007*** 

 

表 5.5.22 開き幅のハザードモデル誤差項分布の適用比較 

ワイブル分布 

（ハザード逓増型） 

対数ロジスティック分布 

（ハザード飽和型） 

情報量基準 

（ＢＩＣ） 

収束に要した反復回数 情報量基準 

（ＢＩＣ） 

収束に要した反復回数

70.0 9 66.6 

（◎相対的に良好） 

14 

定数パラメータのｐ値 形状パラメータのｐ値 定数パラメータのｐ値 形状パラメータのｐ値

.000*** .000*** .000*** .000*** 
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④適合したモデルのハザード形状 

 

 

図 5.5.10 クラックの長さのハザード関数の形状（対数ロジスティック分布） 

 

 

 

図 5.5.11 クラックの幅のハザード関数の形状（ワイブル分布） 
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図 5.5.12 開きの幅のハザード関数の形状（対数ロジスティック分布） 
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⑤定数・ハザード形状パラメータの推定結果 

 

表 5.5.23 クラックの長さの推定結果 

閾値 

（単位：m） 

収束に要する

反復回数 

定数パラメー

タ推定値μ 

定数パラメー

タのｐ値 

形状パラメー

タ推定値σ 

形状パラメー

タのｐ値 

1m 29 1.41258 .000*** .380204 .000*** 

2m 33 1.60025 .000*** .388865 .000*** 

3m 76 2.01978 .000*** .467532 .000*** 

4m 65 2.31656 .000*** .513383 .000*** 

5m 43 2.44427 .000*** .560424 .000*** 

6m 29 2.61777 .000*** .624703 .000*** 

補足）p 値はゼロに近いほど，パラメータの有意性が認められる．「p<.01：１％有意」，「p<.05：５％

有意」，「p<.10：１０％有意」である（以下，同様）． 

 

表 5.5.24 クラックの幅の推定結果 

閾値 

（単位：mm） 

収束に要する

反復回数 

定数パラメー

タ推定値μ 

定数パラメー

タのｐ値 

形状パラメー

タ推定値σ 

形状パラメー

タのｐ値 

0.5mm 275 2.12375 .000*** .852137 .066* 

1.0mm 60 2.51324 .000*** .770252 .003*** 

1.5mm 103 2.85170 .000*** .643518 .028** 

2.0mm 161 2.88563 .000*** .624266 .034** 

2.5mm 10 3.25014 .000*** .784902 .000*** 

 

表 5.5.25 開きの幅の推定結果 

閾値 

（単位：mm） 

収束に要する

反復回数 

定数パラメー

タ推定値μ 

定数パラメー

タのｐ値 

形状パラメー

タ推定値σ 

形状パラメー

タのｐ値 

15mm 7 2.00078 .000*** .402879 .000*** 

20mm 13 2.10698 .000*** .428371 .000*** 

25mm 14 2.23758 .000*** .486825 .000*** 

30mm 16 2.80583 .000*** .614835 .000*** 

70mm 12 2.86328 .000*** .570485 .000*** 

75mm 12 3.33324 .000*** .476355 .000*** 
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⑥推定した寿命関数による寿命分位値 

 

 段階的な閾値に到達する年数を予測するため，推定した寿命関数を用いて，第１四分位値（75％

分位値），中央値（50％分位値），第３四分位値（25％分位値）を求める。 

ここで，第１四分位値とは，対象全体 100 の場合に劣化が早い方から 25 番目（遅い方から 75 番

目）に閾値に到達する経過年数を表す（早期劣化の経過年数）。 

中央値とは，対象全体 100 のうち 50 番目に閾値到達する経過年数を表す（平均寿命の経過年数）。 

第３四分位値とは，対象全体 100 の場合に劣化が早い方から 75 番目（遅い方から 25 番目）に閾

値に到達する経過年数を表す（延命化の経過年数）。 

 

表 5.5.26 クラックの長さの寿命分位値 

段階的な到達水準 

（単位：m） 

第１四分位値 

（75％分位値） 

中央値 

（50％分位値） 

第３四分位値 

（25％分位値） 

1m 2.7 年 4.1 年 6.2 年 

2m 3.2 年 4.9 年 7.5 年 

3m 4.5 年 7.5 年 12.5 年 

4m 5.7 年 10.1 年 17.8 年 

5m 6.2 年 11.5 年 21.3 年 

6m 6.8 年 13.7 年 27.2 年 

 

表 5.5.27 クラックの幅の寿命分位値 

段階的な到達水準 

（単位：mm） 

第１四分位値 

（75％分位値） 

中央値 

（50％分位値） 

第３四分位値 

（25％分位値） 

0.5mm 2.8 年 6.1 年 11.0 年 

1.0mm 4.7 年 9.3 年 15.8 年 

1.5mm 7.7 年 13.6 年 21.3 年 

2.0mm 8.2 年 14.2 年 21.9 年 

2.5mm 9.7 年 19.3 年 33.3 年 

 

表 5.5.28 開きの幅の寿命分位値 

段階的な到達水準 

（単位：mm） 

第１四分位値 

（75％分位値） 

中央値 

（50％分位値） 

第３四分位値 

（25％分位値） 

15mm 4.7 年 7.3 年 11.5 年 

20mm 5.1 年 8.2 年 13.1 年 

25mm 5.4 年 9.3 年 15.9 年 

30mm 8.4 年 16.5 年 32.5 年 

70mm 9.3 年 17.5 年 32.7 年 

75mm 16.6 年 28.0 年 47.3 年 
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⑦中央値・25％寿命分位値のプロット 

 以下では，平均寿命の経過年数，延命化の経過年数に相当する寿命分位値を用いて，各劣化水準

に到達する経過年数の分位値プロットを作成する。 

 

 

図 5.5.13 クラックの長さの寿命分位値のプロット 

 

 

 

 

図 5.5.14 クラックの幅の寿命分位値のプロット 
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図 5.5.15 開きの幅の寿命分位値のプロット 

 

 

 

⑧寿命分位値プロットを近似する劣化曲線 

 

 

図 5.5.16 クラックの長さの劣化曲線（平均寿命，中央値） 
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図 5.5.17 クラックの幅の劣化曲線（平均寿命，中央値） 

 

 

 

 

図 5.5.18 開きの幅の劣化曲線（平均寿命，中央値） 
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図 5.5.19 クラックの長さの劣化曲線（延命化，25％分位値） 

 

 

 

 

図 5.5.20 クラックの幅の劣化曲線（延命化，25％分位値） 
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図 5.5.21 開きの幅の劣化曲線（延命化，25％分位値） 

 

5.5.2 鋼部材 

  

 取水設備に属するプレートは，水に直接触れる鋼部材であり，劣化損傷は進行性の腐食である．

ここでは，このプレート鋼材を対象に，板厚測定結果をもとにして，腐食に関する劣化予測モデル

を複数検討する． 
 板厚を測定している鋼プレートにおいて，その板厚は 10mm 前後のものが多い。板厚が異なると，

腐食による減少量そのものが異なる。相互比較するために，初期板厚から点検時点までの減少率に

着目する。 

 板厚の測定結果より，板厚が厚い場合と板厚が薄い場合で，板厚が減少する速度が異なっている。

図 5.5.22 に，鋼プレートの板厚において，供用年数が長くなるにつれて，板厚の減少率がどの程度

進行するかの腐食速度を図示する。 
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図 5.5.22 板厚の減少率と供用年数（鋼プレート） 
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 本研究では，対象とする鋼プレート群における板厚サンプルの中央値 10.2mm を用いて，それよ

り大きいならば「板厚が厚いグループ」，10.2mm 未満の場合に「板厚が薄いグループ」に分類する。

なお，10.2mm は絶対的な閾値ではなく，今後，大幅に板厚の新規設計や変更が行われる場合は中央

値も再検討が課題となる。 

 

表 5.5.29 鋼プレートの板厚に関する基礎統計 

（最大，最小，中央値，平均，標準偏差） 

平均 標準偏差 最小値 最大値 中央値 

10.17 1.26 8.4 12.0 10.2 

 

 一方，対象とするデータにおいては，供用年数が１０年後，２０年後，３０年後を中心に腐食に

関する点検結果が得られる場合が多い。図 5.5.23 に，建設年次から点検年次までの供用年数のバラ

ツキを示す。 
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図 5.5.23 鋼プレートの供用年数の分布 

 

 今回の対象データでは，３０年超過した鋼プレート部材は現れていない。また，１０年未満のも

のは相対的に少ない。そこで，本業務では，板厚のライフサイクルにおいて，腐食により劣化損傷

が進行する世代のステージとして，1)１０年未満，2)１０年以上２０年未満，3)２０年以上という

３つの世代のステージに分類する。 

 以上のような鋼プレートの対象データを考察した結果から，劣化予測の基本モデルにおいては，

各部材ごとに板厚－世代の組合せによって分類し，それぞれの劣化予測を行い，余寿命や腐食のハ

ザードなどをグループ間で比較考察する。 

 

供用年数（年）

対象全体に 
占める比率（％） 
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表 5.5.30 板厚－世代の組み合わせ 

 板厚 

厚（1）・薄（0） 

ステージ２の世代 

10 年以上 20 年未満（1）

それ以外(0） 

ステージ３の世代 

20 年以上(1) 

それ以外(0) 

 

備考 

 

1 厚い板厚≧10.2mm それ以外 それ以外 10 年未満 

自然劣化 

2 厚い板厚≧10.2mm 10 年以上 20 年未満 それ以外 1 回程度の 

塗装あり 

3 厚い板厚≧10.2mm それ以外 20 年以上 2 回程度の 

塗装あり 

4 薄い板厚＜10.2mm それ以外 それ以外 10 年未満 

自然劣化 

5 薄い板厚＜10.2mm 10 年以上 20 年未満 それ以外 1 回程度の 

塗装あり 

6 薄い板厚＜10.2mm それ以外 20 年以上 2 回程度の 

塗装あり 

 
注）一般的に，塗装塗り替えを実施すると，塗り替え直後には劣化速度は緩やかになることが考え

られる．しかし，どの程度の期間で緩やかになるか，あるいは劣化速度の勾配がどう変化するのか

などは不明な点が多く，まだ確立された方法もない．塗装の状態と板厚の減少率との関係はまだよ

く把握できていないのが現状である．また，塗装の塗り替え後に板厚の減少率が緩やかになるとい

った報告も，これまでにないことから，本業務では塗装の塗り替え回数や塗装塗り替え後の劣化速

度の調整などは考慮しないこととした．これまでの工事・点検記録などから，塗装の塗り替え時期

や回数は把握できるが，この結果を劣化予測分析用データの作成には反映していない． 
 
(1)マルコフモデルの適用結果 

 これまでの検討結果をふまえて，マルコフ状態推移モデルを設定する． 
（a）条件 

・鋼プレートの板厚は 8～12mmである． 
・元板厚からの最大減少量は 0.7mmとなっている． 
・設計上 1mm の余裕を見込んであり，概ね 2mm 以上板厚が減少すると取り換えなどの処置を講
じることになる可能性が高い（許容応力度の照査を行った上）． 

・橋梁などの健全度判定で用いている５段階の判定ランクは鋼プレートの劣化予測には使えない（ラ

ンク分けとしては大きすぎるため）． 
・マルコフ状態推移は離散的な状態の推移を扱うものである． 
・寿命データ分析と同じ条件で分析を行うため，板厚減少率（％）をランク分けする．板厚の減少

量をランク分けしてから状態推移を算出しても，再度，寿命データ分析との比較のために減少量→

減少率への変換を行わなければならず，２度手間となるのを避けるため，最初から，板厚減少率を

データとして採用する． 
 
（b）劣化予測モデル 

・板厚減少率を表 5.5.31のように１０ランクにランク分けする． 
・状態推移確率算出用のデータセットは，１期前のランク，今期のランク，経過年数のセットで表



 65

現される．このデータセットを前述の表４のグループごとに状態推移確率を算出する． 
 

表5.5.31　ランク分け（状態推移確率算出用）
健全度ランク

1 0.0000 ～ 0.9999
2 1.0000 ～ 1.9999
3 2.0000 ～ 2.9999
4 3.0000 ～ 3.9999
5 4.0000 ～ 4.9999
6 5.0000 ～ 5.9999
7 6.0000 ～ 6.9999
8 7.0000 ～ 7.9999
9 8.0000 ～ 8.9999
10 9.0000 ～ 9.9999

板厚減少率(%)

 
 
(c)適用結果 

・使用ソフト：「新都市社会技術融合創造研究会：インフラ資産評価・管理の最適化に関する研究プ

ロジェクト」で開発された推移確率推計ソフトを用いる． 
・入力データは１：最も状態が良い（good）とし，数字が高くなるにしたがって，状態が悪くなる
ように置き換える（ソフトの関係）． 
・建設時点の状態は全て１（good）と仮定した． 
 
①板厚＜10.2mm かつ １０年未満（rank.1） 

健全度 劣化因子 採用・不採用 ベータ t値
1 定数項 採用 0.326616006 2.73868024
2 定数項 採用 0.145112136 2.342743762

劣化ランク数 劣化因子数 点検データ数
3 0 14

対数尤度 情報基準量AIC
-13 27  
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＜推移確率＞
健全度 1 2 3

1 0.7214 0.2583 0.0203
2 0 0.8649 0.1351
3 0 0 1
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②板厚＜10.2mm かつ １０年以上２０年未満（rank.2） 

健全度 劣化因子 採用・不採用 ベータ t値
1 定数項 採用 0.173135 7.07718
2 定数項 採用 0.13712 6.05189
3 定数項 採用 0.233338 4.38294
4 定数項 採用 0.446177 3.25852
5 定数項 採用 0.2223 3.21705
6 定数項 採用 0.08977 1.8404558

劣化ランク数 劣化因子数 点検データ数
7 0 96

対数尤度 情報基準量AIC
-191 386  

 

 
 

＜推移確率＞
健全度 1 2 3 4 5 6 7

1 0.841 0.1483 0.0099 0.0007 0.0001 0 0
2 0 0.8719 0.114 0.0122 0.0018 0.0001 0
3 0 0 0.7919 0.1664 0.0386 0.003 0.0001
4 0 0 0 0.6401 0.3201 0.0386 0.0012
5 0 0 0 0 0.8007 0.1903 0.009
6 0 0 0 0 0 0.9141 0.0859
7 0 0 0 0 0 0 1
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③板厚＜10.2mm かつ ２０年以上（rank.3） 

健全度 劣化因子 採用・不採用 ベータ t値
1 定数項 採用 0.0933346 6.9311
2 定数項 採用 0.089844 5.55457
3 定数項 採用 0.197783 3.69462
4 定数項 採用 0.235536 3.25124
5 定数項 採用 0.159463 3.197077
6 定数項 採用 0.069548 2.18474
7 定数項 採用 0.0962338 1.224645

劣化ランク数 劣化因子数 点検データ数
8 0 83

対数尤度 情報基準量AIC
-165 336  

 

 
＜状態推移確率＞
健全度 1 2 3 4 5 6 7 8

1 0.9109 0.0852 0.0037 0.0002 0 0 0 0
2 0 0.9141 0.0778 0.0075 0.0006 0 0 0
3 0 0 0.8205 0.1593 0.0191 0.001 0 0
4 0 0 0 0.7901 0.1934 0.0161 0.0004 0
5 0 0 0 0 0.8526 0.1423 0.005 0.0002
6 0 0 0 0 0 0.9328 0.064 0.0032
7 0 0 0 0 0 0 0.9083 0.0917
8 0 0 0 0 0 0 0 1
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④板厚≧10.2mm かつ １０年未満（rank.4） 

 
健全度 劣化因子 採用・不採用 ベータ t値

1 定数項 採用 0.104794152 4.59667952
2 定数項 採用 0.254655662 2.973754777
3 定数項 採用 0.18462599 2.354629815
4 定数項 採用 1.432174859 1.020656589
5 定数項 採用 1.36877068 1.010830309
6 定数項 採用 1.282125882 0.997912092
7 定数項 採用 0.234868146 1.189610484

 
 

 
＜推移確率＞
健全度 1 2 3 4 5 6 7 8

1 0.9005 0.0876 0.0111 0.0005 0.0002 0 0 0
2 0 0.7752 0.2045 0.0131 0.0052 0.0016 0.0005 0
3 0 0 0.8314 0.0877 0.051 0.0213 0.0081 0.0004
4 0 0 0 0.2388 0.3531 0.2514 0.146 0.0107
5 0 0 0 0 0.2544 0.3638 0.3472 0.0347
6 0 0 0 0 0 0.2774 0.6283 0.0942
7 0 0 0 0 0 0 0.7907 0.2093
8 0 0 0 0 0 0 0 1
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⑤板厚≧10.2mm かつ １０年以上２０年未満（rank.5） 

 
健全度 劣化因子 採用・不採用 ベータ t値

1 定数項 採用 0.10148343 8.491479382
2 定数項 採用 0.113725051 6.012586379
3 定数項 採用 0.059997723 4.035005404
4 定数項 採用 0.398030507 2.181859946
5 定数項 採用 0.342919829 2.044042102
6 定数項 採用 0.139894119 1.67629757
7 定数項 採用 0.214679508 1.084566877

 
 

 
 
＜推移確率＞
健全度 1 2 3 4 5 6 7 8

1 0.9035 0.0911 0.0053 0.0001 0 0 0 0
2 0 0.8925 0.1043 0.0028 0.0004 0 0 0
3 0 0 0.9418 0.0479 0.0092 0.0011 0 0
4 0 0 0 0.6716 0.2748 0.051 0.0024 0.0001
5 0 0 0 0 0.7097 0.2698 0.019 0.0014
6 0 0 0 0 0 0.8695 0.1172 0.0134
7 0 0 0 0 0 0 0.8068 0.1932
8 0 0 0 0 0 0 0 1
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⑥板厚≧10.2mm かつ ２０年以上（rank.6） 

健全度 劣化因子 採用・不採用 ベータ t値
1 定数項 採用 0.066392 7.027636
2 定数項 採用 0.0458996 4.81248
3 定数項 採用 0.0063058 1.39453
4 定数項 採用 0.1560735 0.78175
5 定数項 採用 0.2531289 0.804464

劣化ランク数 劣化因子数 点検データ数
6 0 79

対数尤度 情報基準量AIC
-89 181  

 
＜推移確率＞
健全度 1 2 3 4 5 6

1 0.9358 0.0628 0.0015 0 0 0
2 0 0.9551 0.0447 0.0001 0 0
3 0 0 0.9937 0.0058 0.0004 0
4 0 0 0 0.8555 0.1272 0.0173
5 0 0 0 0 0.7764 0.2236
6 0 0 0 0 0 1
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（２）ハザードモデルの適用結果 

（a）寿命データ分析による劣化予測の流れ  

 鋼プレートなどの板厚測定データを対象に，寿命データ分析の手法を用いた腐食の劣化予測に関

する流れを示す。 
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図 5.5.24 寿命データ分析と非線形回帰分析による板厚腐食の劣化予測の流れ 

 
（b）加速ハザード回帰モデル 

加速ハザード回帰モデルは，50～100程度の限られた板厚測定データを用いた場合にも，劣化予
測に適用可能である。パラメトリック・ハザードモデルは，劣化損傷のハザード形状や劣化速度を

詳細に分析可能であるが，多くの板厚測定データが蓄積された部材においてのみ適用可能となる。

1.基礎データ 
・建設年次，測定時点の年次
・初期板厚，測定時点の板厚

3.寿命データ分析（寿命関数，ハザード形状） 
・加速ハザード回帰モデルの特定化 
（ワイブル，対数ロジスティック等） 
・尤度関数の定式化，導出 
・加速パラメータの最尤推定量の推定 
（ブロイデン法等の数値計算） 

2.グルーピング（板厚タイプ） 
・初期板厚の厚さ（中央値を閾値）
・供用ステージ分割 
（10年未満，10～20，20年以上）
・閾値の設定（減少率 1～5％） 

4.板厚タイプ別の寿命分位値の算定 
・寿命関数 0.5の中央値（平均余寿命のサマリー統計） 
・寿命関数 0.4,0.6となる供用年数 

5.劣化曲線の非線形回帰分析（フィット度合い比較） 
・指数型，線形型，宮本３次多項式，２次多項式 
・予測誤差，あてはまりの比較（決定係数，情報量基準の比較） 
・有望な劣化予測式の設定（宮本３次，２次多項式等） 

6.将来の板厚減少率の劣化予測 
・予測期間の範囲設定（5～10年先）
・今後の供用年数における減少率予
測 

1’.詳細データ 
・過去の修繕対策の有無，年次 
・防食対策（塗装の実施年次，材料）

更なる基礎データ・詳細データ蓄積
・劣化曲線の見直し，対策効果の検
証 
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異なる手法を対象部材の点検データ数量に応じて，使い分けると劣化予測全体としての統一性が乏

しい問題がある。限られた点検データによっても適用可能な手法を用いれば，ほとんどすべての部

材を迅速にカバーし，劣化予測を行うことが可能となる。 
 以下では，加速ハザード回帰モデルを用いて，劣化予測の基本モデルに設定する。 
 

 

図 5.5.25 加速ハザード回帰モデルによる部材の寿命関数（イメージ） 

 

 

図 5.5.26 加速ハザード回帰モデルによる板厚の腐食ハザード関数（イメージ） 

腐食劣化が加速する 

（寿命が縮小する） 

腐食ハザードが増える 

腐食劣化の加速 
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(c) 分析のためのデータ収集 

 マルコフ劣化予測モデルおよび寿命データ分析による試算を行うためのデータセットの作成を行

う．ある程度データセットの数が揃う部材を対象に実施する． 
 

表 5.5.32 部材ごとの板厚測定データのカウント 

部材 サンプル測定点数 

鋼プレート 

（腐食環境がやや厳しい） 
1291 

 

 板厚測定データとしては，鋼プレート，主横桁において十分な蓄積が見られている。 

 本業務では，まず，腐食環境が厳しい鋼プレートを対象に，劣化予測モデルを適用し，基本

検討を行う。その結果をふまえ，主要な部材である主横桁においても，劣化予測モデルを適用

する。板厚に加えて，部材の断面積を考慮し，規模と部材の板厚によるタイプ分けした劣化曲

線のベースラインを検討することとする。 

 
(d) 適用結果 

 サンプル数は，各鋼プレートにおける板厚の測定点の総数を表す。約 100 回程度の繰り返し

計算により，尤度を最大化する推定量が得られている。 

 パラメータを推定した結果において，p 値はゼロに近いほど，そのパラメータが統計的に有

意な説明力を有するかどうかを表す。初期板厚のパラメータの符号は正であり，板厚が厚いほ

ど，鋼プレートの余寿命を拡大する方向に働いている。 

 

表 5.5.33 板厚の減少率１％到達を閾値とする加速ハザード回帰モデルの推定結果 

パラメータ 推定量 p 値 内訳 値 

定数μ 2.2077 0.00 サンプル数 424
偏差σ 0.1628 0.00 収束計算回数 115
ステージ２ 
（1: 10 年以上 20 年未満，0: それ以外）

0.6046 0.00 対数尤度 20.35

ステージ３ 
（1: 20 年以上，0: それ以外） 

1.0184 0.00 情報量基準 BIC -5.23

板厚 
（1: 10.2mm 以上，0: それ以外） 

0.0874 0.00 
寿命の拡大要因 
1/exp (-γ'ｚ) 

5.531 

 

表 5.5.34 板厚の減少率２％到達を閾値とする加速ハザード回帰モデルの推定結果 

パラメータ 推定量 p 値 内訳 値 

定数μ 2.2420 0.00 サンプル数 424
偏差σ 0.1358 0.00 収束計算回数 139

ステージ２ 
（1: 10 年以上 20 年未満，0: それ以外）

0.6247 0.00 対数尤度 -18.35

ステージ３ 
（1: 20 年以上，0: それ以外） 

1.0502 0.00 情報量基準 BIC 33.47

板厚 
（1: 10.2mm 以上，0: それ以外） 

0.1103 0.00 
寿命の拡大要因 
1/exp (-γ'ｚ) 

5.961 
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表 5.5.35 板厚の減少率３％到達を閾値とする加速ハザード回帰モデルの推定結果 

パラメータ 推定量 p 値 内訳 値 

定数μ 2.3357 0.00 サンプル数 424
偏差σ 0.1729 0.00 収束計算回数 144
ステージ２ 
（1:10 年以上 20 年未満，0: それ以外）

0.5677 0.00 対数尤度 -104.95

ステージ３ 
（1: 20 年以上，0: それ以外） 

1.0283 0.00 情報量基準 BIC 120.07

板厚 
（1: 10.2mm 以上，0: それ以外） 

0.2802 0.00 
寿命の拡大要因 
1/exp (-γ'ｚ) 

6.529 

 

 表 5.5.36 板厚の減少率４％到達を閾値とする加速ハザード回帰モデルの推定結果 

パラメータ 推定量 p 値 内訳 値 

定数μ 2.3681 0.00 サンプル数 424
偏差σ 0.1823 0.00 収束計算回数 121
ステージ２ 
（1:10 年以上 20 年未満，0: それ以外）

0.5862 0.00 対数尤度 -112.72

ステージ３ 
（1: 20 年以上，0: それ以外） 

1.0514 0.00 情報量基準 BIC 127.84

板厚 
（1: 10.2mm 以上，0: それ以外） 

0.2956 0.00 
寿命の拡大要因 
1/exp (-γ'ｚ) 

6.912 

 

 表 5.5.37 板厚の減少率５％到達を閾値とする加速ハザード回帰モデルの推定結果 

パラメータ 推定量 p 値 内訳 値 

定数μ 2.4351 0.00 サンプル数 424

偏差σ 0.1928 0.00 収束計算回数 154

ステージ２ 
（1:10 年以上 20 年未満，0: それ以外）

0.6412 0.00 対数尤度 -105.65

ステージ３ 
（1: 20 年以上，0: それ以外） 

1.0937 0.00 情報量基準 BIC 120.77

板厚 
（1: 10.2mm 以上，0: それ以外） 

0.2663 0.00 
寿命の拡大要因 
1/exp (-γ'ｚ) 

7.398 
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◆鋼プレートの板厚保タイプ別の寿命関数と腐食ハザード関数の表示 

 以下では，各組み合わせにおける板厚の腐食に関する寿命関数と腐食ハザード関数を表示した結

果を示す。 

表示１）．「１０年未満，薄い」タイプ１の板厚－世代の組合せにおける寿命関数の表示 

ア 鋼プレートにおける板厚の腐食率が１％を閾値とする場合 
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図 5.5.27 寿命関数と供用年数（腐食率１％到達） 図 5.5.28 腐食ハザード関数と供用年数（腐食率１％到達） 

 

イ 鋼プレートにおける板厚の腐食率が３％を閾値とする場合 
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図 5.5.29 寿命関数と供用年数（腐食率３％到達） 図 5.5.30 腐食ハザード関数と供用年数（腐食率３％到達） 

 

ウ 鋼プレートにおける板厚の腐食率が５％を閾値とする場合 
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図 5.5.31 寿命関数と供用年数（腐食率５％到達） 図 5.5.32 腐食ハザード関数と供用年数（腐食率５％到達） 
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表示２）．「１０年未満，厚い」タイプ２の板厚－世代の組合せにおける寿命関数の表示 

エ 鋼プレートにおける板厚の腐食率が１％を閾値とする場合 
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図 5.5.33 寿命関数と供用年数（腐食率１％到達）    図 5.5.34 腐食ハザード関数と供用年数（腐食率１％到達） 

 

オ 鋼プレートにおける板厚の腐食率が３％を閾値とする場合 
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図 5.5.35 寿命関数と供用年数（腐食率３％到達）   図 5.5.36 腐食ハザード関数と供用年数（腐食率３％到達） 

 

カ 鋼プレートにおける板厚の腐食率が５％を閾値とする場合 
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図 5.5.37 寿命関数と供用年数（腐食率５％到達）  図 5.5.38 腐食ハザード関数と供用年数（腐食率５％到達） 
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◆鋼プレートの板厚タイプ別の寿命分位値の算定 

 各板厚タイプ別に，寿命関数が 0.5 になる供用年数（中央値，メディアン）は，平均余寿命のサ

マリー統計として活用できる。また，寿命関数が 0.6 になる供用年数は中央値よりも短く，早めに

当該閾値の腐食率に到達する短命な場合の供用年数を表す。さらに，寿命関数が 0.4 にまで縮小す

る供用年数は中央値よりも長く，中央値よりも遅くまで当該閾値の腐食率に到達しないやや延命さ

れた場合の供用年数を表す。 

 以下では，各板厚タイプ別に，平均余寿命のサマリー統計である中央値と，寿命関数が 0.4 と

0.6 になる供用年数の２つの分位値をプロットする。 

  

図 5.5.39 タイプ１の寿命分位値：薄い板厚＜10.2mm，10 年未満  図 5.5.40 タイプ２の寿命分位値：厚い板厚≧10.2mm，１０年未満 

  

図 5.5.41 タイプ３の寿命分位値：薄い板厚＜10.2mm，１０年以上２０年未満  図 5.5.42 タイプ４の寿命分位値：厚い板厚≧10.2mm，１０年以上２０年未満 

  

図 5.5.43 タイプ５の寿命分位値：薄い板厚＜10.2mm，２０年以上  図 5.5.44 タイプ６の寿命分位値：厚い板厚≧10.2mm，２０年以上 
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◆鋼プレートの劣化曲線の非線形回帰分析（フィット度合い比較） 

 各板厚タイプにおける寿命分位値のプロットを良好に結ぶ劣化曲線の代案を推定し，フィットの

度合いを比較する。 
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図 5.5.46 タイプ２の劣化曲線式代案のフィット度合いの比較

：厚い板厚≧10.2mm，１０年未満 

図 5.5.45 タイプ１の劣化曲線式代案のフィット度合いの比較

：薄い板厚＜10.2mm，１０年未満 
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図 5.5.48 タイプ４の劣化曲線式代案のフィット度合いの

比較：厚い板厚≧10.2mm，１０年以上２０年未満 

図 5.5.47 タイプ３の劣化曲線式代案のフィット度合い

の比較：薄い板厚＜10.2mm，１０年以上２０年未満 
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注）一般的に，複数の劣化予測式のフィッティングを比較する場合，①決定係数と②情報量基準

（BIC）の両面から比較を行う．決定係数では，実績値と予測値の誤差の少なさを決定係数に
て表現し，決定係数の値が大きい方が誤差が少ないと判断する．情報量基準では，確率分布の

当てはまりのペナルティを BICの値で表現し，BICが小さい方がペナルティが少ないというこ
とで，確率分布の当てはまりが良いと判断する．ほとんどの場合，①と②とで結果が変わるこ

とはないが，ごくまれに少しの差で①と②で結果が逆転することはある．一つの方法で比較す

るよりも２つの方法で確認する方がより精度が高いし，他の面からの確認にもなるということ

が二つの方法（①と②）を併用する理由である． 

図 5.5.49 タイプ５の劣化曲線式代案のフィット度合いの

比較：薄い板厚＜10.2mm，２０年以上 

図 5.5.50 タイプ６の劣化曲線式代案のフィット度合いの比

較：厚い板厚≧10.2mm，２０年以上 
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◆鋼プレートの将来の板厚減少率の劣化予測 

  各板厚タイプにおける最適にあてはまる劣化曲線式を用いて，今後の供用年数における板

厚の減少率を予測する。 
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図 5.5.51 タイプ１の今後の供用年数における板厚減少率の予測 
：薄い板厚＜10.2mm，１０年未満 
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図 5.5.52 タイプ２の今後の供用年数における板厚減少率の予測 
：厚い板厚≧10.2mm，１０年未満 
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図 5.5.53 タイプ３の今後の供用年数における板厚減少率の予測 

：薄い板厚＜10.2mm，１０年以上２０年未満 
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図 5.5.54 タイプ４の今後の供用年数における板厚減少率の予測 

：厚い板厚≧10.2mm，１０年以上２０年未満 
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図 5.5.55 タイプ５の今後の供用年数における板厚減少率の予測 

：薄い板厚＜10.2mm，２０年以上 
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図 5.5.56 タイプ６の今後の供用年数における板厚減少率の予測 

：厚い板厚≧10.2mm，２０年以上 
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(3) ポアソン回帰モデルの適用結果 

・本研究で対象とする港湾構造物の種類は，護岸の鋼矢板とする。また，損傷の種類は，腐食調査

で得られた孔食深さ，その断面積を対象とする。この腐食調査は，供用開始後に３５年から４０

年経過した鋼矢板を対象に，深度別に実施された。 

・以下では，鋼矢板の「欠損断面積」，「孔食深さ」の損傷を対象にポアソン回帰モデルを適用した

事例を紹介する。３５年から４０年経過した鋼矢板において腐食調査を行ったデータ 126 サンプ

ルを使用する。 

 

①損傷の基礎統計，ヒストグラム 

 

表 5.5.38 対象損傷，深度の基礎統計 

 平均 標準偏差 最小値 最大値 中央値 

欠損断面積(mm^2) 28.0 50.8 0.0 311.6 4.0 

孔食深さ（mm） 0.74 0.95 0.00 4.00 0.20 

調査箇所の深度(m) -1.6 3.1 -10.0 1.8 -0.8 

 

 欠損断面積，孔食深さの元データは，連続数量データであるため，離散的な整数のカウントデー

タに変換して，ポアソン回帰モデルに適用する必要がある。 

本研究では，次式のように，中央値を基準にその倍数をカウントデータとして生成する。 
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このことは，損傷の大きさについて中央値を単位寸法として，段階的に損傷が拡大するリスクを捉

えることと同値である。 

 このような欠損断面積に関する中央値の倍数カウントデータのヒストグラムを示す。下図のよう

に，ほとんどの場合がゼロであるが，中央値の 50 倍超過の損傷が発生するリスクが見られる。 
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図 5.5.57 欠損断面積（中央値 4 の倍数カウント）のヒストグラム 
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 また，孔食深さに関する中央値の倍数カウントデータのヒストグラムを示す。下図のように，ほ

とんどの場合がゼロであるが，中央値の 10 倍超過の損傷が発生するリスクが見られる。 

 このように，欠損断面積，孔食深さの双方は，指数型のめったに起こらない事象となっている。

このことからポアソン分布を仮定した回帰モデルを適用することがふさわしいことが理解される。 
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図 5.5.58 孔食深さ（中央値 0.2 の倍数カウント）のヒストグラム 

 

 腐食調査を行った調査箇所の深度について，鋼矢板の劣化要因としてヒストグラムを示す。 
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図 5.5.59 調査箇所の深度のヒストグラム 

 

②ポアソン回帰モデルの推定結果 

 欠損断面積のポアソン回帰モデルを適用するにあたって，次式のように，欠損断面積の倍率

カウントの平均・分散 Dan
iµ を特定化した。 

0 1exp( ), 1,...,Dan L
i ix i nµ β β= + =  

ここで， L
ix は調査箇所の深度属性変数を表し， 0β ：定数パラメータ， 1β ：深度要因パラメー

タを表す。このように特定化したポアソン回帰モデルの推定結果を示す。 



 86

 

表 5.5.39 欠損断面積のポアソン回帰モデルの推定結果 

パラメータ 推定量 p 値 内訳 値 

定数パラメータ 0β  2.10525 0.00 サンプル数 126

深度要因パラメータ 1β  0.34928 0.00 収束計算回数 7

－ － － 対数尤度 -900.2

 

 上表のように，７回の収束計算でパラメータ推定値が得られた。定数パラメータは，対象鋼

矢板の欠損断面積の倍率カウント平均値が exp(2.10525) 8.20= であることを意味する（欠損断

面積の中央値 4×8.2＝32.8mm^2 と基礎統計とほぼ一致する）。深度要因パラメータは，正の値

であり，深度が浅い箇所ほど欠損断面積が大きくなると解釈される。 

 さらに，孔食深さのポアソン回帰モデルを適用するにあたって，次式のように，孔食深さの

倍率カウントの平均・分散 Pit
iµ を特定化した。 

0 1 2exp( ), 1,...,Pit L Dan
i i ix x i nµ β β β= + + =  

ここで， Dan
ix は孔食深さの劣化要因としての欠損断面積を表し， 2β ：欠損要因パラメータを表

す。同様に， L
ix は調査箇所の深度属性変数を表し， 0β ：定数パラメータ， 1β ：深度要因パラ

メータを表す。このように特定化したポアソン回帰モデルの推定結果を示す。 

 

表 5.5.40 孔食深さのポアソン回帰モデルの推定結果 

パラメータ 推定量 p 値 内訳 値 

定数パラメータ 0β  1.31622 0.00 サンプル数 126

深度要因パラメータ 1β  0.21552 0.00 収束計算回数 536

欠損要因パラメータ 2β  0.02076 0.00 対数尤度 -318.8

 

上表のように，５３６回の収束計算でパラメータ推定値が得られた。劣化要因変数が増えて

探索範囲が広がったため，相対的に多くの反復計算を必要としたと考えられる。定数パラメー

タは，対象鋼矢板の孔食深さの倍率カウント平均値が exp(1.31622) 3.72= であることを意味す

る（孔食深さの中央値 0.2×3.72＝0.74mm と基礎統計と一致する）。欠損要因パラメータは，正

の値をとっており，欠損断面積が大きいほど孔食深さも大きくなり貫通リスクが増加すると解

釈される。同様に，深度要因パラメータは，正の値であり，深度が浅い箇所ほど孔食深さが大

きくなると解釈される。 

 
③損傷の発生確率，劣化要因に対する損傷発生の感度分析 

 対象サンプルにおいて，深度の属性は多様に異なる。以下では，代表的な深度において，欠損断

面積の一定倍率の劣化発生確率を算定した結果を示す。 
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図 5.5.60 欠損断面積の一定倍率の劣化発生確率 

 
 上図のように，欠損断面積の中央値と同等（１倍）の劣化発生確率は，水中の深い箇所において

も発生しうることが理解できる。また，欠損断面積の中央値の５倍程度の劣化発生確率は，深度 1m
程度の箇所において発生しやすい結果となっている。さらに大きい欠損断面積の劣化発生確率は，

空気が触れる飛沫帯において発生しやすい算定結果となっている。 
 続いて，深度要因の変化に対する欠損断面積のカウント倍率の期待値の感度を示す。深度 1m付
近から欠損断面積が大きくなる傾向がやや強く（急勾配と）なっている。 
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図 5.5.61 深度要因に対する欠損断面積の期待値の感度 

 
 つぎに，対象サンプルにおいて，深度と欠損断面積の劣化要因の組み合わせは多様に異なる。以

下では，代表的な劣化要因の組み合わせとして，欠損断面積の倍率 6(すなわち，24mm^2)，およ
び欠損断面積の倍率 20 超過(すなわち，80mm^2 超過)の２つのケースにおいて，孔食深さの一定
倍率の劣化発生確率を算定した結果を示す。 
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まず，次の表に示す欠損断面積が 24mm^2 まで進展した状況において，孔食深さの一定倍率の
劣化発生確率を算定した結果を示す。 
 

表 5.5.41 深度・欠損断面積の劣化要因の組み合わせ（欠損断面積の倍率 6のケース） 

属性タイプ 深度(m) 欠損断面積(mm^2) １倍確率 ５倍確率 １０倍確率 １５倍確率 ２０倍確率

属性１ -3.4 24 0.26662 0.03773 0.00004 0.00000 0.00000
属性２ -3 24 0.24208 0.04836 0.00008 0.00000 0.00000
属性３ -2.9 24 0.23571 0.05133 0.00010 0.00000 0.00000
属性４ -1.2 24 0.12502 0.11788 0.00144 0.00000 0.00000
属性５ -1 24 0.11306 0.12666 0.00192 0.00000 0.00000
属性６ -1 24 0.11306 0.12666 0.00192 0.00000 0.00000
属性７ 0 24 0.06184 0.16405 0.00729 0.00003 0.00000
属性８ 0.8 24 0.03319 0.17546 0.01848 0.00016 0.00000
属性９ 1.4 24 0.01889 0.16753 0.03368 0.00057 0.00000
属性１０ 1.8 24 0.01231 0.15415 0.04769 0.00124 0.00001  
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図 5.5.62 孔食深さの一定倍率の劣化発生確率（欠損断面積の倍率 6のケース） 
 
 上図のように，欠損断面積が 24mm^2 進行した状況で，孔食深さの中央値と同等（１倍）の劣
化発生確率は，水中の深い箇所において発生しうる結果となっている。また，孔食深さの中央値の

５倍程度の劣化発生確率は，深度-1m 付近から発生しやすい結果となっている。さらに 10 倍以上
の孔食深さの劣化発生確率は，空気が触れる飛沫帯において発生しやすい算定結果となっている。

15倍，20倍の孔食深さの劣化発生確率は，微少な値が見られるにすぎない。 
 
また，次の表に示す欠損断面積が 80mm^2 以上にまで進展した状況において，孔食深さの一定

倍率の劣化発生確率を算定した結果を示す。 
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表 5.5.42 深度・欠損断面積の劣化要因の組み合わせ（欠損断面積の倍率 20超過ケース） 

属性タイプ 深度(m) 欠損断面積(mm^2) ５倍確率 １０倍確率 １５倍確率 ２０倍確率

属性１１ -1 80 0.17179 0.01112 0.00006 0.00000
属性１２ 0 80 0.16879 0.03210 0.00051 0.00000
属性１３ 1.4 92 0.08722 0.10239 0.01009 0.00019
属性１４ -2.9 100 0.12361 0.00174 0.00000 0.00000
属性１５ 1.2 100 0.08765 0.10208 0.00998 0.00019
属性１６ -3.4 104 0.10581 0.00096 0.00000 0.00000
属性１７ 1.2 104 0.08202 0.10597 0.01149 0.00024
属性１８ 0.7 124 0.08308 0.10524 0.01119 0.00023
属性１９ 0 128 0.11866 0.07843 0.00435 0.00005
属性２０ 1.7 136 0.02371 0.12045 0.05135 0.00424
属性２１ 0.2 144 0.08415 0.10451 0.01089 0.00022
属性２２ 1.2 216 0.00218 0.05159 0.10232 0.03931
属性２３ 1.2 256 0.00020 0.01347 0.07541 0.08180
属性２４ 1.2 312 0.00000 0.00052 0.01257 0.05830  
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図 5.5.63 孔食深さの一定倍率の劣化発生確率（欠損断面積の倍率 20超過のケース） 
 
 上図のように，欠損断面積が 80mm^2 進行した状況では，先のケースと異なり，孔食深さの中
央値の 10倍程度の劣化発生確率も大きくなっている。さらに，15倍，20倍の孔食深さの劣化発生
確率が顕在化しており，貫通リスクが大きくなっている。 
 
 続いて，欠損断面積の変化に対する孔食深さのカウント倍率の期待値の感度を示す。 
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図 5.5.64 欠損断面積の変化に対する孔食深さの期待値の感度 

 
上図のように，調査箇所によって，欠損断面積の１単位あたりの劣化進展に対する孔食深さの期

待値の感度が顕著に大きくなる箇所が見られる。最大の感度は 0.5 となっている。この場合，欠損
断面積 1単位（4mm^2）増加するとき，孔食深さ 0.5単位（0.2×0.5＝0.1mm）進行すると解釈さ
れる。 
このように，外観上の欠損断面積が拡大することをシグナルにして，孔食深さの感度を貫通リス

クとして捉えることに寄与すると考えられる。 
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5.6 劣化モデルの比較と考察 

5.6.1 コンクリート部材 

 寿命予測モデルにおいては，時間の経過と損傷進行のハザードの関係を分析できる点で寿命予測

モデルは優れているといえる．このモデルでは，構造物の部材において経過年数をライフタイム（部

材齢）として明示的に考慮している点が特徴的である．また，異なる種類の部材において，損傷進

行のハザードの大きさ，ハザードの形状を比較することによって，損傷進行の傾向を客観的に評価

することができる．また，点検データから推定した寿命関数の推移を確認することによって，損傷

進行の推移を把握することが可能となる．寿命関数の情報からは，性能維持する確率が 50%となる

中央値（メディアン）の供用年数を読みとることによって，構造物のライフサイクル費用算定にお

ける対策実施のタイミング予測値として活用することができる．ワイブル分布のモデルにおいて，

理論的に導出した平均余寿命の計算値と寿命関数から読みとったメディアンの供用年数は良好な近

似値を与えることを確認できる．寿命予測モデルの必要なデータ数について，筆者らの過去の経験

から，点検データと諸元データの統合セットが部材単位で 600～800程度あれば，ワイブル分布を仮

定した寿命予測モデルの安定した推定結果を得ることが可能である．この結果は，Tohman-Bain 検

定統計量を用いて確認することができる．すなわち，それ以上サンプルを追加しても進行形状パラ

メータの推定結果に大きな差がみられず，収束していく傾向がみられる．データがどれだけ必要か

は，一概には言えないが，できる限り，分析対象における構造物齢に特定の世代に偏りがなく，損

傷進行のレベルも損傷度ランクが低いものから高いものまで公平に含むことが安定した推定結果を

もたらすこととなる．データの質として，目視点検データであるか，器具による定量的点検データ

であるかによっても推計精度は異なってくる．そもそも，損傷の種類が異なれば，それが発生する

頻度も異なってくる．この場合，めったに起こらない損傷ほど，点検データの蓄積に時間を要する

と考えられる．まずは，発生頻度が多い損傷の種類から，新たな実証結果を精力的に産み出し，損

傷進行のハザードの知見を蓄積することが求められると考えられる． 

 マルコフ連鎖モデルでは，1 期前の点検結果のみが今回の判定に関係するとした単純マルコフ過

程を用いた．点検要領より，健全度の点検結果は 5, 4, 3, 2, 1などの離散的ランクで示されるので，

マルコフ過程は健全度ランクの推移を把握するのに適しているといえる．一方で，クラック幅やク

ラック長さなどの連続増加する量をランク分けする場合，ランクの多さが課題となるのと，ランク

分けをすることで，連続した量の特性が失われてしまうのが欠点である．状態推移確率の精度はデ

ータセットの数に影響を受ける．クラック幅のデータセットで悪い状態であるランク７のデータ数

が４しかなかったが，表 5.4.8 より t 値が 2.04 であったことから，寿命予測モデルのように数百規

模のまとまったデータ数が必要ということはなく，少ないデータセット数でも推計できるのが特徴

である．データ数が少ないランク６や８は t値は 2.0未満となっている． 

 
 以下，コンクリート部材における劣化予測として，マルコフモデルと寿命データモデルの結果を

比較する． 
 マルコフモデルの場合，推計結果が状態推移分布（割合）で表現されるため，寿命データ分析に

よる回帰式と比較するうえで，状態推移分布を式(1)により状態を表す値に置き換えた． 

 
∑
∑=

r
rs

c
・

  (1) 
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 ここに， 
 c：状態（健全度） 
 s：ランクの代表値（ランキングの平均値） 
 r：健全度の割合 
 例えば，１年後に健全度１（最良）が８０％（ランクの平均値が１），健全度２が１５％（ランク

の平均値が３），健全度３が５％（ランクの平均値が５）の場合，１年後の状態は（１＊０．８＋３

＊０．１５＋５＊０．０５）／（０．８＋０．１５＋０．０５）＝１．５となる． 
 
 以下，クラック長さ，クラック幅，開きの幅ごとに，推移図，マルコフモデルによる予測結果と

寿命データモデルによる予測結果を併記する． 
■クラック長さ 

 

図 5.5.1 クラック長さの推移  
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■クラック幅 

 
図 5.5.3 クラック幅の推移  
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■開きの幅 

図 5.5.5 開きの推移 
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 開きの幅はマルコフモデルと寿命予測モデルの推計結果は近似している．しかし，クラック幅と
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クラック長さは結果に大きな差が生じている．この理由として，推移図からわかるように，供用年

数の短い期間に大きなランクデータが生じている場合（推移図における決定係数が小さい場合）は，

マルコフモデルと寿命予測モデルの推計結果は大きな差が生じている．開きの幅のように，推移図

の決定係数が大きくなると，マルコフモデルと寿命予測モデルの推計結果はよく似てくると思われ

る．点検結果は２時点しかなく，しかも，マルコフモデルの場合は数年で大きなランクに急激に落

ちるようなデータがあるがためにマルコフモデルの劣化予測は寿命予測モデルよりも劣化速度が速

い結果になったものと考えられる．寿命予測モデルの場合はこの問題は寿命関数，適用できる確率

分布，最終的に近似式に回帰することなどで解消されると思われる．さらに，マルコフモデルの場

合はランク分けすることで中間のデータの連続量の情報が欠落してしまうことが問題点としてあげ

られる． 
 このように，劣化予測を行う場合でも，まず推移図（計測データと年数の関係）からデータの傾

向を把握し，適用できる手法を選定することが重要である． 
 
5.6.2 鋼部材 

 寿命データ分析（加速ハザードモデル）の方が，板厚のような連続したデータを扱うのに適して

いることが判明した。 

 前項にて求めた劣化予測結果の比較表を次頁に示す。 

 



 95

表5.6.1 数理確率モデルによる劣化予測比較表 

 寿命データ分析（加速ハザードモデル） マルコフ状態推移モデル 
グルーピング 供用年数10年未満 供用年数10～20年 供用年数20年以上 供用年数10年未満 供用年数10～20年 供用年数20年以上 

板厚

10.2mm
未満 

 
（上段：

予測値，

下段：点

検実績） 

0

2

4

6

8

10

12

14

5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15

板
厚
の
減
少
率
（
％
）

供用年数（年）

スキンプレート板厚タイプ１：薄い、１０年未満

寿命予測値（40,50,60％分位置）

劣化曲線（宮本３次多項式）

劣化曲線（２次多項式）

 
 

板厚10.2mm未満かつ10年未満

y = 0.2139x

R2 = 0

0

2

4

6

8

10

12

14

0 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15

供用年数（年）

板
厚
減
少
率
(%
)

 

0

2

4

6

8

10

12

14

10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23 24 25

板
厚
の
減
少
率
（
％
）

供用年数（年）

スキンプレート板厚タイプ３：薄い、１０年以上２０年未満

寿命予測値（40,50,60％分位置）

劣化曲線（宮本３次多項式）

劣化曲線（２次多項式）

 

板厚10.2mm未満かつ10年以上20年未満

y = 0.194x

R2 = -0.2523

0

2

4

6

8

10

12

14

0 5 10 15 20 25

供用年数（年）

減
少
率
（
％
）

 

0

2

4

6

8

10

12

14

20 21 22 23 24 25 26 27 28 29 30 31 32 33 34 35 36 37 38 39 40

板
厚
の
減
少
率
（
％
）

供用年数（年）

スキンプレート板厚タイプ５：薄い、２０年以上

寿命予測値（40,50,60％分位置）

劣化曲線（宮本３次多項式）

劣化曲線（２次多項式）

 
板厚10.2mm未満かつ20年以上

y = 0.128x

R2 = -0.0576

0

2

4

6

8

10

12

14

0 5 10 15 20 25 30 35 40

供用年数(年)

板
厚
減
少
率
(
%
)

10.2mm未満かつ10年未満

0

2

4

6

8

10

12

14

0 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15
年数（年）

板
厚
減
少
率
(
%
)
　
－
平
均
値

板厚10.2mm未満かつ10年未満

y = 0.2139x

R2 = 0

0

2

4

6

8

10

12

14

0 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15

供用年数（年）

板
厚
減
少
率
(%
)

 

10.2mm未満かつ10～20年

0

2

4

6

8

10

12

14

0 5 10 15 20 25
年数（年）

板
厚
減
少
率
(
%
)
－
平
均
値

板厚10.2mm未満かつ10年以上20年未満

y = 0.194x

R2 = -0.2523

0

2

4

6

8

10

12

14

0 5 10 15 20 25

供用年数（年）

減
少
率
（
％
）

 

10.2mm未満かつ20年以上

0

2

4

6

8

10

12

14

0 5 10 15 20 25 30 35 40

年数(年）

板
厚
減
少
率
(
%
)
　
－
平
均
値

板厚10.2mm未満かつ20年以上

y = 0.128x

R2 = -0.0576

0

2

4

6

8

10

12

14

0 5 10 15 20 25 30 35 40

供用年数(年)

板
厚
減
少
率
(
%
)

 

鋼

プ

レ

ー

ト

に

よ

る

推

計

結

果 
板厚

10.2mm
以上 

 
（上段：

予測値，

下段：点

検実績） 

0

2

4

6

8

10

12

14

5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15

板
厚
の
減
少
率
（
％
）

供用年数（年）

スキンプレート板厚タイプ２：厚い、１０年未満

寿命予測値（40,50,60％分位置）

劣化曲線（宮本３次多項式）

劣化曲線（２次多項式）

 
 

板厚10.2mm以上かつ10年未満

y = 0.2687x

R2 = 0.0664

0

2

4

6

8

10

12

14

0 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15

供用年数（年）

板
厚
減
少
率
(
%
)

 

0

2

4

6

8

10

12

14

10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23 24 25

板
厚
の
減
少
率
（
％
）

供用年数（年）

スキンプレート板厚タイプ４：厚い、１０年以上２０年未満

寿命予測値（40,50,60％分位置）

劣化曲線（宮本３次多項式）

劣化曲線（２次多項式）

 
 

板厚10.2mm以上かつ10年以上20年未満

y = 0.1406x

R2 = 0.1063

0

2

4

6

8

10

12

14

0 5 10 15 20 25

供用年数（年）

板
厚
減
少
率
(
%
)

 

0

2

4

6

8

10

12

14

20 21 22 23 24 25 26 27 28 29 30 31 32 33 34 35 36 37 38 39 40

板
厚
の
減
少
率
（
％
）

供用年数（年）

スキンプレート板厚タイプ６：厚い、２０年以上

寿命予測値（40,50,60％分位置）

劣化曲線（宮本３次多項式）

劣化曲線（２次多項式）

 
板厚10.2mm以上かつ20年以上

y = 0.0717x

R2 = 0.0906

0

2

4

6

8

10

12

14

0 5 10 15 20 25 30 35 40

供用年数（年）

板
厚
減
少
率
(
%
)

 

10.2mm以上かつ10年未満

0

2

4

6

8

10

12

14

0 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15
年数（年）

板
厚
減
少
率
(
%
)
　
－
平
均
値

 
板厚10.2mm以上かつ10年未満

y = 0.2687x

R2 = 0.0664

0

2

4

6

8

10

12

14

0 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15

供用年数（年）

板
厚
減
少
率
(
%
)

 

10.2mm以上かつ10～20年

0

2

4

6

8

10

12

14

0 5 10 15 20 25

年数（年）

板
厚
減
少
率
(
%
)
　
－
平
均
値

板厚10.2mm以上かつ10年以上20年未満

y = 0.1406x

R2 = 0.1063

0

2

4

6

8

10

12

14

0 5 10 15 20 25

供用年数（年）

板
厚
減
少
率
(
%
)

 

10.2mm以上かつ20年以上

0

2

4

6

8

10

12

14

0 5 10 15 20 25 30 35 40
年数（年）

板
厚
減
少
率
(
%
)
　
－
平
均
値

板厚10.2mm以上かつ20年以上

y = 0.0717x

R2 = 0.0906

0

2

4

6

8

10

12

14

0 5 10 15 20 25 30 35 40

供用年数（年）

板
厚
減
少
率
(
%
)

 

値の比較 

 
供用年数10年未満 (10年値で比較) 供用年数10～20年未満 (20年値で比較) 供用年数20年以上 (30年値で比較)
点検によ
る実績

点検によ
る実績

点検による
実績

板厚10.2mm未満 2.1mm 3.2mm -(1.1mm) 1.6mm -(0.5mm) 3.9mm 4.2mm -(0.3mm) 3.5mm -(0.4mm) 3.8mm 4.0mm -(0.2mm) 3.5mm -(0.3mm)
板厚10.2mm以上 2.7mm 1.8mm (0.9mm) 2.0mm -(0.7mm) 2.8mm 2.3mm (0.5mm) 2.2mm -(0.6mm) 2.1mm 2.0mm (0.1mm) 1.6mm -(0.5mm)

寿命データ分析
(誤差)

マルコフ連鎖(誤
差)

寿命データ分析
(誤差)

マルコフ連鎖(誤
差)

寿命データ分析
(誤差)

マルコフ連鎖(誤
差)

 

特記事項 

供用年数に関係なく，板厚が薄い方が劣化速度が早く，板厚が厚い方が劣化速度が緩やかである． 
一方，板厚に関係なく，供用年数が短い方が劣化速度は早く，供用年数が長い方が劣化速度が緩やかである結果になる． 
 
板厚のような連続したデータを扱うのに適している．また，適用にあたってのデータ量も問題がない． 

まず，状態推移分布（年状態推移確率）を算出した後，年板厚減少量の年平均値をプロットした． 
供用年数10年未満は除いて，供用年数に関係なく，板厚が薄い方が劣化速度が早く，板厚が厚い方が劣化速度が緩やかである（寿
命データ分析と同じ傾向）．一方，板厚に関係なく，供用年数が短い方が劣化速度は早く，供用年数が長い方が劣化速度が緩やかで

ある結果になる（寿命データ分析と同じ傾向）． 
手法の性格上，最も悪いランクに収束していくため，どうしても上に凸の予測曲線になる．よって，寿命データ分析のようにライ

フサイクル後半に劣化速度が加速するようなケースには適さない． 
本来，連続量である板厚変化データを離散量としてランク分けすることで誤差が生じる原因となっている．すなわち，連続量デー

タをカテゴリ分けすることで失われる情報のリスクが大きい． 
橋梁点検のような5段階の判定ランクのデータならマルコフ状態推移モデルが適しているが，連続量の場合は適していない． 

評価 ○ × 
 

点検による実績の推定精度は良くないが，施設数の多い供用

年数10年以上でみると，寿命データ分析の方がマルコフ連鎖

モデルよりも誤差（予測値－実績値）が小さい． 

→寿命データ分析の方が予測精度は高い． 

n=14 n=97 n=83 

n=14 n=97 n=83 

n=37 n=115 n=78 

n=37 n=115 n=78 
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5.7 まとめ 

 本章では，コンクリート部材ではクラック幅とクラック長さ，沈下による開き，鋼部材では板厚

を対象にして，同じ点検データを用いて，マルコフ連鎖モデルによる劣化予測と寿命予測モデルに

よる劣化予測を行った． 2つの手法ともに過去の点検データを用いて容易に将来予測推計ができる

ことが確認できた．また，推計精度を確保するためのデータセットの最小数の確認もできた．また，

鋼製護岸の孔食データを用いて，突発性の事象を推定するモデルとして，ポアソン回帰モデルの適

用を行った． 

 過去の点検データから推計して将来の劣化予測を行う場合，点検データの量や構造物の種類や構

造，劣化損傷要因など推計精度に与える影響は様々である．得られた点検データからどのような手

法を用いて推計することが適切かの判断は，技術者の経験と勘によるところが大きいといえる．2

つの手法を比較した結果，差は，同じ推計精度を得るためのデータセットの数の違い，ライフサイ

クル後半の危険性を評価することができるかどうか，劣化予測の結果をその後のマネジメント意思

決定に活用する方法の違いなどであるといえる． 
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６．補修・改良時期の提案 
 

施設を対象として、延命化やライフサイクルコストの最小化等を図るための複数のシナリオを設

定し、その補修・改良工法及び実施時期について比較検討することで、最適な補修の提案を行う。 

対策工法は、対策が必要とされる部材・部位及び施設の構造及び材質を考慮し、施設の残存供用

年数、選定工法における期待耐用年数、性能を期待する水準までに十分回復できるかどうかを十分

に検討して選出する。 

  
6.1 補修・改良方法 

護岸の対応策は、ライフサイクルが異なる部材単位、つまり劣化曲線が異なる部材単位に対応し

て、以下のように分類した。なお、桟橋下部工および鋼(鋼管)矢板の飛沫・干満帯については塗覆

装の対策であり、塗覆装の耐用年数で繰返し更新するものとした。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

6.1.1 対策工法の検討 
施設の劣化・損傷の度合いと補修・補強工法の関係を整理し、それぞれの劣化・損傷の度合

いに応じた対策工法を検討する。 

以下に、一般的な補修・補強工法を示す。 

 

補修：耐久性能の回復もしくは向上を目的とした対策 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

RC構造 

 断面修復工（劣化したコンクリート部分を取り去り、断面を修復すること） 

 表面処理工法 

 電気化学的脱塩工法 

 鉄筋の電気防食工法 等 

鋼構造 

 電気防食工法 

 塗覆装工法（モルタルライニング工法、ペトロラタムライニング工法等） 等 

浅橋上部工浅橋上部工

浅橋下部工
鋼（鋼菅）矢板

浅橋下部工
鋼（鋼菅）矢板

梁・ハンチ

床版

飛沫・干満帯

海水中  

図 6.1.1 対応策の分類 
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補強：耐荷性や剛性などの力学的な性能の回復もしくは向上を目的とした対策 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

上記で列挙した工法と、実施が適当な施設の健全度について、下記表 6.1.1 に示す関係を基

に、以降の検討を進める。 

 

 

 

 

 

RC構造 

 接着工法（鋼板接着工法、ＦＲＰ接着工法） 

 プレストレス導入工法（外ケーブル工法、内ケーブル工法） 

 増厚工法 等 

鋼構造 

 コンクリート被服工法 

 コンクリート充填工法 

 鋼板補強工法 

 部材交換工法 

表 6.1.1 構造物の健全度ランクと標準的な工法 

 
ＲＣ部材 鋼部材

５ 表面処理 電気防食、塗覆装

４ 表面処理、電気防食、脱塩 電気防食、塗覆装

３ 表面処理、断面修復、電気防食、脱塩 コンクリート被服、鋼板補強、電気防食、塗覆装

２ 断面修復、接着、外ケーブル、増厚 部材交換、コンクリート被服、鋼板補強

１ 更新 更新

健全度ランク
標準的な工法
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（A）桟橋上部工（ＲＣ部材） 

1）梁・杭頭ハンチ 

梁および杭頭ハンチの対策工法として、本研究で採用した工法は以下の６工法とする。 

① 表面塗装工法 

② 断面修復工法 

③ 断面修復＋電気防食工法 

④ 電気防食工法 

⑤ 脱塩工法 

⑥ 永久型枠工法 

 

また、各工法と健全度ランクの関係を表 6.1.2 に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

なお、電気防食および電気防食と併用する断面修復工法については、健全度判定基準の「は

く離・はく落、浮き」の面積比に対応し、健全度ランクに応じて断面修復の面積を変化させた。 

また、健全度ランクに示す表面塗装 100％については、フィックの拡散方程式を用いて表面

塗装の適用時期を別途計算した。 

表面塗装工法は、塗装後にコンクリート内部に閉じ込められた塩化物イオンが拡散しても、

鉄筋位置での塩化物イオン濃度が発錆限界値（1.88kg/m3）を超えない場合に適用できる。 

次頁にフィックの拡散方程式を用いた予測結果を示す。計算は梁・杭頭ハンチの表面塩化物

イオン量および塩化物イオンの拡散係数を設定し、塗装の施工時期をパラメータにして今後５

０年後の鉄筋位置の塩化物イオン濃度を予測した結果である。 

 

 

表 6.1.2 各工法と健全度ランクの関係 

表面塗装　100%

断面修復 100%(15cm) 断面修復 0% 断面修復 0% 断面修復 100%(15cm)
＋ ＋ ＋ ＋

表面塗装　100% 電気防食 100% 脱 　塩 100% 永久型枠　100%

断面修復 20%(15cm)
断面修復 100%(15cm) 表面塗装 20% 断面修復 20%(10cm) 断面修復 20%(15cm) 断面修復 100%(15cm)

＋ ＋ ＋ ＋ ＋
表面塗装　100% 電気防食 80% 電気防食 100% 脱 　塩 100% 永久型枠　100%

断面修復 50%(15cm)
断面修復 100%(15cm) 表面塗装 50% 断面修復 50%(10cm) 断面修復 50%(15cm) 断面修復 100%(15cm)

＋ ＋ ＋ ＋
表面塗装　100% 電気防食 50% 電気防食 100% 脱 　塩 100% 永久型枠　100%

断面修復 70%(15cm)
断面修復 100%(15cm) 表面塗装 70% 断面修復 70%(10cm) 断面修復 70%(15cm) 断面修復 100%(15cm)

＋ ＋ ＋ ＋
表面塗装　100% 電気防食 30% 電気防食 100% 脱 　塩 100% 永久型枠　100%

断面修復 100%(15cm) 断面修復 100%(10cm) 断面修復 100%(15cm) 断面修復 100%(15cm)
＋ ＋ ＋

表面塗装　100% 電気防食 100% 脱 　塩 100% 永久型枠　100%

健全度
ランク

補　修　工　法　（梁・杭頭ハンチ）

表面塗装 断面修復 断面修復＋電気防食 電気防食 脱　　塩 永久型枠

5.1

5 －

4

3

2

1 －
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【計算条件】 

   鉄筋位置 7.0cm 

   表面塗装なし 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【計算条件】 

   鉄筋位置 7.0cm 

   塗装施工時期 2 年後 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 6.1.2 表面塗装の適用性 

 

以上より、梁および杭頭ハンチの表面塗装の適用時期は２年とする。 
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2）床版 
床版の対策工法として、本研究で採用した工法は以下の７工法とする。 

① 表面塗装工法 

② 断面修復工法 

③ 断面修復＋電気防食工法 

④ 電気防食工法 

⑤ 脱塩工法 

⑥ 永久型枠工法 

⑦ 打替え工法 

 

また、各工法と健全度ランクの関係を表 6.2.3 に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

なお、梁および杭頭ハンチと同様に電気防食および電気防食と併用する断面修復工法につい

ては、健全度判定基準の「はく離・はく落、浮き」の面積比に対応し、健全度ランクに応じて

断面修復の面積を変化させた。 

 

また、梁および杭頭ハンチと同様に健全度ランク「5.1」に示す表面塗装 100％については、

フィックの拡散方程式を用いて表面塗装の適用時期を別途計算した。 

 

表 6.1.3 各工法と健全度ランクの関係 

表面塗装　100%

断面修復 100%(10cm) 断面修復 0% 断面修復 0% 断面修復 100%(10cm)

表面塗装　100% 電気防食 100% 脱 　塩 100% 永久型枠　100%

断面修復 20%(10cm)
断面修復 100%(10cm) 表面塗装 20% 断面修復 20%(10cm) 断面修復 20%(10cm) 断面修復 100%(10cm) 取壊し　100%

表面塗装　100% 電気防食 80% 電気防食 100% 脱 　塩 100% 永久型枠　100% 現況復旧 100%

断面修復 50%(10cm)
断面修復 100%(10cm) 表面塗装 50% 断面修復 50%(10cm) 断面修復 50%(10cm) 断面修復 100%(10cm) 取壊し　100%

表面塗装　100% 電気防食 50% 電気防食 100% 脱 　塩 100% 永久型枠　100% 現況復旧 100%

断面修復 70%(10cm)
断面修復 100%(10cm) 表面塗装 70% 断面修復 70%(10cm) 断面修復 70%(10cm) 断面修復 100%(10cm) 取壊し　100%

表面塗装　100% 電気防食 30% 電気防食 100% 脱 　塩 100% 永久型枠　100% 現況復旧 100%

断面修復 100%(10cm) 断面修復 100%(10cm) 断面修復 100%(10cm) 断面修復 100%(10cm) 取壊し　100%

表面塗装　100% 電気防食 100% 脱 　塩 100% 永久型枠　100% 現況復旧 100%

健全度
ランク

補　修　工　法　（床　　版）

表面塗装 断面修復 断面修復＋電気防食 電気防食 脱　　塩 永久型枠 打替え

5.1

5 ＋ － ＋ ＋ ＋ －

4 ＋ ＋ ＋ ＋ ＋ ＋

3 ＋ ＋ ＋ ＋ ＋ ＋

2 ＋ ＋ ＋ ＋ ＋ ＋

1 ＋ － ＋ ＋ ＋ ＋
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【計算条件】 

   鉄筋位置 7.0cm 

   表面塗装なし 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【計算条件】 

   鉄筋位置 7.0cm 

   塗装施工時期 18 年後 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 6.1.3 表面塗装の適用性 

 

 

以上より、床版の表面塗装の適用時期は１８年とする。 

 



 104

（B）桟橋下部工および鋼(鋼管)矢板（鋼部材） 

1）飛沫・干満帯 

飛沫・干満帯については塗覆装の対策であり、塗覆装の耐用年数で繰返し更新するものとし

た。 

以下に本研究で採用した工法の一覧を示す。 

なお、耐用年数については、既往のマニュアル（港湾鋼構造物防食・補修マニュアル・沿岸

開発技術研究センター）およびメーカーヒアリングより設定した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

飛沫・干満帯は、の更新手順は、①重防食の有無を確認、②重防食が施されていない場合は

早急に対策（補修あるいは補強）の実施、防食されている場合は防食の経過年数が１２年（重

防食耐用年数）以内か確認、③１２年以上経過している場合は早急に対策（補修あるいは補強）

の実施、１２年以下の場合は１２年まで放置後に補修を実施する。 

下図に飛沫・干満帯の塗覆装の更新フロー図を示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 6.1.4 飛沫・干満帯の塗覆装更新フロー図 

表 6.1.4 飛沫・干満帯の工法一覧表 

10～15年 12年

15年以上 20年

10～15年 15年

15年以上 30年

有機ﾗｲﾆﾝｸﾞ
（水中施工形ライニング）

・ﾍﾟﾄﾛﾗﾀﾑを主成分とするﾍﾟﾄﾛﾗﾀﾑ系防食材料により鋼材を被覆する防食工法であ
る。

・モルタルのアルカリ性で鋼材表面を不動態化し腐食の軽減をはかるものである。

・保護カバーなしとは、一般の土木工事のように木製又は鋼製の型枠を用いてモル
タルを打設し硬化後型枠を取り外すものである。

・水中や湿潤面で効果する樹脂により酸素と塩分を遮断することにより腐食を軽減
させるものである。

・塗覆装による防食を干満帯・海水中部において施工出来る。

・被覆した防食材を波浪や漂流物の衝突などの外力から守るとともに、腐食環境か
ら遮断して耐久性を増すために保護層として保護カバーを設ける。

期待耐用年数

・複雑な構造にも適用出来る。

・軽量であるため、構造物に重量負担とならない。

・補修された施設を更新する場合、既設構造物の撤去が難しい。

特徴
補修マニュアル 今回設定

工法

ペトロラタムライニング

無機ライニング
（保護ｶﾊﾞｰ無し）

無機ライニング
（保護ｶﾊﾞｰあり）

・衝撃による損傷や海水による中性化からモルタルを保護する目的で強固で水密
性が高く耐食性に優れた材料で作った型枠を使用しモルタル打設後もそのまま残
す方法。

・補修された施設を更新する場合、既設構造物の撤去が難しい。

飛沫・干満帯

・モルタルのアルカリ性で鋼材表面を不動態化し腐食の軽減をはかるものである。

Ｎｏ

　Ｙｅｓ

Ｎｏ
No

　Ｙｅｓ
　Yes

　Yes

重防食が施さ
れているか？

防食後１２年以内か？

ＳＴＡＲＴ

防食後１２年間放置

補修の実施（ＬＣＣ比較）

必要肉厚があるか？

補強の実施（パッチあて等）
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Ｎｏ

　Ｙｅｓ

Ｎｏ

　Ｙｅｓ

No

　Ｙｅｓ

Ｎｏ

　Ｙｅｓ

ＳＴＡＲＴ

健全度ランクが
４以上か？

管理目標に対する
余寿命が５年以上か？

電気防食が施さ
れているか？

電気防食の更新の繰返し

電気防食の設置・更新の繰返し

補強・更新の実施（ＬＣＣ比較）

管理目標に対して
今後５０年間有効か？

2）海水中 
海水中の対策工法は、大きく補修と補強の二つに分類することができる。補修は予防保全的

に電気防食を繰返し更新し、補強は鋼材の性能が低下したもの回復させるものとした。 

海水中の対策工法として、本研究で採用した工法は以下の３工法とする。 

① 電気防食工法（補修） 

② 鉄筋コンクリート被覆工法（補強） 

③ 鋼板溶接工法（補強） 

 

以下に本研究で採用した工法の一覧を示す。 

 

なお、耐用年数については、既往のマニュアル（港湾鋼構造物防食・補修マニュアル・沿岸

開発技術研究センター）およびメーカーヒアリングより設定した。 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
また、海水中の対策工法は現時点での電気防食の有無により対策手順が変わる。下図に海水

中の対策工のフロー図を示す。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 6.1.5 海水中の対策フロー図 

表 6.1.5 海水中の工法一覧表 

各耐用年数が
確保出来る

20年対応

10年以上

20年以上

30年以上

50年以上

30年以上 30年

20年以上 20年

（電気防食） （電気防食）

海水中

・M.L.W.L以深に暴露されている鋼材表面をｱﾙﾐﾆｳﾑ合金陽極を犠牲陽極とする電
気防食により対策する。

・陽極発生電流は、2.0A・2,5A・3.0A・3.5Aとあるが、本施設で使用できる3.5A陽極に
て検討する。

鉄筋コンクリート被覆工法
（高耐久性永久型枠使用）

・鉄筋コンクリートで鋼管（鋼矢板）を被覆補強する工法であり、コンクリート表面は
永久型枠により塩害の防止を図る。

・補修された施設を更新する場合、既設構造物の撤去が難しい。

・スタッドジベルにより、鋼管（鋼矢板）とコンクリートの一体化（応力の伝達）させる。

工法

鋼板溶接工法
・鋼管（鋼矢板）の不足する断面性能を鋼板溶接して補う工法である。

・電気防食と併用して補強する。

電気防食

期待耐用年数
特徴

補修マニュアル 今回設定

補修

補強
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各工法と健全度ランクの関係を以下に示す。 

 
表 6.1.6 各工法と健全度ランクの関係 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

補修

余寿命５年以上 電気防食 ― ― ―

電気防食
（余寿命分）

鉄筋コンクリート被覆
（電気防食延命後に実施）

鋼板溶接
（電気防食延命後に実施）

―

― 鉄筋コンクリート被覆 鋼板溶接 更新

余寿命５年以上 電気防食 ― ― ―

電気防食
（余寿命分）

鉄筋コンクリート被覆
（電気防食延命後に実施）

鋼板溶接
（電気防食延命後に実施）

―

― 鉄筋コンクリート被覆 鋼板溶接 更新

― 鉄筋コンクリート被覆 鋼板溶接 更新

― 鉄筋コンクリート被覆 鋼板溶接 更新

― ― ― 更新1

健全度ランク 補強・更新

5

4

3

2

余寿命５年以下

余寿命５年以下

気 食

補修

有効期間50年以上 電気防食 ― ― ―

電気防食
（有効期間）

鉄筋コンクリート被覆
（電気防食後に実施）

鋼板溶接
（電気防食後に実施）

―

― 鉄筋コンクリート被覆 鋼板溶接 更新

有効期間50年以上 電気防食 ― ― ―

電気防食
（有効期間）

鉄筋コンクリート被覆
（電気防食後に実施）

鋼板溶接
（電気防食後に実施）

―

― 鉄筋コンクリート被覆 鋼板溶接 更新

― 鉄筋コンクリート被覆 鋼板溶接 更新

― 鉄筋コンクリート被覆 鋼板溶接 更新

― ― ― 更新1

4
有効期間50年以下

3

2

健全度ランク 補強・更新

5
有効期間50年以下

電気防食無し 

電気防食あり 
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6.2 維持管理シナリオの設定 

 

6.2.1 対策工法の標準単価および耐用年数  

対策工法の標準単価については、既往の補強設計計算書およびメーカーヒアリングより、対策規

模を仮定して設定した。 

また、耐用年数については、既往のマニュアル（港湾鋼構造物防食・補修マニュアル・沿岸開発

技術研究センター）およびメーカーヒアリングより設定した。 

 

（A）桟橋上部工（ＲＣ部材） 

1）梁・杭頭ハンチ 

梁・杭頭ハンチの対策工法の標準単価および耐用年数を以下に示す。 

    

表 6.2.1 梁・杭頭ハンチの標準単価および耐用年数 

 
 
 
 

仮設費（足
場）

対策費
仮設費（足
場）

対策費

(年） 全体 梁 （円/㎡） （円/㎡）
×断面修復
比率

×鉄筋修復
比率

（円/㎡） （円/㎡）

表面塗装 5.1 12 1254 777 8,500 15,000 0 0 8,500 15,000

5 1254 777 8,500 15,000 159,000 0 8,500 15,000

4 1254 777 8,500 15,000 159,000 4,000 8,500 15,000

3 1254 777 8,500 15,000 159,000 10,000 8,500 15,000

2 1254 777 8,500 15,000 159,000 14,000 8,500 15,000

1 1254 777 8,500 15,000 159,000 20,000 8,500 15,000

5 1254 777

8,000 3,000

8,000 20,600

8,000 7,500

8,000 18,500

8,000 10,500

8,000 17,100

1 1254 777

5 1254 777 8,500 8,500 0 0 8,500 22,000

4 1254 777 8,500 8,500 24,260 4,000 8,500 22,000

3 1254 777 8,500 8,500 60,650 10,000 8,500 22,000

2 1254 777 8,500 8,500 84,910 14,000 8,500 22,000

1 1254 777 8,500 8,500 121,300 20,000 8,500 22,000

5 1254 777 8,500 110,000 0 0 8,500 15,000

4 1254 777 8,500 110,000 31,800 4,000 8,500 15,000

3 1254 777 8,500 110,000 79,500 10,000 8,500 15,000

2 1254 777 8,500 110,000 111,300 14,000 8,500 15,000

1 1254 777 8,500 110,000 159,000 20,000 8,500 15,000

5 1254 777 8,500 70,000 159,000 0 8,500 7,500

4 1254 777 8,500 70,000 159,000 4,000 8,500 7,500

3 1254 777 8,500 70,000 159,000 10,000 8,500 7,500

2 1254 777 8,500 70,000 159,000 14,000 8,500 7,500

1 1254 777 8,500 70,000 159,000 20,000 8,500 7,500

20電気防食工法

断面修復
＋電気防食工法

12
・
25

3

2

初期費用 更新費用

原形復旧費
（a)・（ｂ）（円/㎡）

工法 健全度

期待耐用
年数

補修対象
(㎡)

1254 777 8,000 66,600 31,800 4,000

7771254 8,000 46,500 79,500 10,000

1254 777 8,000 33,100 111,300 14,000

断面修復 12

脱塩

永久型枠

12

40

4
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2）床版 

床版の対策工法の標準単価および耐用年数を以下に示す。 

 

表 6.2.2 床版の標準単価および耐用年数 

 
 
 

仮設費（足
場）

対策費
仮設費（足
場）

対策費

(年） 全体 床版 （円/㎡） （円/㎡）
×断面修復
比率

×鉄筋修復
比率

（円/㎡） （円/㎡）

表面塗装 5.1 12 1254 476 8,500 15,000 0 0 8,500 15,000

5 1254 476 8,500 15,000 121,300 0 8,500 15,000

4 1254 476 8,500 15,000 121,300 4,000 8,500 15,000

3 1254 476 8,500 15,000 121,300 10,000 8,500 15,000

2 1254 476 8,500 15,000 121,300 14,000 8,500 15,000

1 1254 476 8,500 15,000 121,300 20,000 8,500 15,000

5 1254 476

8,000 3,000

8,000 20,600

8,000 7,500

8,000 18,500

8,000 10,500

8,000 17,100

1 1254 476

5 1254 476 85,000 85,000 0 0 85,000 22,000

4 1254 476 85,000 85,000 24,260 4,000 85,000 22,000

3 1254 476 85,000 85,000 60,650 10,000 85,000 22,000

2 1254 476 85,000 85,000 84,910 14,000 85,000 22,000

1 1254 476 85,000 85,000 121,300 20,000 85,000 22,000

5 1254 476 85,000 110,000 0 0 85,000 15,000

4 1254 476 85,000 110,000 24,260 4,000 85,000 15,000

3 1254 476 85,000 110,000 60,650 10,000 85,000 15,000

2 1254 476 85,000 110,000 84,910 14,000 85,000 15,000

1 1254 476 85,000 110,000 121,300 20,000 85,000 15,000

5 1254 476 85,000 70,000 121,300 0 85,000 65,000

4 1254 476 85,000 70,000 121,300 4,000 85,000 65,000

3 1254 476 85,000 70,000 121,300 10,000 85,000 65,000

2 1254 476 85,000 70,000 121,300 14,000 85,000 65,000

1 1254 476 85,000 70,000 121,300 20,000 85,000 65,000

3 1254 476 85,000 120,000 0 0 85,000 15,000

2 1254 476 85,000 120,000 0 0 85,000 15,000

1 1254 476 85,000 120,000 0 0 8,500 15,000

脱塩 12

永久型枠 40

電気防食工法 25

断面修復
＋電気防食工法

12
・
25

4

3

2

更新費用

原形復旧費
（a)・（ｂ）（円/㎡）

健全度

期待耐用
年数

補修対象
(㎡)

初期費用

33,100

1254

1254

1254

476

476

476

24,260

60,650

84,910

4,000

10,000

14,000

打替え 20

8,000

8,000

8,000

66,600

46,500

断面修復 12

工法
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（B）桟橋下部工および鋼(鋼管)矢板上部工（鋼部材） 

桟橋下部工および鋼(鋼管)矢板の対策工法の標準単価および耐用年数を以下に示す。 

    

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
6.2.2 維持管理シナリオの設定 

維持管理シナリオの設定は、本来、立案された維持補修戦略に基づき投資費用と性能水準（ある

いは劣化の許容）がバランスするような、複数の補修工法とサイクルを設定することである。また

そのシナリオ設定は、構造物の部材・部位に対して重要性や経年などから個別に適用されることが

必要である。 

本研究では、維持補修戦略の立案が困難であるとの理由から、維持管理シナリオはそれぞれの部

材ごとの全工法単位で設定し、その部位全てに対して全てのシナリオを適用することとした。 

 
 
 
 
 
 

表 6.2.3 桟橋下部工および鋼(鋼管)矢板の標準単価および耐用年数 

仮設費
（足場）

対策費 直接費計 電気防食
仮設費
（足場）

対策費 直接費計 電気防食

(年） (円/m2） (円/m2） (円/m2） (円/m2） (円/m2） (円/m2） (円/m2） (円/m2）

有機ライニング 12 3,500 75,000 78,500 4,592,000 3,500 62,000 65,500 4,592,000

ﾍﾟﾄﾛﾗﾀﾑﾗｲﾆﾝ
ｸﾞ

20 3,500 70,000 73,500 4,592,000 3,500 63,000 66,500 4,592,000

無機ﾗｲﾆﾝｸﾞ
（保護ｶﾊﾞｰ無
し）

15 3,500 78,000 81,500 4,592,000 3,500 78,000 81,500 4,592,000

無機ﾗｲﾆﾝｸﾞ
（保護ｶﾊﾞｰあ
り）

30 3,500 95,000 98,500 4,592,000 3,500 97,000 100,500 4,592,000

飛沫帯干満帯
補強工法

鋼板溶接 251,000 251,000

鉄筋コンクリート被覆 30 3,500 135,000 138,500 3,500 139,000 142,500

鋼板溶接 20 3,500 251,000 254,500 4,592,000 3,500 251,000 254,500 4,592,000

海水中補強

飛沫帯干満帯
補修工法

既設撤去・更新費用
期待耐用
年数

初期費用

工法
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6.3 ライフサイクルコストの算出 

これまでの検討結果を踏まえて、複数の維持管理シナリオから各対策工法の標準単価及びその実

施時期、耐用年数より各施設のライフサイクルコストを算出し、ライフサイクルコストが最小とな

るシナリオを決定する。 

 

6.3.1 桟橋上部工（ＲＣ部材） 

 桟橋の上部工のライフサイクルコスト算出にあたって、m2標準単価に対応する桟橋の展開面積を

算定した。 

 

表 6.2.4 桟橋の展開面積 
 総面積 面積比 

床版 246.1 0.31 

梁 468.5 0.58 

杭頭ハンチ 86.4 0.11 

総面積 801.1 1.00 

 
桟橋上部工（ＲＣ部材）のライフサイクルコストの比較結果を以下に示す。 

 

建設年次 1980 年 経過年数 27 年 維持管理目標 健全度 3 単位：円／ブロック 

【梁・杭頭ハンチ】 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

梁補修費

0

50

100

150

200

250

0 3 6 9 12 15 18 21 24 27 30 33 36 39 42 45 48

経過年数

費
用

健全度5表面塗装

健全度5断面修復

健全度5電気防食

健全度5脱塩

健全度5永久型枠

健全度4断面修復

健全度4断面修復＋電気防食

健全度4電気防食

健全度4脱塩

健全度4永久型枠

健全度3断面修復

健全度3断面修復＋電気防食

健全度3電気防食

健全度3脱塩

健全度3永久型枠

健全度2断面修復

健全度2断面修復＋電気防食

健全度2電気防食

健全度2脱塩

健全度2永久型枠

健全度1断面修復

健全度1断面修復＋電気防食

健全度1電気防食

健全度1脱塩

健全度1永久型枠
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【床版】 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

ライフサイクルコストの比較の結果、管理目標を「健全度４」とした場合は、梁・杭頭ハンチ部

材はこれから２年後に電気防食を設置し、その後電気防食を繰り返し更新する工法が最もコストが

最小となり、床版に関しては早急に断面修復を行い、その後電気防食を繰り返し更新する工法が最

もコストが最小となった。 

 

床版補修費

0

50

100

150

200

250
0 3 6 9 12 15 18 21 24 27 30 33 36 39 42 45 48

経過年数

費
用

健全度5表面塗装

健全度5断面修復

健全度5電気防食

健全度5脱塩

健全度5永久型枠

健全度4断面修復

健全度4断面修復＋電気防食

健全度4電気防食

健全度4脱塩

健全度4永久型枠

健全度4打替え

健全度3断面修復

健全度3断面修復＋電気防食

健全度3電気防食

健全度3脱塩

健全度3永久型枠

健全度3打替え

健全度2断面修復

健全度2断面修復＋電気防食

健全度2電気防食

健全度2脱塩

健全度2永久型枠

健全度2打替え

健全度1断面修復

健全度1断面修復＋電気防食

健全度1電気防食

健全度1脱塩

健全度1永久型枠

健全度1打替え  
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2）健全度毎のライフサイクルコストの比較 

どの健全度ランクで補修・補強を行えば、最も効果的であるかを検証するために、LCC 算出（ケ

ース１）をモデルとして、健全度ランク毎にコストが最小となる工法を比較した結果を以下に示す。 

 

建設年次 1980 年 経過年数 27 年 単位：円／ブロック 

【梁・杭頭ハンチ】 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

 

【床版】 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
以上の結果、梁・杭頭ハンチおよび床版とも、可能な限り健全度の高い状態で予防保全を実施す

ることが、ライフサイクルコストを低く抑えることができることが判明した。 

したがって、桟橋の上部工については、できるだけ予防保全の観点で維持補修を行うことが理想

であり、健全度の高い段階で梁・杭頭ハンチは電気防食、床版についても電気防食をそれぞれ繰り

返すことが望ましい。 

梁補修費

0

20

40

60

80

100

120

140

160

0 2 4 6 8 10 12 14 16 18 20 22 24 26 28 30 32 34 36 38 40 42 44 46 48 50

経過年数

費
用

健全度５ 表面塗装 健全度５ 電気防食

健全度４ 電気防食 健全度３ 断面修復＋電気防食

健全度２ 断面修復＋電気防食 健全度１ 断面修復

床版補修費

0

5

10

15

20

25

30

35

40

45

0 2 4 6 8 10 12 14 16 18 20 22 24 26 28 30 32 34 36 38 40 42 44 46 48 50

経過年数

費
用

健全度５ 表面塗装 健全度５ 電気防食

健全度４ 断面修復＋電気防食 健全度３ 打替え

健全度２ 打替え 健全度１ 打替え
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6.3.2 桟橋下部工および鋼(鋼管)矢板（鋼部材） 

桟橋上部工（ＲＣ部材）のライフサイクルコストの比較結果を以下に示す。 

 

建設年次 1980 年 経過年数 27 年 維持管理目標 健全度 3 単位：円／ブロック 

【飛沫・干満帯】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【海水中】 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

飛沫帯・干満帯

0

10

20

30

40

50

60

70

0 2 4 6 8 10 12 14 16 18 20 22 24 26 28 30 32 34 36 38 40 42 44 46 48 50
経過年数

費
用

有機ライニング

ペトロラタムライニング

無機ライニング（保護ｶﾊﾞｰ無し）

無機ライニング（保護ｶﾊﾞｰあり）

 

海水中(既設電防有り）

0

20

40

60

80

100

120

140

160

0 3 6 9 12 15 18 21 24 27 30 33 36 39 42 45 48

経過年数

費
用

健全度5　電気防食

健全度5　鉄筋コンクリート被覆+電気防食

健全度5　鋼板溶接+電気防食（余寿命）

健全度5　鉄筋コンクリート被覆

健全度5　鋼板溶接+電気防食

健全度4　電気防食

健全度4　鉄筋コンクリート被覆+電気防食

健全度4　鋼板溶接+電気防食(余寿命)

健全度4　鉄筋コンクリート被覆

健全度4　鋼板溶接+電気防食

健全度3以下　鉄筋コンクリート被覆

健全度3以下　鋼板溶接+電気防食
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ライフサイクルコストの比較の結果、管理目標を「健全度５」とした場合は、飛沫・干満帯は早

急にペトロラタム工法で塗覆し、その後同工法を繰り返し更新する工法が最もコストが最小となり、

海水中については早急に鉄筋コンクリート被覆を施工する工法が最もコストが最小となった。 
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７．結論 
 

 高度経済成長期をピークに整備された全国の港湾，海岸保全施設等は，近い将来一斉に更新時期

を迎える．この逼迫する更新需要に対し，更新投資の過度の集中を避け，管理主体の逼迫する財政

再建計画等を踏まえながら計画的に適時・適切な施設の更新等を行う必要がある．そのため，管理

している港湾，海岸保全施設等の効率的な維持管理，延命化を図り，将来の更新投資の平準化を目

指し，アセットマネジメント的手法を取り入れた予防保全計画を策定する試みが盛んに取り組まれ

ている． 

 しかし，港湾施設の維持管理を適切に行う上で，劣化予測は重要な要素であるが，構造物の種類，

構造，劣化損傷原因，損傷の進行具合，点検データの量と質の問題など劣化予測の精度に影響を与

える要因は様々であり，適切な劣化予測が行われているとは言い難いのが現状である．したがって，

状態推移過程モデルや寿命データ分析など，構造物に最も適した劣化予測手法を検討し，劣化予測

の精度を向上させることが求められている． 

 今後，維持管理機関のアセットマネジメントに対する取り組みが盛んになるにつれ，マネジメン

トシステムの一要素である劣化予測はより重要となってくる．なぜなら，劣化予測式は LCC算出の

元になるものであり，LCC累計や維持管理シナリオ算出のベースになるからである．この劣化予測

の精度が低いと，いくら中長期維持管理計画を策定しても信頼性が低いし，将来的な予算確保には

至らない．しかしながら，構造物の劣化予測はまだ研究段階であり，管理機関の点検も十分ではな

く，精度の高い劣化予測が行われた上で LCCが算出されているとは言いがたいのが現状である． 

 本研究の目的は，既存の点検データの質と量に最も適合した劣化予測手法を検討することにある．

LCCを算出するためには将来の劣化予測が必要となるが，この精度が良くなければ予算獲得あるい

は中長期予算計画の信頼性が低くなってしまう．これまで，劣化予測は過去の点検結果をもとに作

成されてきたが，現実，地方自治体では過去に点検を実施していないか，実施していても 1回程度

しかないかという現状である．あるいは他の機関が設定している類似の条件での劣化予測をそのま

ま引用するなど，現実にあっているとは言いがたい．こういった現状も考慮して，過去の点検結果

をどのように処理すれば精度の高い劣化予測が可能になるのかを検討することを目指す． 

 本研究においては，主に，「劣化予測手法」，「ＬＣＣ算出による補修・改良時期の提案」を検討し

た．以下に，本研究より得られた主要な成果を総括して本研究の結論とする． 

 

 第１章「はじめに」では，まず始めに，本研究の背景となった港湾施設のストック量の推移と今

後の維持管理費の増大に対処するために戦略的維持管理手法であるアセットマネジメント手法の一

要素である劣化予測の現状と精度向上の必要性について述べた． 

 

 第２章「研究の背景と目的」では，本研究の位置づけを明確にするために，アセットマネジメン

ト推進のためには劣化予測精度の向上が求められるという背景，少ない過去の点検データをどのよ

うに用いて精度の高い劣化予測が可能になるのかという目的を明確にするとともに，マルコフ連鎖

モデル，ハザードモデル，ポアソンモデルなどの具体的劣化予測手法の紹介した．そして，本論文

の構成とその概要について簡単に紹介した． 

 

 第３章「劣化予測手法に関する既往の研究」では，これまでの劣化予測に関する研究を概観し，
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劣化予測モデルの整理，近年多く用いられている数理確率モデルの適用範囲を示した．さらに，港

湾構造物，橋梁，舗装など，具体的構造物における劣化予測に関する研究を紹介した． 

 

 第４章「対象施設の概要と健全度評価手法」では，本研究で対象とした沿岸構造物の概要，劣化

予測に用いた損傷種類と数量，分析の可能性について述べた．さらに，点検方法の概要，健全度の

定義と対策，管理目標との関係を示した． 

 

 第５章「劣化予測手法の検討」では，沿岸構造物の点検データを用いて，いくつかの数理確率モ

デルを用いた劣化予測手法を示す．実際の点検データをどのように加工して，どのような方法で劣

化予測を行うのかは技術者にとって重要な課題であり，本研究では，マルコフ連鎖モデル，ハザー

ドモデル，ポアソン回帰モデルの考え方を紹介し，これらのモデル用いて，劣化予測への具体的な

適用例を示した．以下，得られた成果をまとめる． 

(1) コンクリート部材では，マルコフ連鎖モデル，ハザードモデルの適用例を示した．それぞれの

手法の特徴を明確にし，適用条件，推計可能なデータ量，推計精度などを考察した．２つの手法

ともに過去の点検データを用いて容易に将来予測推計ができることが確認できた．ハザードモデ

ルでは，ライフサイクル後半のハザードが把握でき，上に凸，下に凸といった劣化曲線が点検デ

ータによってどちらでも作成可能であるが，マルコフモデルの場合は，手法の性格上，どうして

も上に凸の曲線になる． 

(2) 鋼部材では，マルコフ連鎖モデル，ハザードモデル，ポアソン回帰モデルの適用例を示した．

同じ点検データからマルコフ連鎖モデルとハザードモデルの比較を行い，連続量データの適用性，

ライフサイクル後半に劣化速度が加速する場合の適用性などを検討した．一方，希少性の損傷で

ある鋼矢板の孔食を対象にして，ポアソン回帰モデルが適用できることを示した． 

 過去の点検データから推計して将来の劣化予測を行う場合，点検データの量や構造物の種類や構

造，劣化損傷要因など推計精度に与える影響は様々である．得られた点検データからどのような手

法を用いて推計することが適切かの判断は，技術者の経験と勘によるところが大きいといえる．2

つの手法を比較した結果，差は，同じ推計精度を得るためのデータセット数の違い，ライフサイク

ル後半の危険性を評価することができるかどうか，劣化予測の結果をその後のマネジメント意思決

定に活用する方法の違いなどであるといえる． 

 

 第６章「補修・改良時期の提案」では，モデル施設を対象に，複数の維持管理シナリオを設定す

る．そして，補修・改良工法，補修工費，耐用年数などから，維持管理シナリオごとに今後５０年

間のライフサイクルコストを算出し，ＬＣＣ最小化モデルによる維持管理シナリオを選定する方法

を示す． 

 

 今後，構造物における劣化予測手法の研究を進めていくにあたり，留意すべき事項を以下に示す． 

 このように，過去の点検データを用いて数理確率手法により劣化予測を行う方法はまだ手法の適

用性も含めて蓄積が多いとは言い難いのが現状である．そもそも，数理確率モデルでは，多くのデ

ータを必要とするが，過去の点検データがそれほど沢山あるわけではなく，しかも，損傷を時系列

で追跡できるような点検データ保存の仕組みにはなっていない．点検マニュアルの整備，点検デー

タの保存方法，劣化予測用データへの反映方法など点検の仕組みを変えていくことが求められる．
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劣化予測の精度はデータの質と量に大きく影響をうける．過去の点検データを有効に，しかも大量

に利用できるようになって初めて劣化予測はその精度が向上すると思われるし，適用可能な数理確

率モデルもその適用範囲が拡大すると思われる． 

 点検データの蓄積，特に時系列データの推移の把握と，数理確率モデルの適用事例を増やすこと

が劣化予測の精度向上に寄与するものと考える． 

 


